
第２期福島県復興計画 別冊
重点プロジェクトの取組内容と主要事業

[R7年度版]

福島県

A 「風評払拭に向けた県産農林水産物のブランド力強化の取組」
「福粕花(ふくはっか)」 福島牛のトップランナーであり、県畜産物をリードする存在として2024年12月に
デビューしました。ふくしまが誇る地酒の酒粕を飼料として与えていることから、「福粕花（ふくはっか）」
と名付けました。やわらかく、甘みが強い、ジューシーな、ふくしまが誇る新しいブランドです。
B 川内村「川内村の復興に向けた取組」
「かわうちワイナリー」 川内村では、震災復興･新たな農業への挑戦･地方創生の取組として、地元で
栽培収穫したぶどうを使ったワイン造りに取り組んでいます。2021年に完成した「かわうちワイナリー」
は、新たな特産品のワイン造りにとどまらず、施設を核として村の産業振興、関係人口の増加、さらに
は移住・定住の促進を目指しています。
C 飯舘村「飯舘村の復興に向けた取組」
「いいたて移住サポートセンター【 3ど°】」 “いいたての暮らしをつなぐステーション”が2024年5月に
オープンしました。愛称の【 3ど°】には「1度目はふらりと遊びに、2度目は誰かに会いに、3度目からは
飯舘村での暮らしや仕事を想像して訪れてほしい」というメッセージが込められています。

A B

C



福島県のスローガン

震災から10年を機に、福島県は、
「ふくしまから はじめよう。」からのバトンを渡す、
新スローガンを策定しました。
「はじめる」から「かなえる」へ。
ひとりひとりの力を重ね、それぞれの想いを繋ぎ、
ともに、ひとつずつ、しっかりと、カタチにし続けていこ
うと。

新スローガン「ひとつ、ひとつ、実現する ふくしま」は、
復興に向けて歩んできた「これまで」と、
新しい未来に繋げていく「これから」と、 
県民のみなさんひとりひとりの「今」を重ねたメッセージ
です。
ロゴデザインは、さまざまな人々が集まって作る「実現」
を、
豊かで多様な色と形の集積で形成しています。

令和３年３月12日～ひとつ、ひとつ、実現するふくしま
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第２章 第２期復興計画の性格

第１章 はじめに

第２期福島県復興計画の概要

【計画策定の趣旨と福島復興全ての前提】

◼ これまで福島県では、平成２３年８月に策定した復興ビジョン及び復興計画（1次～３
次）に基づき、復興・再生に取り組んできました。着実に成果が表れてきた一方で、復興
の進展に伴い新たな課題が顕在化するなど、いまだ深刻で複雑な課題が山積しています。
令和３年度以降も福島県の復興・創生を切れ目なく着実に進めていくことを目指し、第２
期復興計画を策定します。

◼ 第２期復興計画の策定に当たっては、国が策定する福島復興再生基本方針及び福島復興再
生特別措置法の規定に基づき県が作成する福島復興再生計画との整合性を図ります。また、
復興の前提である県内原子力発電所の廃炉及び汚染水対策が安全かつ着実に行われるよう、
県としてあらゆる機会を捉えて国に強く求めていきます。

【復興の進捗状況・主な復興の成果と課題】

現行計画（第３次）の重点プロジェクトごとに取組の「成果」と「課題」を整理するとと
もに、令和元年東日本台風等や新型コロナウイルス感染症が及ぼす復興への影響、SDGｓ
やデジタル変革（DX）などの新たな視点を踏まえ、必要となる取組を第２期復興計画へ切
れ目なくつなげます。

【基本理念】 … 復興ビジョンで掲げた基本理念を継承

（１）原子力に依存しない、安全・安心で持続的に発展可能な社会づくり
（２）ふくしまを愛し、心を寄せるすべての人々の力を結集した復興
（３）誇りあるふるさと再生の実現

【基本目標】 … 「避難地域等の復興」に社会を構成する３要素の視点を加えて設定

（１）避難地域等の着実な復興・再生
（２）未来を担う人材の育成・人とのつながりの醸成
（３）安全・安心に暮らせる地域社会づくりの実現
（４）持続可能で魅力的なしごとづくりの推進

【計画の位置づけ・期間等】

⚫ 復興に向けて必要となる県の取組を総合的に示す計画です。新たな総合計画の実行計画
（アクションプラン）として、ふくしま創生総合戦略と両輪で本県の復興・創生を推進し
ます。

⚫ 計画期間は令和３年度から令和12年度までの10年間です。計画策定後も毎年度の点検や
外部有識者の評価を受けながら適切な進行管理を行うとともに、復興の進捗や社会情勢の
変化等を踏まえ柔軟に内容の見直しを行っていきます。

【避難地域等の復興】
【ひと】

【暮らし】
【しごと】
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第３章 復興へ向けた重点プロジェクト

第５章 付属資料

第４章 復興の実現に向けて

２ 人・きずなづくり
プロジェクト

[目指す姿]

子育て環境の整備に取り組
むとともに、復興を担う人材
の育成を図ります。さらに、
県内外に避難している方々や
ふくしまを応援する方々との
きずなを深め、「未来を担う
人材の育成・人とのつながり
の醸成」を目指します。

[取組の方向性]

○ 日本一安心して子どもを生
み、育てやすい環境づくり

○ 復興を担う心豊かなたくま
しい人づくり

○ 産業復興を担う人づくり

○ ふくしまをつなぐ、きずな
づくり

３ 安全・安心な
暮らしプロジェクト

[目指す姿]

生活環境の充実と被災者支
援の推進を図ります。さらに、
環境の回復に向けた取組に加
え、防災力の高いまちづくり
などを通して、「安全・安心
に暮らせる地域社会づくりの
実現」を目指します。

[取組の方向性]

○ 安全・安心に暮らせる生活
環境の整備

○ 帰還に向けた取組・支援、
避難者支援の推進

○ 環境回復に向けた取組

○ 心身の健康を守る取組

○ 復興を加速するまちづくり

○ 防災・災害対策の推進

４ 産業推進・なりわい
再生プロジェクト

[目指す姿]

県内全域で失われた各産業
の復興に向け、販路開拓や人
材確保に向けた支援の充実を
図ります。さらに、新たな産
業の創出などによる国際競争
力の強化に加え、農林水産業
及び観光業の振興を図ること
で、「持続可能で魅力的なし
ごとづくりの推進」を目指し
ます。

[取組の方向性]

○ 中小企業等の振興

○ 新たな産業の創出・国際競
争力の強化

○ 農林水産業の振興

○ 観光業の振興

（１）復興の着実な推進・・・・・・・・新生ふくしま復興推進本部会議の下、全庁で取組を推進
（２）復興財源の確保・・・・・・・・・国に対し財源の確保を強く求めていく
（３）関係市町村との連携強化・・・・・復興のステージの違いを踏まえ連携強化を図る
（４）地域住民等との協働・・・・・・・多様な主体との協働を通し良好な地域社会を形成
（５）民間企業等の協力と連携・・・・・本県に思いを寄せる方々との連携を強化し復興を加速化
（６）復興に係る各種制度の活用・・・・各種制度の活用により復興を着実に推進
（７）震災を踏まえた対応・体制等・・・復興に向け新たな法制度や組織体制を整備

• 第１期復興計画策定の趣旨・策定までの経過
• 福島県における震災以降の主なできごと
• “新生ふくしま”2020年に向けて、SDGｓ（持続可能な開発目標）との関係

第１期復興計画（第３次）に記載されている１０の重点プロジェクトについて、「避難地
域等の復興・再生」、「ひと」、「暮らし」、「しごと」の視点から、４の重点プロジェク
トに必要となる取組を取りこぼすことなく再編しています。各重点プロジェクトに記載され
た取組を重点的かつ着実に進めることで、基本目標の実現を目指します。

１ 避難地域等復興加速化プロジェクト
[目指す姿]  安全・安心に生活できるまちづくりを進め、産業・なりわい

の復興・再生を加速させます。さらに、魅力あふれる地域の創
造を通して「避難地域等の着実な復興・再生」を目指します。

[取組の方向性] ○ 安心して暮らせる
 まちの復興・再生

○ 産業・なりわい 
の復興・再生

○ 魅力あふれる
地域の創造
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第２期福島県復興計画別冊について

本冊子は、令和３年３月２９日に策定した「第２期福島県復興計画」の重点プ
ロジェクトの「取組内容」に紐づく、「主要事業」の概要を示すものです。頻
発・激甚化する自然災害からの復旧等にも適切に取り組みながら、復興を切れ目
なく着実に進めるための「主要事業」になります。

復興へ向けた重点プロジェクト

福島県復興計画（第３次）
１０の重点プロジェクト

第２期福島県復興計画
４の重点プロジェクト

１ 避難地域等復興加速化プロジェクト

４ 産業推進・なりわい再生プロジェクト

第１期復興計画（第３次）に記載されている１０の重点プロジェクトについて、
「避難地域等の復興・再生」、「ひと」、「暮らし」、「しごと」の視点から、
４の重点プロジェクトに再編しました。

各重点プロジェクトに記載された取組を重点的かつ着実に進めることで、基本
目標の実現を目指します。また、ふくしま創生総合戦略との整合性を図り、重点
プロジェクトの取組を進めることで、本県の「復興・再生」と「地方創生」を両
輪で推進していきます。 

 　　4



Ⅱ 重点プロジェクトの取組内容
及び主要事業一覧
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取組の方向性

１ 安心して暮らせるまちの復興･再生

避難指示が解除された地域における生活環境を充実させるとともに、更なる避難指示の解除
に向けて取り組みます。あわせて、地域間を結ぶ主要道路の整備や公共交通ネットワークの構
築を通して広域での連携を推進し、それぞれの地域における復興の拠点を核としたまちづくり
を進めます。
また、医療・福祉サービス提供体制の強化に向け、医師や

看護師、介護人材等の確保とあわせて、長期にわたる県民の
健康の確保体制及び地域包括ケアシステムの整備に取り組み
ます。

さらに、被災した児童・生徒への支援に向け、学校施設等
の復旧・整備を進めるとともに、十分な教員の確保に取り組
みます。あわせて、経済的な支援制度を確立することで、児
童・生徒が安心して学習できる教育環境の整備を行います。

２ 産業・なりわいの復興・再生

被災者が事業を再開することを支援するとともに、被災地の復興を促進するような起業・
創業の支援や、企業誘致に取り組みます。あわせて、安定的な人材の確保や人材育成、入社
後の定着に向けた支援を行うとともに、各企業に対しての経営支援等を通じて、復興に取り
組んでいきます。
また、農林水産業の復興・再生に向け農業・林業・漁業、そ

れぞれにおいて生産基盤の復旧から生産の再開、地域の特色を
生かした経営の展開に係る一連の取組を支援します。あわせ
て、新たな生産方式等の導入や新規の担い手の確保に取り組む
とともに、鳥獣による被害への対策を推進します。

さらに、放射性物質検査体制等の確保と県産品の魅力の発信
により風評の払拭と新たな販路の開拓に取り組みます。

１ 避難地域等復興加速化プロジェクト

３ 魅力あふれる地域の創造

福島イノベーション・コースト構想の実現に向けた取組を進めます。県内他地域とも連携し

ながら、地元の幅広い事業者の参画を促進するとともに、構想を支える人材の育成を行うほか、
廃炉やロボット・ドローンなどの重点分野の産業集積に取り組みます。

また、未来を担う人材の育成に向け、先進的教育・先端技術教育に取り組むとともに、大学

等との地域連携を通して教育研究活動を促進します。

F-REIの設置効果の県内全域への波及に向け、取組を進めてま
いります。

そのほか、地域の交流の促進に向け、Ｊヴィレッジや東日本
大震災・原子力災害伝承館などの施設の利活用を促進するとと
もに、ホープツーリズムの促進、関係人口・交流人口の拡大、
移住・定住の促進に取り組みます。加えて、環境先進地域を目
指し、脱炭素まちづくりを推進します。

さらに、令和５年４月、創造的復興の中核拠点として福島国際研究教育機構（F-REI）が設立
されました。F-REIは、研究開発や人材育成等を通じて福島イノベーション・コースト構想を

更に発展させる拠点となるものであり、県としても、関係機関や地域との連携を深めながら、
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避難解除区域の居住人口 避難者数
本県の震災・原発事故からの復興・再
生が進んでいると回答した県民の割
合（意識調査）

県は、原子力災害の被災地域の復
興・再生に向けて、十分な取組を行っ
ていると回答した県民の割合（意識
調査）

日頃、放射線の影響が気になると回
答した県民の割合（意識調査）

避難指示区域の面積
ふくしま復興再生道路8路線29工区
の整備完了率

早期に対策を講ずべき橋梁・トンネル
の修繕措置率

市街地内の都市計画道路（幹線道路）
の整備延長

七つの地域の主要都市間の平均所要
時間

３０分以内にインターチェンジにアク
セスできる市町村数

乗合バスの年間利用者数（千人/年）

避難地域１２市町村における医療機
関の再開状況（病院、診療所、歯科診
療所）

救急車の双葉郡内医療機関への搬送
率

医療施設従事医師数（全県・相双医療
圏）

就業看護職員数（全県・相双医療圏）

介護職員数 献血目標達成率 認知症サポーター数 市町村地域福祉計画策定率

認定看護師（感染管理）数 健康寿命（男性・女性）
メタボリックシンドローム該当者及び
予備群の割合（特定健康診査受診者）

80歳で自分の歯を20歯以上有する
者の割合

6歳で永久歯むし歯、12歳でむし歯
のない者の割合

がん検診受診率（胃がん・肺がん・大
腸がん・乳がん・子宮頸がん）

がんの年齢調整死亡率（全がん・男女
計・７５歳未満・人口１０万対）

脳血管疾患年齢調整死亡率（男性・女
性・人口10万対）

心疾患年齢調整死亡率（男性・女性・
人口10万対）

特定健康診査受診者のうち肥満者の
割合（男性・女性）

肥満傾向児出現率の全国平均との比
較（全国＝100）

成人の週１回以上の運動・スポーツ実
施率

被災自治体の特定保健指導実施率 結核罹患率（人口10万対）
感染症法に基づく医療措置協定締結
医療機関（入院）等の確保病床数（流
行初期以降）

感染症法に基づく医療措置協定締結
医療機関（発熱外来）の確保機関数
（流行初期以降）

関連する主な指標 ＜総合計画から抜粋＞

１ 安心して暮らせるまちの復興･再生

２ 産業・なりわいの復興・再生

３  魅力あふれる地域の創造

※各指標の目標値などについては総合計画を参照ください
（網掛けは基本指標、その他は補完指標）。

双葉郡の商工会会員事業所の事業再
開状況

開業率
営農が可能な面積のうち営農再開し
た面積の割合

沿岸漁業生産額

県産農産物価格の回復状況（米・も
も・牛肉）

県産農産物の輸出額 ふくしまＨＡＣＣＰの導入状況 野生鳥獣による農作物の被害額

浜通り地域等の域内総生産（ＧＤＰ）
の伸び率（平成２２年度対比）

浜通り地域等の製造品出荷額等
福島イノベーション・コースト構想の
重点分野における事業化件数

浜通り地域等の工場立地件数

浜通り地域等での起業による事業化
件数

復興知事業で構築したプログラムの
地元小中高生現地参加者数

人材育成事業の対象学科（工業学科・
農林水産業学科・商業学科）の新規高
卒者の県内就職率

廃炉関連産業への参入支援による成
約件数

メードインふくしまロボットの件数 医療機器生産金額 医療機器製造業登録事業者数 観光客入込数

外国人宿泊者数 浜通りの観光客入込数
東日本大震災・原子力災害伝承館の
来館者数

ホープツーリズム催行件数

人口の社会増減 移住者数 移住世帯数 移住ポータルサイトへのアクセス数

都内の移住相談窓口における相談件
数

移住コーディネーターの活動件数 移住者受入団体数 移住を見据えた関係人口創出数

「福島県は外国人にとって暮らしやす
い」と回答した外国人住民の割合（意
識調査）

｢多様性を理解した社会づくりが進ん
でいる｣と回答した県民の割合（意識
調査）

ふくしまファンクラブの会員数
来街者による賑わいが維持できてい
ると回答した商店街の割合

福島県に良いイメージを持っている
人の割合

温室効果ガス排出量（２０１３年度比）
一般廃棄物の排出量（１人１日当た
り）

一般廃棄物のリサイクル率

産業廃棄物の排出量 産業廃棄物の再生利用率

１ 避難地域等復興加速化プロジェクト
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重点プロジェクトの取組に紐づく主要事業一覧  １　避難地域等復興加速化プロジェクト

１ 安心して暮らせるまちの復興･再生

（１）復興拠点を核としたまちづくり

種別 担当課 事業概要
事業費

（単位：千円）
重点 再掲

① 1-1-(1)-①：避難地域の復興拠点づくりの推進

1 避難地域復興拠点推進事業 継続
避難地域復興局
避難地域復興課

　原子力災害からの復興を推進するため、避難地域12市町村の復興計画等に定められ
た復興・再生及び帰還等を推進するための復興拠点づくりを支援する。

225,464 ○ 　

② 1-1-(1)-②：ふるさと帰還後の買い物支援や生活交通の確保

1 復興まちづくり加速支援事業 継続
商工労働部

商業まちづくり課

　避難解除等区域において、帰還した住民の生活安定に必要不可欠な商業施設を整備
し、商業者等に施設を貸与又はその管理運営を委託する市町村に対し、初期段階経費
の一部を補助することで、復興に向けた商業機能の確保を図る。

63,150 ○

2 被災地域生活交通支援事業 継続
生活環境部
生活交通課

　避難地域12市町村の帰還住民が安心して日常生活を送ることができる移動手段を確
保するとともに、避難地域内外の交流に資する地域公共交通ネットワークを構築する。

143,199 ○ ○

③ 1-1-(1)-③：特定復興再生拠点区域等への帰還・移住に向けたインフラの整備

1 公共災害復旧費（再生・復興） 継続
土木部

河川整備課
　東日本大震災により被害を受けた公共土木施設を復旧し、地域の安全安心を確保す
る。

1,128,000 ○

④ 1-1-(1)-④：放射性物質除去・低減に向けた技術開発及び移動抑制対策の推進　　【3-3-(1)ア-③再掲】

1 放射性物質除去・低減技術開発事
業

継続
農林水産部
農業振興課

　原子力災害の被害を受けた本県において、安全・安心な農林水産物を生産するため、
事故により放出された放射性物質の除去・低減等に対応するための技術を開発する。

51,803 ○ ○

2 ふくしま森林再生事業 継続
農林水産部
森林整備課

　放射性物質の影響により、森林整備が停滞し森林の荒廃が懸念されるため、公的主体
による森林整備とその実施に必要な放射性物質対策を行い、森林の有する多面的機能
の発揮を確保する。

3,118,990 ○

3 里山再生事業 継続
農林水産部
森林保全課

　住民が身近に利用してきた日常的に人が立ち入る里山において、住民が安心して利用
できる里山の環境づくりを推進し、住民の安心のために空間線量率等の測定を行う。

34,000 ○

⑤ 1-1-(1)-⑤：避難指示区域及び特定復興再生拠点区域等における森林の整備に向けた取組

1 国に対する要望活動（区域内の森
林の取扱等）

継続
農林水産部
森林計画課

　当該区域に空間線量が比較的高い状態の森林が含まれることから、森林の適正な整
備や放射性物質の拡散防止、災害発生時の対応等について対策を進める。

―

⑥ 1-1-(1)-⑥：企業の呼込みの促進に向けた産業基盤の整備

1 福島ロボットテストフィールドの運
営

継続
商工労働部

次世代産業課

　原子力災害によって産業基盤を失った浜通り地域等の産業復興のため、ロボットの研
究・実証拠点を整備することで、世界に誇れる新技術や新産業を創出し、産業基盤の再
構築を図る。令和７年度よりF-REIに移管し、これまでの機能・成果の継承とともに、研究
開発・産業化・人材育成の機能を付加することで、施設の更なる発展を目指す。

―

⑦ 1-1-(1)-⑦：帰還困難区域における除染・家屋等の解体を含む避難指示解除に向けた取組　　【3-3-(1)ア-①再掲】

1 国に対する要望活動（帰還困難区
域の除染等）

継続

避難地域復興局
避難地域復興課

生活環境部
中間貯蔵・除染

対策課

　特定帰還居住区域については、帰還意向のある全ての住民が早期に帰還できるよう、
国、市町村等と連携しながら、除染や生活環境の整備を進めていくとともに、帰還困難区
域全ての避難指示解除に最後まで責任を持って取り組むよう国に求めていく。

― ○

⑧ 1-1-(1)-⑧：避難指示解除区域における消防施設、汚泥処理施設、火葬場などの早期復旧に向けた支援

1 消防防災施設（設備）災害復旧事
業

継続
危機管理部
消防保安課

　東日本大震災により被災した消防防災施設（設備）の災害復旧を促進する。 ―

（２）広域インフラの充実･広域連携の推進

種別 担当課 事業概要 事業費
（単位：千円）

重点 再掲

① 1-1-(2)-①：「ふくしま復興再生道路」の整備、地域連携道路等の整備　　【3-5-(3)-④再掲】

1 ふくしま復興再生道路整備事業 継続
土木部

道路整備課
　避難解除等区域の復興を周辺地域から支援するため、広域的な物流や地域医療、産
業再生を支える８路線を整備する。

17,009,137 ○

2 直轄道路整備事業 継続
土木部

道路計画課
　災害に強い道路ネットワーク構築を実現するため、本県の基幹的な道路の整備を促進
する。

9,822,000 ○

3 地域連携道路等整備事業 継続
土木部

道路整備課
　浜通りと中通り・会津との東西の広域的なネットワークの強化を図るとともに、災害に強
い道路ネットワーク構築を実現するため、地域連携道路等を整備する。

9,783,408 ○

事業名

事業名
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重点プロジェクトの取組に紐づく主要事業一覧  １　避難地域等復興加速化プロジェクト

種別 担当課 事業概要
事業費

（単位：千円）
重点 再掲事業名

② 1-1-(2)-②：常磐自動車道の４車線化･スマートICの整備　　【3-5-(3)-①再掲】

1 ４車線化整備事業 継続
土木部

高速道路室
　浜通りの復興を支援するため、県土の骨格を形成する６本の連携軸（浜通り軸）として
浜通りを南北に結ぶ常磐自動車道の４車線化を促進する。

―

2 （仮）小高スマートIC整備事業 継続
土木部

高速道路室
　南相馬市における住民帰還の促進、企業の事業再開の加速化や企業誘致の推進、観
光振興による交流人口の拡大に寄与する重要施設として、追加IC整備支援を行う。

―

③ 1-1-(2)-③：避難地域12市町村内における道路の整備

1 原子力災害被災地域道路整備事
業

継続
土木部

道路整備課
　避難地域の復興と帰還や移住の促進に向けた環境整備を改善するため道路改良や歩
道整備をする。

33,085,637 ○

2 復興拠点へのアクセス道路整備事
業

継続
土木部

道路整備課
　避難地域の復興と帰還促進に向けた環境整備として復興拠点へのアクセス道路を整
備する。

6,199,185 ○

④ 1-1-(2)-④：防災・減災対策など安全に安心して暮らせる道路の整備　　【3-5-(3)-⑤再掲】

1 橋梁耐震補強事業 継続
土木部

道路管理課
　災害に強い道路ネットワーク構築を実現するため、橋梁の耐震補強を進め、防災機能
の強化を図る

1,636,066 ○

2 災害防除事業（落石対策等） 継続
土木部

道路管理課
　災害に強い道路ネットワーク構築を実現するため、落石対策等を進め、防災機能の強
化を図る

3,439,200 ○

⑤ 1-1-(2)-⑤：持続可能な地域公共交通ネットワークの構築

1 被災地域生活交通支援事業 継続
生活環境部
生活交通課

　避難地域１２市町村の帰還住民が安心して日常生活を送ることができる移動手段を確
保するとともに、避難地域内外の交流に資する地域公共交通ネットワークを構築する。

143,199 ○

⑥ 1-1-(2)-⑥：帰還状況に応じた二次救急医療体制整備の推進

1 双葉地域二次医療提供体制確保
事業

継続
保健福祉部
地域医療課

　ふたば医療センター附属病院の運営費の支援等により、双葉地域の二次救急医療提
供体制を確保する。

1,665,990 ○

2 ふたば医療センター運営事業 継続
病院局

病院経営課

　二次救急医療をはじめとする双葉地域に必要な医療の確保と、近隣地域の二次・三次
救急医療機関の負担軽減を図るため、ふたば医療センター附属病院を運営するととも
に、消防機関・県立医科大学等と連携して多目的医療用ヘリを運航する。

1,840,893 ○

⑦ 1-1-(2)-⑦：帰還状況に応じたその他広域連携による支援

1 避難地域消防団再編支援事業 継続
危機管理部
消防保安課

　避難地域12市町村では共通課題の整理・情報共有を図る会議を開催するほか、消防
団と関係機関の連携体制の強化・構築に向けた支援を行う。

1,056 ○

2 避難地域鳥獣被害対策事業
一部
新規

生活環境部
自然保護課

　避難地域12市町村においては、イノシシやサル等の野生動物による住宅周りの掘り起
こし等の被害が帰還の阻害要因となっていることから、安全安心な生活環境の整備と地
域コミュニティの再構築に向け、市町村の鳥獣被害対策の円滑な実施を支援する。

204,330 ○

（３）浜通り地域等の医療等の提供体制の確保

種別 担当課 事業概要 事業費
（単位：千円）

重点 再掲

① 1-1-(3)-①：医師の確保と医療機関の機能回復･拡充

1 双葉地域二次医療提供体制確保
事業

継続
保健福祉部
地域医療課

　ふたば医療センター附属病院の運営費の支援等により、双葉地域の二次救急医療提
供体制を確保する。

1,665,990 ○ ○

2 避難地域等医療復興事業 継続
保健福祉部
地域医療課

　避難地域の医療提供体制の再構築のため、双葉地域の中核的役割を担う新病院の整
備を進めるとともに、「避難地域等医療復興計画」に基づき、医療機関の再開・継続の支
援等を行う。

3,254,068 ○

3 双葉地域における中核的病院整備
事業

継続
病院局

病院経営課

　双葉地域の医療提供体制の再構築に中心的役割を担う新病院を整備するもの。令和
７年度は、新施設の建築設計（基本・実施設計）や測量調査を行うとともに、開院に向け
た運営計画・医療機器整備計画等の作成支援業務、大野病院解体工事を行う。

881,087 ○

②

1 社会福祉施設等災害復旧事業 継続
保健福祉部

障がい福祉課
　原発事故による避難の長期化により事業再開ができない社会福祉施設が、復旧に着
手できる時点で補助金が適用できるよう、財政支援を国へ継続して要望していく。

―

③ 1-1-(3)-③：医療・介護・介護予防・住まい及び自立した日常生活の支援が包括的に提供される地域包括ケアシステムの深化・推進

1 地域包括ケアシステム構築支援事
業

一部
新規

保健福祉部
健康づくり推進課

　高齢者が可能な限り、地域でその有する能力に応じて自立した日常生活を営むことが
できるように、市町村が地域の特性に応じた地域包括ケアシステムを構築できるよう支
援する。

112,193 ○ ○

事業名

1-1-(3)-②：福祉施設等の復旧
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重点プロジェクトの取組に紐づく主要事業一覧  １　避難地域等復興加速化プロジェクト

種別 担当課 事業概要
事業費

（単位：千円）
重点 再掲事業名

④ 1-1-(3)-④：人材の着実な確保・育成・定着及び施設・設備の整備の推進など、保健・医療・福祉・介護等のサービスの提供体制の強化　　【3-4-(2)-①再掲】

1
高齢者見守り等ネットワークづくり
支援事業

継続
保健福祉部
高齢福祉課

　避難指示解除区域内において、高齢者等が安心して健康に暮らせるよう、総合相談、
地域交流サロン、デイサービス等の介護支援サービスを提供する高齢者等サポート拠点
の設置・運営について支援する。

161,513 ○

2 避難地域等医療復興事業 継続
保健福祉部
地域医療課

　避難地域の医療提供体制の再構築のため、双葉地域の中核的役割を担う新病院の整
備を進めるとともに、「避難地域等医療復興計画」に基づき、医療機関の再開・継続の支
援等を行う。

3,254,068 ○ ○

3 地域共生社会構築支援事業 継続
保健福祉部
社会福祉課

　誰もが生き生きと暮らせる地域共生社会の実現に向けた地域づくり強化のため、市町
村支援及び人材育成に取り組む。

6,962 ○ ○

4 介護のしごと魅力発信事業
一部
新規

保健福祉部
社会福祉課

　親子介護イベント、高校生等を対象としたSNS等による介護の仕事の映像発信や出前
授業を実施し、若年層に介護の仕事の魅力を伝えるとともに、スマートフォンにより介護
施設等の情報にアクセスし相互にコミュニケーションが図れるマッチングサイトを制作し
女性や若年層の介護職への就職を後押しする。

61,690 ○ ○

5 地域医療情報ネットワーク活用強
化支援事業

一部
新規

保健福祉部
地域医療課

　病院・診療所・薬局・介護施設などの間の医療福祉情報の連携を維持・強化するため、
地域医療情報ネットワーク（キビタン健康ネット）の認知理解度強化の取組を支援すると
ともに、キビタン健康ネットにて診療情報提供を行う医療機関の機器更新費用を支援す
る。

18,000 ○ ○

6 福祉・介護人材プロジェクト（イメー
ジアップ事業）

継続
保健福祉部
社会福祉課

　福祉・介護の職場見学会を実施するとともに、人材育成等に取り組む介護事業者を認
証評価することなどにより、福祉・介護のイメージアップを図る。

20,861 ○ ○

7 福祉・介護人材プロジェクト（マッチ
ング事業）

継続
保健福祉部
社会福祉課

　福祉・介護の合同就職説明会やハローワークでの出前相談等を実施することにより、
介護事業者と求職者のマッチングを図る。

45,578 ○ ○

8
福祉・介護人材プロジェクト（人材
確保事業）

継続
保健福祉部
社会福祉課

　介護に関する入門的研修や県立高校普通科における特色のあるコース制導入校の生
徒に対する介護の出前講座等を実施することにより、福祉・介護人材の確保を図る。

25,556 ○ ○

9 福祉・介護人材プロジェクト（外国
人人材確保）

継続
保健福祉部
社会福祉課

　外国人介護留学生に対する奨学金支給や外国人介護人材とのコミュニケーション促進
等に取り組む事業者への補助を行うとともに、外国人介護人材や受入れ施設職員等を
対象とした研修会等を実施するなど、受入れ環境を整備することにより、外国人介護人
材の確保を図る。

38,331 ○ ○

10 福祉・介護人材プロジェクト（人材
育成事業）

継続
保健福祉部
社会福祉課

　市町村等が実施する介護職員初任者及び実務者研修への補助、学生を対象とした介
護職員初任者研修、新任介護職員を対象とした介護技術の向上を図る研修等を実施す
ることにより、福祉・介護人材の育成を図る。

51,696 ○ ○

11 福祉・介護人材プロジェクト（人材
定着事業）

継続
保健福祉部
社会福祉課

　新任職員を知事が激励する「福祉・介護職員のつどい」や優秀な職員や労働環境改善
の優れた取組を実施している施設を表彰する「キラリふくしま介護賞」を実施することによ
り、福祉・介護人材の定着を図る。

11,937 ○ ○

12 広域的支援事業 継続
保健福祉部

障がい福祉課
　市町村域を超えて広域的な支援を行い、障がい者等が自立した日常生活又は社会生
活を営むことができるよう、相談支援体制の整備や地域生活移行に向けた支援を行う。

2,266 ○

13 感染症専門人材養成等事業 継続
保健福祉部

医療人材対策室

　感染症に関する専門人材である感染管理認定看護師の養成・確保及び感染管理の支
援強化に向け、資格取得に要する経費等の補助を医療機関等に行うとともに、県内での
養成課程の円滑な運営に向けた取組を進めるなど、県内全体の感染管理の底上げを図
る。

46,829 ○ ○

14 専門医養成支援事業 継続
保健福祉部

医療人材対策室

　修学資金被貸与医師等若手医師のキャリア形成と地域医療従事の両立を図るため、
特に医師少数区域での需要が今後高まる「総合診療医」の養成を支援するとともに、専
門医志向の高い若手医師のキャリア形成環境を拡大するため、専門研修施設の新設及
び専門研修プログラムの策定を促進することにより、地域医療提供体制の充実を図る。

42,158 ○ ○

15 日常生活自立支援事業 継続
保健福祉部
社会福祉課

　認知症高齢者や知的・精神障がい等により判断能力が低下し、日常生活を営むのに支
障がある者に対し、金銭管理などの援助を行い自立を支援する。

71,766 ○ ○

16 被災地介護サービス提供体制再構
築支援事業

継続
保健福祉部
社会福祉課
高齢福祉課

　被災地で介護職員として就労を希望する者に対する就職準備金の貸与や就職支援金
の交付等を実施するとともに、介護施設等の運営費等を支援することで、被災地の介護
人材の確保や介護施設等の経営体力の維持を図る。

215,732 ○ ○

17 医師確保修学資金貸与事業 継続
保健福祉部

医療人材対策室

　 福島県立医科大学等に在学する県内外の医学部生であって、県が指定する公的医療
機関等での勤務に従事しようとする者に対し、修学に必要な資金を貸与することにより県
内への定着を図る。

832,254 ○ ○

18 地域医療支援センター運営事業 継続
保健福祉部

医療人材対策室

　医師確保に必要な病院の支援、医師のキャリア形成支援等を一体的に行い、県内の
医師確保や地域偏在を解消するため、福島県立医科大学内に「福島県地域医療支援セ
ンター」を設置・運営する。

89,998 ○ ○

19 ふくしま医療人材確保事業 継続
保健福祉部

医療人材対策室
　東日本大震災で離職した医療従事者の流出防止を図り、県内の医療提供体制の回復
及び復興に繋げるため、事業を実施する医療機関等に対し、必要な経費を補助する。

1,618,283 ○ ○

20 復興を担う看護職人材育成支援事
業

継続
保健福祉部

医療人材対策室
　復興を担う看護職の人材育成を支援するため、進学・就職活動及びキャリアアップを支
援する。また、浜通りの医療機関が看護職員確保に取り組む際の経費を補助する。

226,639 ○ ○

21 在宅ケア推進事業
一部
新規

保健福祉部
医療人材対策室

　がん看護や訪問看護に関する研修を実施するとともに、看護師特定行為研修の実施
体制維持･強化、制度周知、受講経費の補助による受講推進を図る。また、訪問看護提
供体制の強化を図る。

67,018 ○ ○
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種別 担当課 事業概要
事業費

（単位：千円）
重点 再掲事業名

22 医療従事者修学資金貸与事業 継続
保健福祉部

医療人材対策室

　看護職及び理学療法士、作業療法士、診療放射線技師、歯科衛生士、臨床検査技師
の確保と定着促進を図るため、養成施設の在学者で卒業後に県内の施設で業務に従事
しようとする者に対し、修学資金を貸与する。

311,560 ○ ○

23 “医療の仕事”魅力発信事業
一部
新規

保健福祉部
医療人材対策室

　県内出身の将来世代の医療人材を安定的かつ着実に増加させるため、医療職種の魅
力を伝える機会を創出する。

2,155 ○ ○

24 ナースセンター事業 継続
保健福祉部

医療人材対策室
　医療機関等の看護職員の確保及び在宅医療の推進を図るため、看護職の資格をもっ
た未就業者の就業促進及び看護師の潜在化防止を図る。

54,637 ○ ○

25 病院内保育所運営費補助事業 継続
保健福祉部

医療人材対策室
　病院職員の離職防止及び未就業看護職員等の再就業の促進を図るため、医療機関が
行う院内保育事業に要する運営費の一部を補助する。

99,424 ○ ○

26 看護職員離職防止・復職支援事業 継続
保健福祉部

医療人材対策室

　看護職員の離職防止や復職を支援するとともに、看護職員の定着に向けた職場の環
境づくり等を支援することにより、県内医療機関等の看護職員の安定的確保を図るほ
か、非常時における応援看護師を確保するため、潜在看護師等への再就業支援等を強
化する。

55,725 ○ ○

27 地域包括ケアシステム構築支援事
業

一部
新規

保健福祉部
健康づくり推進課

　高齢者が可能な限り、地域でその有する能力に応じて自立した日常生活を営むことが
できるように、市町村が地域の特性に応じた地域包括ケアシステムを構築できるよう支
援する。

112,193 ○ ○

28 地域医療介護総合確保事業（病床
の機能分化・連携）

継続
保健福祉部
地域医療課

　地域の不足する医療機能を確保するため、医療機関における病床機能の転換等に必
要な施設・設備を整備するなど、医療機関相互の役割分担・連携を推進する。

1,097,359 ○ ○

29 地域医療介護総合確保事業（在宅
医療の推進）

継続
保健福祉部
地域医療課

　在宅医療に関する取り組みや必要な設備整備を支援するとともに、病院、医科・歯科診
療所、訪問看護ステーション、介護施設等の連携を促進するなど、在宅医療体制の構築
を推進する。

202,551 ○ ○

30 地域医療介護総合確保事業（医療
従事者の確保・養成）

継続
保健福祉部
地域医療課

　医療従事者の負担軽減や復職の支援に取り組むとともに、職務環境の改善を図るな
ど、医療従事者の確保・養成を推進する。

104,621 ○ ○

31 看護教員・実習指導者養成講習会 継続
保健福祉部

医療人材対策室
　県内の看護師等養成所の実習施設において専任教員や指導に携わる実習指導者を
対象として、必要な知識や技術を修得させるための講習会を開催する。

13,630 ○ ○

32 看護師等養成所運営費補助事業 継続
保健福祉部

医療人材対策室
　看護職員を養成・確保するため、保健師助産師看護師法に基づく指定を受けた看護師
等養成所の運営に要する経費の一部を補助する。

266,096 ○ ○

33 看護教育体制強化支援事業 継続
保健福祉部

医療人材対策室
　高度化する医療に対応できる臨床実践能力の高い看護職を養成するため、実習教員
の配置や研究活動に係る費用を支援することで、看護基礎教育の充実を図る。

32,454 ○ ○

34 地域医療介護総合確保事業（介護
人材の確保）

継続
保健福祉部
社会福祉課

　介護人材の確保・資質の向上を図るため、介護人材のすそ野の拡大や介護職員等の
キャリアアップ等を支援する。

106,018 　 ○

35 認知症疾患医療センター運営事業 継続
保健福祉部
高齢福祉課

　認知症の人が安心して地域で暮らすことができるよう、認知症疾患に関する鑑別診断、
急性期治療、専門医療相談等を実施するとともに、保健医療・介護関係者との地域連携
を行う「認知症疾患医療センター」を運営する。

53,557 ○ ○

36 がん患者支援事業 継続
保健福祉部
地域医療課

　がん患者一人ひとりの希望をかなえるため、補整具購入者や妊よう性温存治療を行う
者への支援、在宅サービス利用料の一部助成を実施する市町村に対し補助を行うととも
に、がん・生殖医療ネットワーク体制を構築し、がんに関する正しい知識の普及・啓発を
行う。

28,466 ○

37 感染症危機管理体制強化事業 継続
保健福祉部

感染症対策課

　国民の生命及び健康に重大な影響を与えるおそれがある新興感染症等の発生・まん
延に平時から備えるため、医療提供体制の整備に取り組むとともに、関係機関との連携
体制の構築並びに衛生研究所等の検査体制や保健所体制の強化を図る。

189,764 ○ ○

⑤ 1-1-(3)-⑤：長期にわたる県民健康調査を通した健康の保持・増進　　【3-4-(1)-②再掲】

1 県民健康調査事業 継続
保健福祉部

県民健康調査課
　県民の健康状態を把握し、疾病の予防、早期発見、早期治療につなげ、もって、将来に
わたる県民健康の維持、増進を図ることを目的に県民健康調査等を実施する。

3,613,468 ○ ○

2 県民健康調査支援事業 継続
保健福祉部

県民健康調査課

　住民自らが放射線量を把握し、放射線による健康影響に係る理解促進を図ることを目
的として、線量計の整備等を行う市町村に対して補助する。また、甲状腺検査の県内実
施医療機関数を維持、増加させるため、検査を担う医療機関に対して甲状腺検査機器を
購入する際の費用を補助する。

87,098 ○ ○

⑥ 1-1-(3)-⑥：県民の健康確保のための疾病予防・早期発見・早期治療の推進　　【3-4-(1)-④再掲】

1 たばこの健康影響対策事業
一部
新規

保健福祉部
健康づくり推進課

　がんや循環器疾患など様々な生活習慣病のリスク因子となるたばこについて、県民の
健康寿命の延伸に寄与することを目的に、幅広い世代への啓発活動や喫煙をやめたい
方への禁煙支援等、喫煙対策と受動喫煙対策を推進する。

14,637 ○ ○

2 健康長寿ふくしま推進事業 継続
保健福祉部

健康づくり推進課

　健康長寿県の実現に向け、健康づくりに取り組む県民へのインセンティブの付与や各
市町村・医療保険者等が持つ医療等データの分析と見える化を行いながら、健康づくり
の普及啓発と健康経営の推進や地域・職域における効果的な保健事業の実施に向けた
支援を実施する。

209,160 ○ ○
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3 ふくしま脱メタボプロジェクト事業
一部
新規

保健福祉部
健康づくり推進課

　県民の健康指標改善のため、ふくしま健民アプリを活用したバーチャルウォーキング大
会の実施や公共交通機関の利用を促し、適切な生活習慣への行動変容を促す。また、
特定給食施設を有する大規模事業所や市町村を対象に、民間企業のノウハウを活用
し、栄養と運動との両面から健康づくりへの取組を支援する。

176,351 ○ ○

4 がん対策推進事業
一部
新規

保健福祉部
健康づくり推進課

　がんの予防と早期発見のため、がんに対する知識の普及やがん検診の受診率の向上
を目指し、利用しやすく質の高いがん検診実施体制整備と県民相互の検診受診勧奨活
動等を実施する。

25,380 ○ ○

5 歯科保健総合対策事業
一部
新規

保健福祉部
健康づくり推進課

　口腔の健康は、全身の健康に深く関わることから、全てのライフステージで健康な歯と
口の健康を保つため、口腔保健支援センターを中心に生涯にわたる歯・口腔の健康づく
りを推進する。

8,421 ○ ○

6 健康長寿ふくしま推進体制等強化
事業

継続
保健福祉部

健康づくり推進課

　第三次健康ふくしま21計画の基本理念である「誰もがすこやかにいきいきと活躍できる
笑顔あふれる健康長寿ふくしまの実現」に向けた施策を強く推進するため、知事をトップ
とした関係団体代表者で構成する健康長寿ふくしま会議推進体制の下、健康づくり事業
推進のための体制強化を図る。

7,689 ○ ○

7 歩いて走って健康づくり支援事業 継続
土木部

道路整備課

　既存の道路を利用し、観光周遊のために設定されたサイクリングコースについて、自転
車の活用による地域活性化を目指したサイクルツーリズムを推進するため、路面表示や
案内標識の整備による自転車走行環境づくりを実施する。

143,186 ○

（４）教育環境の整備

種別 担当課 事業概要 事業費
（単位：千円）

重点 再掲

① 1-1-(4)-①：特別支援学校の整備など、被災した子どもたちの教育環境の整備

1 特別支援学校整備事業 継続
教育庁

施設財産室

　特別支援学校への入学を希望する児童生徒の増加による教室不足の解消、及び遠距
離からの通学による児童生徒の負担軽減を図るため、安達及び南会津の各地区に特別
支援学校を整備する。

1,778,946 ○

② 1-1-(4)-②：被災した子どもたちの就学環境等を確保するための経済的支援

1 私立学校被災児童生徒等就学支
援事業

継続
総務部

私学・法人課
　東日本大震災により被災した児童生徒等の就学を支援するため、授業料等減免措置
を行った私立学校に対して、減免相当額を補助する。

21,102 ○

2 被災児童生徒等就学支援事業 継続
教育庁

義務教育課
　被災した児童生徒が経済的理由により就学困難となった場合に、学用品費等の援助を
実施した市町村に対し補助を行う。

228,484 ○ ○

3 高校・大学等奨学資金貸付金 継続
教育庁

高校教育課
　能力があるにもかかわらず、経済的理由から修学困難と認められる高校・専修学校（高
等課程）、大学・高専等に在学する者に対して修学資金を貸与する。

305,005 ○ ○

③ 1-1-(4)-③：被災児童・生徒の受け入れ学校の教員の増員

1 復旧・復興の基盤づくりのための教
員配置

継続
教育庁

義務教育課
高校教育課

　東日本大震災により被災した児童生徒に対する学習支援や心のケアのため、教員を加
配し、復興推進に期する。

3,052,391 　 　

④ 1-1-(4)-④：被災した学校施設等の復旧　　【2-2-⑦再掲】

1 福島県私学振興会貸付金 継続
総務部

私学・法人課

　私立学校の校舎等の整備促進や教育条件の向上を図るとともに、東日本大震災等に
より被災した私立学校の災害復旧を支援し、その整備事業の実施に伴う負担を軽減す
る。

271,057 ○

２ 産業・なりわいの復興・再生

（１）商工業の復興・再生

種別 担当課 事業概要 事業費
（単位：千円）

重点 再掲

① 1-2-(1)-①：被災事業者がふるさとに帰還する際の事業再建支援

1 福島県事業再開・帰還促進事業交
付金事業

継続
避難地域復興局
避難地域復興課

原子力損害対策課

　住民や事業者が帰還を決断しやすい環境を整備するため、特定復興再生拠点区域を
有する市町村等が各々の事情を踏まえて実施する需要を喚起する取組（プレミアム付商
品券の発行事業、商工会等が連携して実施する集客効果を高めるためのイベント事業）
に対し、交付金を交付する。

158,150 ○

2 中小企業等復旧・復興支援事業 継続
商工労働部
企業立地課

　東日本大震災及び原子力災害により被害を受けた中小企業者の県内での事業再開を
支援（県内中小企業者、商工会、中小企業団体が空き工場、空き店舗等を利用し、県内
での事業再開を行う際に、建物・設備等を借り上げる費用等の一部を補助）する。

79,885

3 原子力災害被災事業者事業再開
等支援事業

継続
商工労働部
経営金融課

　避難地域12市町村で被災した中小企業・小規模事業者に対して、事業再開等に要する
費用の一部を補助することにより、事業・生業の再建に向けた取組を促進する。

666,188 ○ ○

4 中小事業者経営継続支援事業 継続
商工労働部
経営金融課

　中小企業・小規模事業者の身近な存在である金融機関や商工団体等の支援機関が連
携し、経営改善に向けた支援や支援の実効性向上に向けた伴走支援を実施し、事業者
の事業継続を図る。

44,921 ○

5 避難地域商工会等機能強化支援
事業

新規
商工労働部
経営金融課

　商工会館が被災した避難地域の商工会に対して、商工会館施設及び設備の復旧整備
に要する経費の一部補助を行う。

50,000 ○

事業名

事業名

 　　12
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種別 担当課 事業概要
事業費

（単位：千円）
重点 再掲事業名

② 1-2-(1)-②：官民合同チームによる事業者等への戸別訪問･相談支援を通じた事業再開支援の拡充（ハンズオン支援）

1
原子力災害被災事業者事業再開
等支援事業

継続
商工労働部
経営金融課

　避難地域12市町村で被災した中小企業・小規模事業者に対して、事業再開等に要する
費用の一部を補助することにより、事業・生業の再建に向けた取組を促進する。

666,188 ○ ○

2 中小事業者経営継続支援事業 継続
商工労働部
経営金融課

　中小企業・小規模事業者の身近な存在である金融機関や商工団体等の支援機関が連
携し、経営改善に向けた支援や支援の実効性向上に向けた伴走支援を実施し、事業者
の事業継続を図る。

44,921 ○ ○

③ 1-2-(1)-③：地域活力向上・帰還促進に向けた創業支援

1 地域復興実用化開発等促進事業 継続
商工労働部
産業振興課

　福島イノベーション・コースト構想の重点分野について、地元企業等又は地元企業等と
の連携による地域振興に資する実用化開発等の費用を補助する。
　また、実用化開発プロジェクト等における各種課題の抽出・解決を図り、事業化に向け
た伴走支援を行う。

4,683,582 ○ ○

2 廃炉関連産業集積基盤構築事業 継続
商工労働部
産業振興課

　福島イノベーション・コースト構想の重点分野である廃炉関連産業の集積を図るため、
地元企業の参入を促進する廃炉関連産業マッチングサポート事務局の運営や元請企業
とのマッチング等を行う。

100,801 ○ 〇

3 原子力災害被災地域創業等支援
事業

継続
商工労働部
経営金融課

　避難地域12市町村において、民間団体等が行う新規創業や事業展開等に要する費用
の一部を補助することにより、働く場・買い物をする場などまち機能の早期回復を図る。

621,919 ○

④ 1-2-(1)-④：商工会などの経営指導員等を通じた事業者支援

1 小規模事業経営支援事業費補助
金

継続
商工労働部
経営金融課

地域の総合経済団体である商工会等の指導体制の充実・強化及び小規模事業者の経
営の改善・発達並びに地域経済の振興を図るため、商工会等が行う経営改善普及事業
等に対して補助をする。

2,556,204 ○

⑤ 1-2-(1)-⑤：震災復興に向けた人材の育成・確保、被災者の安定的な雇用確保

1 復興雇用支援事業 継続
商工労働部
雇用労政課

　被災求職者の次の雇用までの一時的な雇用の場を確保し、生活の安定を図るととも
に、本県産業の本格的な復興を目指し、産業施策と一体となって被災求職者の雇入経
費を助成することにより、安定的な雇用を支援する。

1,622,593 ○ ○

2 ふくしまで働こう！就職応援事業 継続
商工労働部
雇用労政課

　　県内外に就職相談窓口を設置することにより、県内産業における人材の確保・定着を
促すとともに、避難者・被災求職者の県内帰還・自立促進を図る。

197,679 ○

⑥ 1-2-(1)-⑥：新たな産業（企業）の戦略的な誘致

1 エネルギー・環境・リサイクル関連
産業推進事業

継続
商工労働部

次世代産業課

　福島イノベーション・コースト構想の重点分野である「エネルギー・環境・リサイクル」分
野について、ネットワークの構築から、新規参入、事業化、販路拡大まで一体的・総合的
に支援し、浜通り地域等におけるエネルギー・環境・リサイクル関連産業の育成・集積を
図る。

34,135 ○ ○

2 福島イノベーション・コースト構想産
業集積推進事業

継続
商工労働部
企業立地課

　福島イノベーション・コースト構想実現に向けた産業集積を推進するため、工場用地動
画のHP掲載等による PR や企業誘致セミナーを開催するとともに、現地視察ツアーの開
催など企業立地に関するコーディネート業務を実施し、企業誘致を推進する。

33,960 ○ ○

（２）農林水産業の復興・再生

種別 担当課 事業概要
事業費

（単位：千円）
重点 再掲

① 1-2-(2)-①：官民合同チームによる農業者への戸別訪問等を通じた営農再開の支援

1 福島県産農産物等販路拡大タイ
アップ事業

継続
農林水産部

農産物流通課

　営農再開が進む中で、避難地域等では生産される農産物の販路の確保等の支援が必
要となっている。そこで、専門家等による農業者へのコンサルティングにより、農産物等
の販路開拓等を支援する。

74,685 ○

② 1-2-(2)-②：森林・林業の再生と特用林産物の生産再開・継続の支援

2 治山事業(復興創生) 継続
農林水産部
森林保全課

津波により大きな被害を受けた海岸防災林について、多重防御の一環として十分な林帯
幅の確保と盛土及び植栽等により津波防災機能を強化した復旧・整備を図る。

1,153,600 ○ ○

③ 1-2-(2)-③：水産業の再生と漁業生産の着実な回復の推進

1 福島県産水産物競争力強化支援
事業

継続
農林水産部

水産課

　本県水産物への風評を払拭し、販路を拡大していくため、本県水産物の第三者認証
（水産エコラベル）の取得支援や高鮮度出荷体制の整備支援、量販店への販路確保の
取組等を支援し、他県産に負けない本県水産物の競争力の強化を図る。

565,000 ○

2 東日本大震災漁業経営対策特別
資金貸付事業

継続
農林水産部

水産課

　被災した漁業者、水産加工業者等の経営安定に向け、震災などで消失した漁具・設備
などの購入や経営維持に必要な資金等を円滑に融通するため、貸付原資を預託し、融
資制度を支援（利子補給）する。

51,365 ○

3 栽培漁業振興対策事業 継続
農林水産部

水産課
　本県沿岸で放流するためのアワビ、ヒラメ種苗を委託により生産する。 233,816 ○

4 さけ資源増殖事業 継続
農林水産部

水産課
　さけ資源の維持・増殖に向け、回帰率の高い大型種苗を適期に放流する取組を支援す
る。

24,337 ○

事業名
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種別 担当課 事業概要
事業費

（単位：千円）
重点 再掲事業名

5 水産物流通対策事業 継続
農林水産部

水産課

　震災と原子力災害により大きな被害を受けた本県水産流通加工業の復興のため、遠
隔地からの加工用原料の調達や県内消費地市場における奨励金制度等の導入による
県産水産物の計画的な流通拡大対策を支援する。

130,033 ○

6 漁場復旧対策支援事業 継続
農林水産部

水産課
　漁場の機能を再生・回復させるため、震災により海底に堆積した大型ガレキの除去工
事を実施する。

251,232 ○

7 共同利用漁船等復旧支援対策事
業

継続
農林水産部

水産課
　東日本大震災による地震、津波により被災した漁船等について、漁協等が共同利用に
供する漁船の建造費用に対し、補助する。

16,198 ○

8 水産業復興加速化総合対策事業 継続
農林水産部

水産課

　本県の海面・内水面水産業が、真の復興を成し遂げるため、水産業の継続的な生産拡
大や地域の活力を取り戻し、水産業の好循環サイクルが力強く機能するための総合的な
対策を実施する。

691,747 ○

④

1 福島県営農再開支援事業 継続
農林水産部
農業振興課

　原子力災害の影響により、農産物等の生産断念を余儀なくされた避難地域等におい
て、農業者が帰還して、安心して営農再開できるようにするための一連の取組を幅広く支
援する。

3,155,772 ○

2 原子力被災１２市町村農業者支援
事業

継続
農林水産部
農業振興課

　原子力被災12市町村における農業再生を進めていくため、避難した農業者が帰還して
営農を再開するのに必要な初期経費等の一部を補助する。

502,115 ○

3 被災地域農業復興総合支援事業 継続
農林水産部
農業振興課

　被災市町村が被災農業者等に貸与する農業用施設・機械の整備に要する経費につい
て補助する。

16,883,447 ○

4
福島県産水産物競争力強化支援
事業

継続
農林水産部

水産課

　本県水産物への風評を払拭し、販路を拡大していくため、本県水産物の第三者認証
（水産エコラベル）の取得支援や高鮮度出荷体制の整備支援、量販店への販路確保の
取組等を支援し、他県産に負けない本県水産物の競争力の強化を図る。

565,000 ○ 〇

5 東日本大震災漁業経営対策特別
資金貸付事業

継続
農林水産部

水産課

　被災した漁業者、水産加工業者等の経営安定に向け、震災などで消失した漁具・設備
などの購入や経営維持に必要な資金等を円滑に融通するため、貸付原資を預託し、融
資制度を支援（利子補給）する。

51,365 ○ 〇

6 栽培漁業振興対策事業 継続
農林水産部

水産課
　本県沿岸で放流するためのアワビ、ヒラメ種苗を委託により生産する。 233,816 ○ 〇

7 さけ資源増殖事業 継続
農林水産部

水産課
　さけ資源の維持・増殖に向け、回帰率の高い大型種苗を適期に放流する取組を支援す
る。

24,337 ○ 〇

8 水産物流通対策事業 継続
農林水産部

水産課

　震災と原子力災害により大きな被害を受けた本県水産流通加工業の復興のため、遠
隔地からの加工用原料の調達や県内消費地市場における奨励金制度等の導入による
県産水産物の計画的な流通拡大対策を支援する。

130,033 ○ 〇

9 漁場復旧対策支援事業 継続
農林水産部

水産課
　漁場の機能を再生・回復させるため、震災により海底に堆積した大型ガレキの除去工
事を実施する。

251,232 ○ 〇

10 共同利用漁船等復旧支援対策事
業

継続
農林水産部

水産課
　東日本大震災による地震、津波により被災した漁船等について、漁協等が共同利用に
供する漁船の建造費用に対し、補助する。

16,198 ○ 〇

11 ふくしま復興農地利用集積対策事
業

継続
農林水産部

農業担い手課

　避難地域12市町村の営農再開を加速させるため、農用地利用集積等促進計画を策定
し、農地中間管理事業により、地域の担い手や参入企業等へ農地の集積・集約化を促
進する。

141,455 ○ ○

⑤ 1-2-(2)-⑤：担い手の確保による避難地域等における復興の加速化

⑥ 1-2-(2)-⑥：安全な農産物の生産対策の徹底

1 福島県営農再開支援事業 継続
農林水産部
農業振興課

　原子力災害の影響により、農産物等の生産断念を余儀なくされた避難地域等におい
て、農業者が帰還して、安心して営農再開できるようにするための一連の取組を幅広く支
援する。

3,155,772 ○ ○

2 農畜産系有機性資源活用推進事
業

継続
農林水産部

環境保全農業課
　農畜産系有機性資源の放射性物質に対する安全性確保のため、農業者、事業所等の
適正利用の指導や、検査、管理体制の整備を支援する。

15,878

1-2-(2)-④：営農再開に向けた生産基盤の復旧・整備、ほ場の大区画化、担い手への農用地利用集積、ため池の放射性物質対策、除染後農地の保全管理から農業用機械・
施設等の導入支援までの一連の取組の推進
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重点プロジェクトの取組に紐づく主要事業一覧  １　避難地域等復興加速化プロジェクト

種別 担当課 事業概要
事業費

（単位：千円）
重点 再掲事業名

⑦ 1-2-(2)-⑦：放射性物質検査による食品の安全確保　　【3-3-(3)-①再掲】

1 自家消費野菜等放射能検査事業 継続
生活環境部
消費生活課

　原子力発電所事故を踏まえ、消費者の身近な場所で自家消費野菜等の放射能検査を
実施し、食品等の安全・安心の確保を図る。

29,148 ○ ○

2 食品中の放射性物質対策事業 継続
保健福祉部

食品生活衛生課

　飲料水及び加工食品の放射性物質検査に必要な人員を確保するとともに、県産農林
水産物等を原材料とする加工食品の検査を実施し、その結果を速やかに公表する。ま
た、県産加工食品の輸出を回復・促進するため、県内事業者を対象に輸出に際して障害
となるHACCP等への対応経費を補助する。

41,221 ○

3 水道水質安全確保事業 継続
保健福祉部

食品生活衛生課
　飲料水の安全性を確保するため、水道水及び飲用井戸水の放射性物質モニタリング
検査を実施する。

16,854 ○

4 農林水産物等緊急時モニタリング
事業

継続
農林水産部

環境保全農業課
　県産農林水産物等の安全性の確保に向け、緊急時モニタリング検査を実施するととも
に、その結果を生産者や消費者、流通業者に迅速に公表する。

437,853 ○ ○

5 ふくしまの恵み安全・安心推進事
業

継続
農林水産部

環境保全農業課
　県産農林水産物に対する消費者の信頼向上に向けて、産地が行う放射性物質検査や
検査結果をわかりやすく迅速に発信する安全管理システムの運用等を支援する。

377,990 ○ ○

⑧ 1-2-(2)-⑧：県産農林水産物に対する消費者の信頼を確保する取組推進　　【3-3-(3)-③再掲】

1 ふくしまの漁業の魅力体感・発信
事業

継続
農林水産部

水産課

　本県の漁業（内水面含む）が持つ魅力や水産物のおいしさなどの情報を各種メディアが
連携し、継続的に県外へ発信することで、本県の漁業や水産物に対する理解の醸成を
深め、根強く残る風評の払拭を図る。

117,720 ○

2 ふくしまプライド農林水産物販売力
強化事業

継続
農林水産部

農産物流通課

　県産農林水産物が風評により失った販売棚は徐々に回復しつつあるものの、価格ポジ
ションが震災前の水準まで回復していない品目がある。この状況を打破するため、「ふく
しま」ならではの強みを活かしたブランド化の推進や販売棚の確保、情報発信等により、
農林水産業の復興を目指す。

1,408,343 ○ ○

⑨ 1-2-(2)-⑨：県産品の安全性や魅力に関する流通事業者・量販店等の理解促進・販路の開拓

1 ふくしまプライド農林水産物販売力
強化事業

継続
農林水産部

農産物流通課

　県産農林水産物が風評により失った販売棚は徐々に回復しつつあるものの、価格ポジ
ションが震災前の水準まで回復していない品目がある。この状況を打破するため、「ふく
しま」ならではの強みを活かしたブランド化の推進や販売棚の確保、情報発信等により、
農林水産業の復興を目指す。

1,408,343 ○

⑩ 1-2-(2)-⑩：高付加価値生産を展開する産地形成の推進

1 福島県高付加価値産地展開支援
事業

継続
農林水産部
農業振興課

　原子力被災12市町村の営農再開の加速化に向け、市町村を越えて広域的に生産、加
工等が一体となった高付加価値生産等を展開する産地の創出に必要な取組を支援す
る。

295,000 ○

⑪ 1-2-(2)-⑪：鳥獣被害対策の推進　　【4-3-(5)-3再掲】

1 鳥獣被害対策強化事業（生活環境
部）

一部
新規

生活環境部
自然保護課

　ツキノワグマやイノシシ等の野生動物による人的被害や農林業被害が深刻化している
ため、地域における適正な対策を支援すること等により被害を減少させ、安心して暮らせ
る環境を守るとともに野生動物との共生を図る。

670,453 ○

2 地域の力で進める！鳥獣被害対策
事業

継続
農林水産部

環境保全農業課

　農作物等の鳥獣被害防止のため、地域の被害防止の取組に対する助言・指導や活動
の中心となる人材の育成と地域づくりを行うとともに、鳥獣被害防止特措法に基づく被害
防止計画を作成した市町村協議会等が実施する鳥獣被害防止活動を支援する。

329,426 ○ ○

3 鳥獣被害対策強化事業（農林水産
部）

一部
新規

農林水産部
環境保全農業課

　市町村等における効果的な鳥獣被害対策への取組及び有害捕獲により実施するイノ
シシ等捕獲の取組に対して支援・指導を行い、農作物等の被害防止を図る。また、地域
ぐるみで取り組む総合的な対策の推進や鳥獣被害対策の専門的な知識を有した市町村
専門職員の広域的な活動、広域的な視点に立った長期的かつ効率的な鳥獣被害対策
の展開を支援する。

98,205 ○ ○

３ 魅力あふれる地域の創造

（１）福島イノベーション・コースト構想を軸とした産業集積等

ア　地元企業の参画の促進

種別 担当課 事業概要 事業費
（単位：千円）

重点 再掲

① 1-3-(1)ア-①：地元企業の参画の促進及び幅広い業種への効果波及

1 福島イノベーション・コースト構想推
進事業

一部
新規

企画調整部
福島イノベーション・
コースト構想推進課

　福島イノベーション・コースト構想推進機構や、国・市町村・大学等多様な主体との連携
によりイノベ構想を推進するため、復興知を活用した人材育成基盤構築、イノベ地域へ
の交流・関係人口拡大推進、進出企業の定着及び地元企業の参画促進等を実施する。

701,967 ○

② 1-3-(1)ア-②：地域復興に資する実用化開発の推進

1 地域復興実用化開発等促進事業 継続
商工労働部
産業振興課

　福島イノベーション・コースト構想の重点分野について、地元企業等又は地元企業等と
の連携による地域振興に資する実用化開発等の費用を補助する。
　また、実用化開発プロジェクト等における各種課題の抽出・解決を図り、事業化に向け
た伴走支援を行う。

4,683,582 ○

事業名
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重点プロジェクトの取組に紐づく主要事業一覧  １　避難地域等復興加速化プロジェクト

種別 担当課 事業概要
事業費

（単位：千円）
重点 再掲事業名

③ 1-3-(1)ア-③：域外からの事業者の呼び込みや総合的なビジネス創出支援

1 スタートアップ創出事業 継続
商工労働部
産業振興課

　県外から優れた技術等を有するスタートアップやその支援者等をイノベ地域に呼び込
むため、全国のスタートアップ関係者向けのツアーの実施や地元企業とのマッチングの
機会を創出する。

11,057 ○

2 イノベーション創出プラットフォーム
事業

継続
商工労働部
産業振興課

　イノベ地域が「あらゆるチャレンジが可能な地域」となるよう、産業・金融・行政等からな
る連携体制（プラットフォーム）により、プロジェクトの掘り起こしからビジネスプランの磨き
上げ、専門家による助言・指導等を一体的に支援する。

350,978 ○

イ　構想を支える人材の育成

種別 担当課 事業概要 事業費
（単位：千円）

重点 再掲

① 1-3-(1)イ-①：廃炉や再生可能エネルギー、医療、ロボット、航空宇宙、ＩＣＴの分野など、ふくしまの将来の産業を担う人づくり　　【2-3-①再掲】

1 未来へはばたけ！イノベーション人
材育成事業

継続
教育庁

義務教育課

　東日本大震災及び原発事故からの復興に向けて、再生可能エネルギーや医療・ロボッ
ト分野の研究開発など、地域に根ざす新たな産業を創出する人材を育成するため、理数
分野に対する児童生徒の興味・関心を高め、地域復興を担うトップリーダーを育成する。

11,175 ○

2 福島イノベーション人材育成事業 継続
教育庁

高校教育課

　福島イノベーション・コースト構想の実現に向け、各校の特色をいかし、地域の企業等と
連携したイノベーティブな教育プログラムを継続し、チャレンジ精神を持って福島県の復
興・創生に貢献する人材の育成を進める。

43,432 ○

3 福島イノベーション人材育成支援
事業

継続
教育庁

高校教育課

　福島イノベーション・コースト構想の実現を担う人材を育成するため、各高校の課題の
抽出・助言、企業等との連絡調整、成果発表会等の開催など、各高校の人材育成に向
けた取組を支援する。

30,714 ○

4 ふくしまの未来を医療で担う夢応援
事業

継続
教育庁

高校教育課

　医療を志望する生徒に対して、県立医科大学において、最新の医学や地域医療につい
ての講義・講演、実習、県内出身の学生とのディスカッション等を開催し、医療の面で本
県の地域医療に貢献できる人づくりを支援する。

2,804

5 エアロスペース人材育成事業 新規
商工労働部

産業人材育成課

宇宙関連機器の部材の製作に要求される技能者育成プログラムを開発するとともに、企
業在職者向けのセミナーを通して航空宇宙関連産業において活躍できる県内若年技術
者の育成を図る。

50,913 ○ 〇

6 福島イノベ構想推進産業人材確保
事業

継続
商工労働部

産業人材育成課
　福島イノベーション・コースト構想に資する人材を確保するため、工業系の高校等に対
して、企業見学や企業説明会等を実施する。

27,591 ○ 〇

7 ふくしまで生活基盤を築くための高
校生支援事業

継続
教育庁

高校教育課

　県内各地区に進路アドバイザーを配置し、県外に避難している高校生がふくしまに帰還
し生活再建をするための支援や、県内で学ぶ高校生が震災や原発事故から復興を目指
す本県で生活をする際の不安の払拭や復興を担う意識の醸成、生活基盤を築くための
支援を行う。

109,423 ○

8 超スマート社会を担う産業人材育
成事業

新規
教育庁

高校教育課

　各学校において、地域と協働し、地域の人材や地元企業、大学等の関係機関と連携し
ながら地域に貢献できる産業人材を育成する取組を展開する。技術革新と社会課題を結
びつけ、その解決に取り組むことで、ふくしまの未来を担う産業人材を育成する取組を展
開する。

15,571 　 ○

9 ふくしまで働く医療関連産業次世代
人材育成事業

新規
商工労働部

医療関連産業集積
推進室

　医療機器開発をテーマとした段階的な人材育成事業の実施により、医療機器開発・生
産に興味を持たせる段階から職業選択の段階まで繋げるとともに、医療機器関連企業に
必要な実践的な人材を育成する。

39,807 ○ ○

10 ふくしま水素エネルギー人材育成
事業

継続
商工労働部

産業人材育成課

水素エネルギーや燃料電池など水素の利活用に関する各種講座や課題製作を通して若
年者等の理解醸成を図るとともに、水素関連産業への新規参入や事業拡大を目指す県
内企業における水素関連人材を育成する。

39,521 ○ ○

② 1-3-(1)イ-②：防災研修を行う技術者研修拠点の整備・運用

1 福島ロボットテストフィールドの運
営

継続
商工労働部

次世代産業課

　原子力災害によって産業基盤を失った浜通り地域等の産業復興のため、ロボットの研
究・実証拠点を整備することで、世界に誇れる新技術や新産業を創出し、産業基盤の再
構築を図る。令和７年度よりF-REIに移管し、これまでの機能・成果の継承とともに、研究
開発・産業化・人材育成の機能を付加することで、施設の更なる発展を目指す。

― ○

③ 1-3-(1)イ-③：廃炉､環境回復等多様な分野を対象とした国際教育研究拠点の構築

ウ　廃炉産業の集積

種別 担当課 事業概要 事業費
（単位：千円）

重点 再掲

① 1-3-(1)ウ-①：廃炉関連産業への地元企業の参入支援

1 廃炉関連産業集積基盤構築事業 継続
商工労働部
産業振興課

　福島イノベーション・コースト構想の重点分野である廃炉関連産業の集積を図るため、
地元企業の参入を促進する廃炉関連産業マッチングサポート事務局の運営や元請企業
とのマッチング等を行う。

100,801 ○ ○

事業名

事業名
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種別 担当課 事業概要
事業費

（単位：千円）
重点 再掲事業名

② 1-3-(1)ウ-②：関係機関とのネットワーク形成　　【4-2-(4)-②再掲】

1 廃炉関連産業集積基盤構築事業 継続
商工労働部
産業振興課

　福島イノベーション・コースト構想の重点分野である廃炉関連産業の集積を図るため、
地元企業の参入を促進する廃炉関連産業マッチングサポート事務局の運営や元請企業
とのマッチング等を行う。

100,801 ○ ○

エ　ロボット・ドローン産業の集積

種別 担当課 事業概要 事業費
（単位：千円）

重点 再掲

① 1-3-(1)エ-①：県内の橋りょう、ダム、河川、山野等を利用した災害対応ロボット等の実証試験場所の拡充及び実証試験の誘致　　【4-2-(3)-①再掲】

1 福島浜通りロボット実証区域 継続
商工労働部

次世代産業課
　企業、大学、研究機関などの希望に応じ、県内の橋梁、ダム、河川、山野などにおける
実証試験や操縦訓練の実施に向け調整・支援を行う。

―

② 1-3-(1)エ-②：福島ロボットテストフィールドの利活用促進等　　【4-2-(3)-②再掲】

1 地域復興実用化開発等促進事業 継続
商工労働部
産業振興課

　福島イノベーション・コースト構想の重点分野について、地元企業等又は地元企業等と
の連携による地域振興に資する実用化開発等の費用を補助する。
　また、実用化開発プロジェクト等における各種課題の抽出・解決を図り、事業化に向け
た伴走支援を行う。

4,683,582 ○ ○

2 チャレンジふくしま「ロボット産業革
命の地」創出事業

一部
新規

商工労働部
次世代産業課

　ロボットや要素技術の研究開発、メードインふくしまロボットの導入助成、ロボットフェス
タの開催、協議会の運営の他、海外販路拡大、事業者間連携体制構築への支援、ド
ローンの社会実装に向けた実証を行い、ロボット関連産業の育成・集積を図る。

484,334 ○

3 福島ロボットテストフィールドの運
営

継続
商工労働部

次世代産業課

　原子力災害によって産業基盤を失った浜通り地域等の産業復興のため、ロボットの研
究・実証拠点を整備することで、世界に誇れる新技術や新産業を創出し、産業基盤の再
構築を図る。令和７年度よりF-REIに移管し、これまでの機能・成果の継承とともに、研究
開発・産業化・人材育成の機能を付加することで、施設の更なる発展を目指す。

― ○

オ　エネルギー・環境リサイクル産業の集積

種別 担当課 事業概要 事業費
（単位：千円）

重点 再掲

① 1-3-(1)オ-①：避難地域への再生可能エネルギー導入と「まちづくり」、「地域の再興」の推進　　【4-2-(1)ア-⑥再掲】

1 再生可能エネルギー普及拡大事
業

一部
新規

企画調整部
エネルギー課

　本県を名実ともに再生可能エネルギー先駆けの地とするため、地域と共生する再生可
能エネルギー事業の立ち上げを事業ステージに応じて支援するとともに、地域における
導入を促進する。

1,556,510 ○ ○

2 再生可能エネルギー復興支援事
業

継続
企画調整部

エネルギー課
　福島新エネ社会構想に基づく取組として阿武隈山地・沿岸部における再エネ発電設備
や共用送電線等の導入支援を行う。

1,357,637 ○ ○

② 1-3-(1)オ-②：地域と共存する風力発電の導入拡大の支援　　【4-2-(1)ア-⑦再掲】

1 再生可能エネルギー復興支援事
業

継続
企画調整部

エネルギー課
　福島新エネ社会構想に基づく取組として阿武隈山地・沿岸部における再エネ発電設備
や共用送電線等の導入支援を行う。

1,357,637 ○ ○

③ 1-3-(1)オ-③：県クリーンコール（石炭のクリーンな利用）分野で世界をリードする拠点の実現

④ 1-3-(1)オ-④：復興まちづくりと連動したスマートコミュニティの導入

⑤ 1-3-(1)オ-⑤：モビリティーによる利活用に加え、施設などでの水素エネルギーの利活用への拡大

1 脱炭素社会の実現に向けた水素
利用推進事業

一部
新規

企画調整部
エネルギー課

　県内における水素ステーションの整備拡大、水素モビリティの導入拡大に向けた支援
等を実施する。

819,097 ○ ○

⑥ 1-3-(1)オ-⑥：動植物系の廃棄物のメタン発酵ガス発電システムの導入

1
再生可能エネルギー普及拡大事
業/地域活用型再エネ導入支援事
業（小事業）

継続
企画調整部

エネルギー課
　本県を名実ともに再生可能エネルギー先駆けの地とするため、地域と共生する再生可
能エネルギー事業の立ち上げを事業ステージに応じて支援する。

134,553 ○

⑦ 1-3-(1)オ-⑦：浜通り地域へのエネルギー関連産業の集積

1 地域復興実用化開発等促進事業 継続
商工労働部
産業振興課

　福島イノベーション・コースト構想の重点分野について、地元企業等又は地元企業等と
の連携による地域振興に資する実用化開発等の費用を補助する。
　また、実用化開発プロジェクト等における各種課題の抽出・解決を図り、事業化に向け
た伴走支援を行う。

4,683,582 ○ ○

2 エネルギー・環境・リサイクル関連
産業推進事業

継続
商工労働部

次世代産業課

　福島イノベーション・コースト構想の重点分野である「エネルギー・環境・リサイクル」分
野について、ネットワークの構築から、新規参入、事業化、販路拡大まで一体的・総合的
に支援し、浜通り地域等におけるエネルギー・環境・リサイクル関連産業の育成・集積を
図る。

34,135 ○ ○

3 カーボンニュートラル・水素関連産
業推進事業

継続
商工労働部

次世代産業課

　2050年カーボンニュートラルと水素社会の実現を目指し、県内企業等による脱炭素関
連分野における技術開発に向けた取組や産学連携による水素関連研究等の取組を推
進するとともに、関連分野を担う人材の育成に取り組む。

33,560 ○ ○

4 福島新エネ社会構想等推進技術
開発事業

継続
商工労働部

次世代産業課

　福島新エネ社会構想の実現のため、産学官の連携により県内企業の技術高度化等を
支援するとともに、福島再生可能エネルギー研究所（ＦＲＥＡ）の研究開発機能について
最先端分野に展開・高度化を図ることなどにより、再生可能エネルギー・水素関連産業
の育成・集積を推進する。

1,146,111 ○ ○

5 再エネ関連産業産学官連携・販路
拡大促進事業

継続
商工労働部

次世代産業課

　再生可能エネルギー関連産業育成・集積支援機関「エネルギー・エージェンシーふくし
ま」を核として、ネットワークの構築から、新規参入、人材育成、研究開発、事業化、販路
拡大、海外展開まで、一体的・総合的に支援し、再生可能エネルギー・水素関連産業の
育成・集積を図る。

298,407 ○ ○

事業名

事業名
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種別 担当課 事業概要
事業費

（単位：千円）
重点 再掲事業名

⑧ 1-3-(1)オ-⑧：浜通りを中心とした環境・リサイクル関連産業の集積の推進及び構築

1 地域復興実用化開発等促進事業 継続
商工労働部
産業振興課

　福島イノベーション・コースト構想の重点分野について、地元企業等又は地元企業等と
の連携による地域振興に資する実用化開発等の費用を補助する。
　また、実用化開発プロジェクト等における各種課題の抽出・解決を図り、事業化に向け
た伴走支援を行う。

4,683,582 ○ ○

2 エネルギー・環境・リサイクル関連
産業推進事業

継続
商工労働部

次世代産業課

　福島イノベーション・コースト構想の重点分野である「エネルギー・環境・リサイクル」分
野について、ネットワークの構築から、新規参入、事業化、販路拡大まで一体的・総合的
に支援し、浜通り地域等におけるエネルギー・環境・リサイクル関連産業の育成・集積を
図る。

34,135 ○

3 カーボンニュートラル・水素関連産
業推進事業

継続
商工労働部

次世代産業課

　2050年カーボンニュートラルと水素社会の実現を目指し、県内企業等による脱炭素関
連分野における技術開発に向けた取組や産学連携による水素関連研究等の取組を推
進するとともに、関連分野を担う人材の育成に取り組む。

33,560 ○ ○

カ　農林水産業の集積

種別 担当課 事業概要 事業費
（単位：千円）

重点 再掲

① 1-3-(1)カ-①：先端技術等の導入による新しい農林水産業の推進

1 福島イノベ構想に基づく農業先端
技術展開事業

一部
新規

農林水産部
農業振興課

　被災地域農林業の復興及びさらなる営農再開を加速させるため、深刻な担い手及び労
働力不足を解消し、大規模な農業経営が実現可能となる先端技術の実証研究を行う。ま
た、最先端の作業ロボットや管理システムを組み合わせた技術の確立を図る。

77,338 ○ ○

② 1-3-(1)カ-②：効率的で持続可能な「ふくしま型漁業」の推進

1 福島イノベ構想に基づく水産業先
端技術展開事業

継続
農林水産部

水産課
　本県水産業の復興を進め、ふくしま型漁業を実現するため、ＩＣＴ等の最先端技術を用
いた新たな水産業を展開していくための実証研究を行う。

80,008 ○

③ 1-3-(1)カ-③：木材の新たな製品・技術の開発・普及や木質バイオマスの利用促進による県産材の需要創出

1 ふくしまの低炭素社会づくり推進事
業

継続
農林水産部
林業振興課

　低炭素社会の実現に向け、県民や関係者によるCO2排出削減に貢献する取組を推進
するため、木質バイオマスエネルギー利用の普及や、燃料用木材の流通に対する支援
を行う。

24,503

2 木づかい社会づくり促進事業 継続
農林水産部
林業振興課

　学校教育現場等における木育活動の推進により県民の木材利用に対する意識醸成を
図るとともに、木材需要の拡大につながる技術開発の支援を通じて木材利用に取り組む
社会づくりを促進し、森林資源の循環利用を推し進める。

17,991

キ　医療関連産業の集積

種別 担当課 事業概要 事業費
（単位：千円）

重点 再掲

① 1-3-(1)キ-①：「ふくしま医療機器開発支援センター」による開発・事業化等への支援 　　【4-2-(2)-①再掲】

1 ふくしまとともに創る医療機器生産
促進事業

新規
商工労働部

医療関連産業集積
推進室

　県内企業に対して、大学発ベンチャー企業等とのマッチング支援、競争力強化支援及
び新規参入支援を実施することにより、多様な主体との連携を図り、医療機器生産額等
の増加及び医療機器製造業登録者数の増加へ向けた取組を行う。

163,496 ○ ○

2 ふくしま医療機器開発支援セン
ター運営強化事業

継続
商工労働部

医療関連産業集積
推進室

　本県産業振興施策の重点分野の一つである医療関連産業を推進する拠点として整備
された、ふくしま医療機器開発支援センターの運営体制の強化を進める。

797,633 ○ ○

② 1-3-(1)キ-②：医療関連分野への新規参入の促進及び医療機器関連企業の販路開拓・取引拡大への支援　　【4-2-(2)-⑤再掲】

1 チャレンジふくしま成長分野産業グ
ローバル展開事業

継続
商工労働部

医療関連産業集積
推進室

　医療関連産業について、海外の医療機器展示会への出展など、県内企業等が有する
技術・製品を海外に向けて広くPRし、ビジネスの機会を創出することで、海外への販路開
拓・拡大を支援する。

75,307 ○ ○

2 ふくしまとともに創る医療機器生産
促進事業

新規
商工労働部

医療関連産業集積
推進室

　県内企業に対して、大学発ベンチャー企業等とのマッチング支援、競争力強化支援及
び新規参入支援を実施することにより、多様な主体との連携を図り、医療機器生産額等
の増加及び医療機器製造業登録者数の増加へ向けた取組を行う。

163,496 ○ ○

③ 1-3-(1)キ-③：「医療‐産業トランスレーショナルリサーチセンター」の創薬に有効な技術開発を活かした企業等への支援　　【4-2-(2)-⑥再掲】

1 福島医薬品関連産業支援拠点化
事業

継続
商工労働部

医療関連産業集積
推進室

　福島県立医科大学におけるがん医療分野を中心とした生体試料の解析等の研究開発
の蓄積を活かし、将来の県民の健康維持・増進や産業支援につながる感染症・アレル
ギー及びがん医療分野を中心とした抗体医薬等の研究開発に係る経費等を福島県立医
科大学に対して補助する。

654,436 ○ 〇

ク　航空宇宙産業の集積

種別 担当課 事業概要 事業費
（単位：千円）

重点 再掲

① 1-3-(1)ク-①：認証取得支援等による他業種企業等の参入支援　　【4-2-(5)-①再掲】

1 航空宇宙産業集積推進事業 継続
商工労働部

次世代産業課

　今後の成長が期待される航空宇宙産業の集積に向けて、コーディネーターの設置、サ
プライチェーン構築支援、JAXA及び県内大学等と企業の連携、認証取得支援や各種研
修、設備導入補助、航空宇宙フェスタ開催、商談会出展支援、首都圏でのピッチイベント
の開催等を実施する。

156,184 ○ ○

事業名

事業名

事業名
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重点プロジェクトの取組に紐づく主要事業一覧  １　避難地域等復興加速化プロジェクト

種別 担当課 事業概要
事業費

（単位：千円）
重点 再掲事業名

② 1-3-(1)ク-②：技術支援や競争力強化等による取引拡大　　【4-2-(5)-②再掲】

1 航空宇宙産業集積推進事業 継続
商工労働部

次世代産業課

　今後の成長が期待される航空宇宙産業の集積に向けて、コーディネーターの設置、サ
プライチェーン構築支援、JAXA及び県内大学等と企業の連携、認証取得支援や各種研
修、設備導入補助、航空宇宙フェスタ開催、商談会出展支援、首都圏でのピッチイベント
の開催等を実施する。

156,184 ○ ○

種別 担当課 事業概要 事業費
（単位：千円）

重点 再掲

① 1-3-(2)-①：避難地域12市町村における魅力ある教育の推進

1 福島県教育復興推進事業 継続
教育庁

高校教育課

　双葉郡内８町村の小・中学校で実施する双葉郡教育復興ビジョン推進に係る様々な事
業及びふたば未来学園中学校・高等学校における特色あるカリキュラム編成・実証に関
する取組を実施する。また、南相馬地域の高校における地方創生を担う人材育成のた
め、講演会や生徒・教員に対する研修等を実施する。

61,348 ○

2 ふくしまで生活基盤を築くための高
校生支援事業

継続
教育庁

高校教育課

　県内各地区に進路アドバイザーを配置し、県外に避難している高校生がふくしまに帰還
し生活再建をするための支援や、県内で学ぶ高校生が震災や原発事故から復興を目指
す本県で生活をする際の不安の払拭や復興を担う意識の醸成、生活基盤を築くための
支援を行う。

109,423 ○ ○

② 1-3-(2)-②：県立ふたば未来学園中学校・高等学校を核とした先進的教育及び人材育成の推進

1 福島県教育復興推進事業 継続
教育庁

高校教育課

　双葉郡内８町村の小・中学校で実施する双葉郡教育復興ビジョン推進に係る様々な事
業及びふたば未来学園中学校・高等学校における特色あるカリキュラム編成・実証に関
する取組を実施する。また、南相馬地域の高校における地方創生を担う人材育成のた
め、講演会や生徒・教員に対する研修等を実施する。

61,348 ○ ○

2 ふたば未来学園運営管理事業 継続
教育庁

県立高校改革室
　ふたば未来学園中学校・高等学校の校舎及び寄宿舎の管理運営経費を計上する。ま
た、バドミントン部のトレーニング環境等を整備する。

202,575 ○

3 JFAと連携した人材育成事業 継続
企画調整部
地域振興課

　JFAからふたば未来学園高校サッカー部へ指導者を派遣し、指導を行うとともに、部員
主体によるキッズイベント等を行う。
　また、アカデミー生の愛着心醸成を図るとともに、JFAアカデミー福島の知見を活かした
子どもの健全育成に資する事業を行い、サッカーを通じた選手・人材育成を行う。

23,825 ○

③ 1-3-(2)-③：県立小高産業技術高等学校におけるロボット工学の基礎知識や実践的技術など先端技術教育の推進　　【2-3-④再掲】

1 福島県教育復興推進事業 継続
教育庁

高校教育課

　双葉郡内８町村の小・中学校で実施する双葉郡教育復興ビジョン推進に係る様々な事
業及びふたば未来学園中学校・高等学校における特色あるカリキュラム編成・実証に関
する取組を実施する。また、南相馬地域の高校における地方創生を担う人材育成のた
め、講演会や生徒・教員に対する研修等を実施する。

61,348 ○ ○

2 脱炭素社会の実現に向けた産業
人材育成事業

継続
教育庁

高校教育課

　小高産業技術高校における再生可能エネルギー人材育成の取組を、地域における脱
炭素行動の推進モデルとして位置づけ、地域社会での脱炭素行動の実装に向けて必要
な知識や技術の習得を図り、地域社会を牽引する人材を育成する。

4,917 ○

④ 1-3-(2)-④：外国人材等の受入れに向けた支援　　【4-1-(3)-②再掲】

1 多様な人材活用促進事業 新規
商工労働部
雇用労政課

　人手不足解消の手段として、多様な人材を活用することを企業が認識するワークショッ
プ形式セミナー及び出張相談会を実施する。また、選択肢の一つとなる外国人雇用に対
する企業向け相談窓口を機能強化し、基本的知識の習得や採用から定着まで一体的に
支援を実施する。

21,682 ○ ○

⑤ 1-3-(2)-⑤：知の集積に向けた浜通り地域等における教育研究活動の促進等

1 福島イノベーション・コースト構想推
進事業

一部
新規

企画調整部
福島イノベーション・
コースト構想推進課

　福島イノベーション・コースト構想推進機構や、国・市町村・大学等多様な主体との連携
によりイノベ構想を推進するため、復興知を活用した人材育成基盤構築、イノベ地域へ
の交流・関係人口拡大推進、進出企業の定着及び地元企業の参画促進等を実施する。

701,967 ○ ○

⑥

1 福島国際研究教育機構連携推進
事業

一部
新規

企画調整部
福島イノベーション・
コースト構想推進課

　F-REIと地域との様々な形での連携を促進するため、福島イノベーション・コースト構想
推進機構と連携したコーディネート活動、情報発信や県内各地域でのF-REI座談会の実
施などに取り組む。

43,026 ○

2 福島イノベーション・コースト構想推
進事業

一部
新規

企画調整部
福島イノベーション・
コースト構想推進課

　福島イノベーション・コースト構想推進機構や、国・市町村・大学等多様な主体との連携
によりイノベ構想を推進するため、復興知を活用した人材育成基盤構築、イノベ地域へ
の交流・関係人口拡大推進、進出企業の定着及び地元企業の参画促進等を実施する。

701,967 ○ ○

種別 担当課 事業概要 事業費
（単位：千円）

重点 再掲

① 1-3-(3)-①：地域の交流人口拡大や復興発信への寄与を目的とする、Ｊヴィレッジの幅広い利活用促進

1 Ｊヴィレッジ利活用促進事業
一部
新規

企画調整部
エネルギー課

　本県復興のシンボルであるＪヴィレッジを地域交流や復興発信の拠点として、幅広い利
活用の促進を図るとともに、指定管理者制度によりＪヴィレッジ全天候型練習場の管理運
営を行う。

214,400 ○

2 ふくしまサッカーチャレンジプロジェ
クト事業

継続
企画調整部
地域振興課

　避難地域の復興や人口減少が進む中、子どもたちを安心して産み育て、スポーツに親
しむ環境をつくることは重要であり、サッカーを通じた子どもたちの体力づくり、健全育成
を図る。また、復興のシンボルであるＪヴィレッジを核とした活力創出、サッカーの振興を
図ることで、双葉地域を始めとする本県のサッカーを通じた地域活性化を図る。

19,833 ○

3 脱炭素社会の実現に向けた水素
利用推進事業

一部
新規

企画調整部
エネルギー課

　県内における水素ステーションの整備拡大、水素モビリティの導入拡大に向けた支援
等を実施する。

819,097 ○ ○

事業名

（２）未来・地域を担う人材の育成

（３）地域の再生を通じた交流の促進

1-3-(2)-⑥：大学等の地域連携の推進

事業名
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重点プロジェクトの取組に紐づく主要事業一覧  １　避難地域等復興加速化プロジェクト

種別 担当課 事業概要
事業費

（単位：千円）
重点 再掲事業名

② 1-3-(3)-②： 浜通り独自の観光資源づくり　　【4-4-⑦再掲】

1 福島県観光誘客促進事業 継続
観光交流局
観光交流課

　震災後、県内に誕生し続けている新しい観光コンテンツや復興の進捗に伴って変化を
続けている浜通りなど、福島の観光の「今」を発信するため、継続した誘客活動と県内周
遊を促す取組を実施する。

53,169 ○ 〇

2 浜通り地域等交流人口・消費拡大
支援事業

継続
観光交流局
観光交流課

　浜通り地域等15市町村の交流人口・消費拡大に向けて、誘客コンテンツの開発等を支
援するとともに、域外からの来訪者による消費喚起を促し、地域経済の活性化を図る。

932,000 〇

③ 1-3-(3)-③：東日本大震災・原子力災害伝承館等を起点とする地域交流の促進・情報発信　　【2-4-⑪再掲】

1 東日本大震災・原子力災害伝承館
管理運営事業

継続
文化スポーツ局

生涯学習課

　東日本大震災・原子力災害伝承館（以下「伝承館」）の設置目的を効果的に達成するた
めに、指定管理者に管理運営を委託する。
　また、風化防止・風評払拭に繋げていくため、伝承館を核とした県内の震災伝承施設等
の各々の特色や展示内容、イベント情報等を発信することにより、震災伝承施設の来館
者の拡大を図る。

426,300 ○

2 震災伝承活動推進事業 継続
土木部

土木企画課

　東日本大震災の風評払拭・風化防止や防災力の強化に県として効果的・効率的に取り
組むため、震災伝承の広報等を行う（一財）3.11伝承ロード推進機構に対して、震災伝承
施設の情報発信・広報に関する事業や啓発活動に要する費用の一部を負担する。

2,000 ○ ○

④ 1-3-(3)-④：復興祈念公園等による犠牲者への追悼と鎮魂､震災の記録と教訓の伝承、復興への強い意志の発信等　　【2-4-⑫再掲】

1 復興祈念公園整備事業 継続
土木部

まちづくり推進課
　東日本大震災の犠牲者への追悼と鎮魂、震災の記憶と教訓の伝承、復興への強い意
志の発信等を目的とした復興祈念公園を整備する。

2,066,166 ○

⑤ 1-3-(3)-⑤：東日本大震災・原子力災害伝承館等を中心としたホープツーリズムの推進　　【4-4-④再掲】

1 ホープツーリズム運営・基盤整備
事業

一部
新規

観光交流局
観光交流課

　ホープツーリズムの関連コンテンツ、モデルコース等の最新情報を整理・集積した総合
窓口の運営を行うとともに、ホープツーリズムの更なる深化・拡大に向け、一般観光客向
けの情報発信を行う。また、コロナが収束したことにより、県内へのインバウンドの入込も
増加していることから、多言語ガイドの育成等インバウンド誘客を図り、海外における風
評対策につなげる。

216,659 ○ ○

2 ホープツーリズム拡充等浜通り観
光支援事業

一部
新規

観光交流局
観光交流課

　教育旅行や企業研修といった従来の団体向けホープツーリズムとは異なり、一般観光
をフックとした新たな個人向けホープツーリズムによる誘客を目指すことにより、浜通りに
おける関係人口の拡大と観光需要の創出を図る。

164,443 ○ ○

⑥ 1-3-(3)-⑥：ＪＲ常磐線の利便性向上・基盤強化等

1 JR常磐線の利便性向上等に向け
た取組

継続
企画調整部
地域振興課

　JR常磐線は、住民の帰還に非常に重要なインフラである一方、福島県国際研究教育
機構（F-REI）の設立による福島イノベーションコースト構想の更なる推進など、浜通りと
首都圏を結ぶ大動脈として利活用が大いに期待されている。復興を加速化させるきっか
けとしたいことから、ＪＲ常磐線の利便性向上等に向けて、ＪＲ東日本を始め、国や関係
団体と協議を続ける。

―

⑦ 1-3-(3)-⑦：交流拠点の確保・形成と地域コミュニティの形成

1 生活拠点コミュニティ形成支援事業 継続
避難地域復興局

生活拠点課
　復興公営住宅のコミュニティの維持・形成のために、コミュニティ交流員を配置し、入居
者同士や地域住民との交流活動を支援する。

150,959 ○ ○

⑧ 1-3-(3)-⑧：移住・定住の促進　　【2-4-⑥再掲】

1 避難地域への移住促進事業
一部
新規

避難地域復興局
避難地域復興課

　避難地域12市町村への移住を促進するため、ふくしま12市町村移住支援センターを中
心に、戦略的な情報発信、移住希望者の呼び込みや定着のための受入体制強化の支
援などに加え、移住に要する一時的な費用負担等の軽減を目的に、移住者に対し支援
金の給付を行う。

1,353,181 ○ ○

2 歩いて楽しむ復興探究事業 継続
避難地域復興局
避難地域復興課

　避難地域12市町村において、復興の実情や地域の景観等を多くの人に実感してもらう
ため、歩いて復興の状況に触れることのできるモデルコースづくりや、イベントの開催等
を実施する。

20,000 ○ ○

3 多文化共生推進事業 新規
生活環境部

国際課

　多文化共生社会の形成を推進するため、コーディネーターの配置等により外国人住民
に対する日本語教育を推進するとともに、関係団体との連携により、やさしい日本語の普
及促進や外国人住民の社会参画促進等に取り組む。

22,928 ○ ○

4 福島県多世代・同居近居推進事業 継続
土木部

建築指導課
　子育て環境や高齢者の見守りの充実等を図るため、親世帯と子ども世帯が同居・近居
するための住宅取得やリフォームに対し、補助金を交付する。

78,896 ○ ○

5 福島に住んで。移住・定住促進事
業

継続
企画調整部

ふくしまぐらし
推進課

　多様なイベントやセミナーを開催し、関係人口の拡大を図るとともに、移住者等の受入
体制を整備する。さらに、WEB媒体等を活用しながら本県の魅力を積極的かつ効果的に
発信することで、本県への移住を促進する。

119,687 ○ ○

6 ふくしま移住支援金給付事業
一部
新規

企画調整部
ふくしまぐらし

推進課

　首都圏から本県への移住を促進し、担い手の確保を図ることを目的として、一定の要
件を満たす移住者に対する移住支援金等を給付するため、市町村に補助金を交付す
る。

291,869 ○ ○
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重点プロジェクトの取組に紐づく主要事業一覧  １　避難地域等復興加速化プロジェクト

種別 担当課 事業概要
事業費

（単位：千円）
重点 再掲事業名

7 福島県空き家対策総合支援事業 継続
土木部

建築指導課

　定住・交流人口拡大の促進、新婚・子育て世帯の安心して子育てできる環境づくり、被
災者・避難者の住宅再建、市町村の地域・まちづくり等に対応しながら、空き家対策を総
合的かつ効果的に実施するため、市町村が主体となり地域の実情を踏まえて行う空き家
対策事業に対し、補助金を交付する。

115,000 ○ ○

8 来て ふくしま 住宅取得支援事業 継続
土木部

建築指導課

　県外から県内への若年世帯・子育て世帯の移住、良質な住宅取得、地域の活性化を
強力に進めるため、市町村が主体となって地域の実情を考慮して行う住宅取得事業に対
し、補助金を交付する。

80,500 ○ ○

⑨ 1-3-(3)-⑨：関係人口・交流人口の拡大や消費の拡大　　【2-4-⑦再掲】

1 「転職なきふくしまぐらし。」推進事
業

一部
新規

企画調整部
ふくしまぐらし

推進課

　テレワークを切り口とした関係人口創出等を図るため、個人を対象に県内でのテレワー
クとくらし体験の支援や、首都圏企業を対象とした地域体験・滞在型テレワーク機会の提
供等を通じて、本県のテレワーク環境の魅力発信と地域と個人・企業との継続的な関係
性を構築し、将来的な移住に結びつける。

134,399 ○ ○

2 パラレルキャリア人材共創促進事
業

継続
企画調整部

ふくしまぐらし
推進課

　震災からの復興、過疎の進行など地域課題や事業課題を抱える県内事業者と、高い専
門性・地方貢献意欲を有する首都圏等の副業人材や地方創生・CSV等に積極的な首都
圏企業とのマッチングを通じて、課題の解決とともに、両者の交流から生まれる関係人口
づくりと、移住のきっかけづくりを促進する。

47,438 ○ ○

3 人の魅力が人を呼び込む関係人
口連鎖事業

新規
企画調整部

ふくしまぐらし
推進課

　福島との関係性が薄い層をターゲットとして、地域キーパーソンと連携した首都圏セミ
ナーや、県内で福島のヒト・モノ・コトを体験する「MyふくしまUp Dateツアー」を開催し、福
島県の魅力を発信することで新たな関係人口の創出・拡大を図る。

25,571 ○ ○

4 ふくしま若者Uターン促進プロジェク
ト事業

継続
企画調整部

ふくしまぐらし
推進課

　首都圏に在住する本県出身の若者を対象に、大規模交流会等の開催やオンラインコ
ミュニティの運用により、本県と関わる機会の提供やＵターン潜在層におけるコミュニティ
の形成等を図り、将来的なＵターンを促進する。

35,000 ○ ○

5 浜通り地域等交流人口・消費拡大
支援事業

継続
観光交流局
観光交流課

　浜通り地域等15市町村の交流人口・消費拡大に向けて、誘客コンテンツの開発等を支
援するとともに、域外からの来訪者による消費喚起を促し、地域経済の活性化を図る。

932,000 ○

6 ふくしまファンクラブ情報発信事業
一部
新規

企画調整部
ふくしまぐらし

推進課

　ふくしまの応援団であるふくしまファンクラブの運営と本県の魅力等の情報発信を行うこ
とにより、本県への理解や共感の輪を広げるとともに関係人口の創出・拡大・深化を促進
する。

13,856 ○

種別 担当課 事業概要 事業費
（単位：千円）

重点 再掲

①

1 カーボンニュートラル・水素関連産
業推進事業

継続
商工労働部

次世代産業課

　2050年カーボンニュートラルと水素社会の実現を目指し、県内企業等による脱炭素関
連分野における技術開発に向けた取組や産学連携による水素関連研究等の取組を推
進するとともに、関連分野を担う人材の育成に取り組む。

33,560 ○ ○

2 脱炭素社会の実現に向けた水素
利用推進事業

一部
新規

企画調整部
エネルギー課

　県内における水素ステーションの整備拡大、水素モビリティの導入拡大に向けた支援
等を実施する。

819,097 ○

3 カーボンニュートラル推進事業
一部
新規

生活環境部
環境共生課

　ふくしまカーボンニュートラル実現会議を中心に、新たに制定した条例のもとで、県民、
事業者などへの機運醸成と実践拡大に向けた取組をさらに推進する。

265,304 ○ ○

4 市町村脱炭素化推進事業 継続
生活環境部
環境共生課

　地球温暖化対策推進法に定める地方公共団体実行計画（区域施策編）等の策定や、
率先して脱炭素の取組を進める市町村を支援し、県、市町村及び地域住民等あらゆる主
体が一体となった脱炭素化を推進する。

12,803 ○

1-3-(4)-①：脱炭素まちづくりの推進

事業名

（４）環境先進地域を目指したまちづくり
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２ 人・きずなづくりプロジェクト

取組の方向性

１ 日本一安心して子どもを生み、育てやすい環境づくり

２ 復興を担う心豊かなたくましい人づくり

子育てに関する相談体制の整備や保育サービスの充実に取り組
みます。

また、子育てにおける安心・安全の確保に向け、希望する学校
や保育所等における給食の検査体制を継続するとともに、地域ぐ
るみの子育て環境の整備に取り組みます。

さらに、18歳以下の県民の医療費無料化を継続していくとと
もに、子どもたちが安心して遊び、運動ができる環境の整備に取
り組みます。

道徳教育やボランティア等の社会活動への参画を通じて、豊
かな心の育成に取り組むとともに、国際化の進展に対応できる
“ふくしまならでは”の教育を行います。

また、体力の向上に向けた運動する機会の確保を進めるとと
もに、子どもたち自らが健康の保持・増進を図ることができる
ような健康教育や食育に取り組みます。

さらに、学校施設等の復旧や奨学金による就学支援、教員の
資質向上等を通して、子どもたちの学ぶ環境を整備します。

３ 産業復興を担う人づくり

県内での産業集積を目指す分野における人材育成を支援しま
す。

  県立高校においては、先端技術教育の推進や県内高等教育機
関と連携した人材育成等に取り組むとともに、テクノアカデミ
ーにおいては、企業ニーズに合致した教育訓練を行います。

また、ふくしま産業人材育成コンソーシアム等の産学官の連
携による産業人材の育成に取り組むほか、各企業・団体が実施
する研修等への支援を行います。

４ ふくしまをつなぐ、きずなづくり

全国に避難している方々への情報提供を継続するとともに、
県内では食品にとどまらない多様な分野での地産地消を促進し
ます。

また、県内外を問わずふくしまを応援する企業・団体・個人
との交流・連携を促進し新たなきずなづくりに取り組みます。

さらに、大阪•関西万博や国際会議等の機会を捉えて、本県
の復興の状況等についての情報を発信すること等を通して国際
交流を促進します。

 　　22



福島県で子育てを行いたいと回
答した県民の割合（意識調査）

婚姻数 合計特殊出生率 周産期死亡率

小児科医師数（人口10万対）
男性の育児休業の取得率（民間
（事業所規模30人以上））

男性職員の育児休業の取得率
（福島県※知事部局）

保育所入所希望者に対する待機
児童数の割合

放課後児童クラブの申込児童に
対する待機児童数の割合

分娩取扱医師数（人口10万対）

関連する主な指標 ＜総合計画から抜粋＞

１ 日本一安心して子どもを生み、育てやすい環境づくり

２ 復興を担う心豊かなたくましい人づくり

３ 産業復興を担う人づくり

４ ふくしまをつなぐ、きずなづくり

市町村生涯学習講座受講者数
（人口千人当たり）

地元自治体等と共に課題解決に
向けた学習活動を実施した学校
の割合（高等学校）

震災学習の実施率

全国学力・学習状況調査の全国
平均正答率との比較値（全国＝
100）（小・中学校）（国語・算数・
数学）

ふくしま学力調査の結果の経年
比較により、学力が伸びた児童
生徒の割合（小・中学校）（国語・
算数・数学）

CEFR A1・A2以上（英検３級・
準2級以上相当）の英語力を有
する生徒の割合（中学3年生・高
校３年生）

時間外勤務時間月８０時間を超
える教職員の割合

地域の課題を解決するための提
言や、社会に貢献する何らかの
活動を行った生徒の割合

不登校の児童生徒数（小・中・高）
※1,000人当たりの出現率

全国体力・運動能力、運動習慣
等調査における新体力テストの
全国平均との比較値（全国＝
100）（小５・中２）（男子・女子））

自分手帳の活用率（小・中・高）
肥満傾向児出現率の全国平均と
の比較値（全国＝100）

放課後児童クラブの申込児童に
対する待機児童数の割合

NPOやボランティアと県内自治
体等との協働事業件数

日頃、人と人の支え合いや絆を
実感していると回答した県民の
割合（意識調査）

地域創生総合支援事業（サポー
ト事業）のうち「一般枠」の採択
件数

地域おこし協力隊定着率

文化活動やスポーツ活動に積極
的に参加していると回答した県
民の割合（鑑賞を含む）（意識調
査）

県立美術館・県立博物館・文化財
センター白河館の入館者数（県立
美術館・県立博物館・県文化セン
ター白河館）

成人の週１回以上の運動・ス
ポーツ実施率

プロスポーツチームのホーム公
式戦平均入場者数

人口の社会増減 移住者数 移住世帯数
移住ポータルサイトへのアクセス
数

都内の移住相談窓口における相
談件数

移住コーディネーターの活動件
数

移住者受入団体数
「福島県は外国人にとって暮らし
やすい」と回答した外国人住民
の割合（意識調査）

｢多様性を理解した社会づくりが
進んでいる｣と回答した県民の
割合（意識調査）

来街者による賑わいが維持でき
ていると回答した商店街の割合

移住を見据えた関係人口創出
数

ふくしまファンクラブの会員数

ふくしま復興ステーションにおけ
る「復興のあゆみ」ページの閲覧
数

MICE（国際的な会議等）件数
東日本大震災・原子力災害伝承
館の来館者数

復興知事業で構築したプログラ
ムの地元小中高生現地参加者数

人材育成事業の対象学科（工業
学科・農林水産業学科・商業学
科）の新規高卒者の県内就職率

技能検定合格者数
福島県次世代育成支援企業認
証数

新規高卒者の県内就職率
新たに大学生と活性化に取り組
む集落数

※各指標の目標値などについては総合計画を参照ください
（網掛けは基本指標、その他は補完指標）。

２ 人・きずなづくりプロジェクト
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重点プロジェクトの取組に紐づく主要事業一覧  ２　人・きずなづくりプロジェクト

１ 日本一安心して子どもを生み、育てやすい環境づくり

種別 担当課 事業概要
事業費

（単位：千円）
重点 再掲

① 2-1-①：子どもや親の不安や悩みに対する相談体制の整備

1 初期救急医療体制整備事業 継続
保健福祉部
地域医療課

　小児初期救急センターの運営に必要な職員諸手当を補助することにより、地域の小
児救急体制を確保し、子育て世代の家族の安心安全の確保を図る。

3,852 ○ ○

2 福島県周産期医療システム整備事
業

継続
保健福祉部
地域医療課

　妊娠、出産から新生児に至る高度で専門的な医療を効果的に提供する総合的な周
産期医療体制を整備し、安心して子どもを生み育てることができる環境づくりを図る。

178,367 ○

3 教育相談推進事業 継続
教育庁

義務教育課

　児童生徒の問題行動の多様化・深刻化に加え、心のケアを要する児童生徒の増加
を受け、問題行動の未然防止と早期解決を図るため、スクールカウンセラー等の派
遣・配置や学校教育相談員による電話相談等を実施する。

691,585 ○ ○

4 スクールカウンセラー活用事業 継続
教育庁

高校教育課

　東日本大震災で被災した県立高等学校及び避難した生徒を受け入れている県立高
等学校にＳＣを派遣し、生徒の心のケアをする。また、生徒の問題行動や不登校等の
未然防止のため、生徒の状況を早期に把握し、対応するとともに、教職員の教育相談
に関する資質向上を図る。

121,722 ○ ○

5 ヤングケアラー支援体制強化事業
一部
新規

こども未来局
児童家庭課

　ヤングケアラーの早期把握及び支援にあたっては、多機関が連携した支援体制づく
りが必要である。支援体制強化のため、支援者への研修や市町村等への支援体制の
構築及び強化への支援、SNSによる情報発信等を実施する。

16,793 ○

6 不妊治療支援総合対策事業 新規
こども未来局
子育て支援課

　こどもを持ちたいと望む方で不妊治療を必要とする方が、安心して治療を受け、希望
をかなえることのできる環境を整えるため、県立医大生殖医療センターの診療体制強
化、不妊治療費の助成及びセミナーの実施による不妊治療と仕事の両立支援を実施
する。

292,910 ○

7 妊産婦等支援事業 継続
こども未来局
子育て支援課

　核家族化・地域のつながりの希薄化等により、地域において妊産婦やその家族を支
える力が求められていることから、地域の特性に応じた妊娠期から子育て期にわたる
切れ目のない支援を行うための事業を実施する。

1,143 ○

8 産前・産後支援事業 継続
こども未来局
子育て支援課

　安心してこどもを産み育てる環境を整備するため、妊婦や乳幼児を持つ保護者を対
象に、子育てや健康・母乳等に関して、保健師や助産師による相談体制を充実させ、
不安解消に努める。また、市町村の保健師や医療従事者に対して研修を実施し、相談
対応の充実を図る。

23,852 ○

9 家庭訪問型子育て支援事業 継続
こども未来局
子育て支援課

　ホームスタート事業の中核となるオーガナイザーの人材を確保し、育成するための
研修会を実施し、新たな団体の設立に向けた支援を行う。また、こどもやその家族、子
育て支援者等を対象とした講演会を開催し、ホームスタート事業の周知を図る。

495 ○

10 市町村妊娠出産包括支援推進事
業

継続
こども未来局
子育て支援課

　市町村がこども家庭センターを設置して、妊娠期から子育て期にわたる切れ目のな
い支援を行う体制を整備できるよう、市町村等に対して連絡調整会議や研修会を実施
する。

36,484 ○

11 虐待から子どもを守る総合対策推
進事業

継続
こども未来局
児童家庭課

　児童虐待の未然防止及び迅速かつ適切な対応に向けて、関係機関の連携強化、児
童相談所職員の専門性向上、市町村における相談体制強化への支援などを行う。

30,252 ○

12 児童相談所相談体制強化事業 継続
こども未来局
児童家庭課

　児童相談所において、児童及び保護者に対する相談対応を行うほか、職員の資質
向上に向けた研修受講などを行う。

53,799 ○

13 こどもの夢を応援する事業 継続

こども未来局
こども・青少年

政策課
児童家庭課

　こどもたちの将来が生まれ育った環境によって左右されることのないよう、様々な支
援制度を活用してもらうための取組や、社会的養護を必要とする児童の自立に向けた
支援を行う。

43,187 ○ ○

14 母子家庭等自立支援総合対策事
業

継続
こども未来局
児童家庭課

　ひとり親家庭の自立促進を図るため、就業相談、求人情報の提供、就職に有利な資
格取得の支援等を行うとともに、生活一般の相談支援や講習会・交流会を実施する。
また、ひとり親家庭のこどもに学習支援等を行う市町村に対して補助金を交付する。

44,549 ○

15 医療的ケア児支援事業 継続
こども未来局
児童家庭課

　医療的ケア児及びその家族等に対し相談支援等を行う医療的ケア児支援センター
の運営や、地域で支援の総合調整を担う医療的ケア児等コーディネーターの養成等を
行うほか、市町村に対し支援体制整備を図るための費用を補助する。

17,305 ○

16 こどもの見守り・自立応援事業 継続
こども未来局
児童家庭課

　児童虐待の予防から自立の支援まで、援助を必要とするこどもの状況に応じた相
談・支援体制を充実強化する。

88,344 ○

17 妊婦にやさしい遠方出産支援事業
一部
新規

こども未来局
子育て支援課

　周産期医療体制の集約により居住地によって産科医療機関等までのアクセスに差
が生じていることから、遠方で出産や妊婦健診を受診する必要のある妊婦等に対し
て、医療機関等までの交通費及び宿泊費を助成する事業を実施する市町村に対して
補助する。

10,599 ○

18 困難な問題を抱える女性への支援
体制構築事業

継続
こども未来局
児童家庭課

　困難な問題を抱える女性が相談へ繋がり、それぞれの意思を尊重されながら最適な
支援を受けることができる体制を構築するため、関係機関との調整、市町村への研修
等の実施、民間団体への支援・補助などを実施する。

34,932 ○

19 福島県立乳児院管理運営経費 新規
こども未来局
児童家庭課

　若松乳児院を廃止し、新たに設置する福島県立乳児院の運営について、指定管理
者への委託により実施する。

212,344 ○

20 県立乳児院多機能化推進事業 新規
こども未来局
児童家庭課

　新設する福島県立乳児院に「家庭生活に困難を抱える特定妊婦等に対する産前産
後の母子支援」や「里親支援」の新たな役割を担わせ多機能化を推進することで、 本
県の社会的養育環境の充実を図る。

105,535 ○

事業名
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重点プロジェクトの取組に紐づく主要事業一覧  ２　人・きずなづくりプロジェクト

種別 担当課 事業概要
事業費

（単位：千円）
重点 再掲事業名

② 2-1-②：学校や保育所等における給食の検査体制の継続

1
児童福祉施設等給食体制整備事
業

継続
こども未来局
こども・青少年

政策課

　児童福祉施設等の給食用食材に対する保護者等の不安を軽減し、給食に関してよ
り一層の安全・安心を確保するため、児童福祉施設等の給食の検査体制の整備を図
る。

69,125 ○

2 学校給食安全・安心対策推進事業
一部
新規

教育庁
健康教育課

　学校給食の食材に対する保護者等の不安を軽減するとともに、学校給食の一層の
安全・安心を確保するため、学校給食用食材の放射性物質事前検査及び給食１食を
対象とする事後検査（モニタリング事業）を実施する。
　また、県立学校における学校給食の放射性物質検査機器の老朽化に対応するた
め、機器の修繕等を行う。

107,283

③

1 子どもの医療費助成事業 継続
こども未来局
児童家庭課

　県内で安心してこどもを生み、育てやすい環境づくりを進めるため、市町村が行う18
歳以下の医療費無料化事業に必要な費用を補助する。

4,986,413 ○

④ 2-1-④：子どもたちが安心して遊び､運動できる環境の整備

1 ふくしま子ども自然環境学習推進
事業

継続
生活環境部
自然保護課

　県内の子どもたちを対象に、尾瀬の優れた自然環境の中で行う質の高い環境学習
を推進し、生物多様性の重要性や自然との共生に対する意識の醸成を図り、豊かな
自然環境を次世代に継承していく。

13,739 ○

2 屋内遊び場確保事業 継続
こども未来局
こども・青少年

政策課

　屋内遊び場の整備及び運営に要する費用について市町村に補助することにより、こ
どもたちの体を動かす機会の確保を図る。

233,856 ○

3 県立高等学校再編整備事業（施
設）

継続
教育庁

施設財産室
　県立高等学校改革前期・後期実施計画に基づき、統合を予定している学校につい
て、必要となる施設整備を行う｡

658,809 ○

4 県立高等学校再編整備事業 継続
教育庁

県立高校改革室

　県立高等学校改革前期実施計画では県立高等学校25校を13校とする統合を、県立
高等学校改革後期実施計画では県立高等学校8校を4校とする統合を予定している。
高等学校再編を進めるに当たり、魅力化を図るとともに、統合により必要となる学校施
設・設備等の整備を行う。

243,061 ○

⑤ 2-1-⑤：地域ぐるみの子育て環境の整備

1 地域学校協働本部事業 継続
教育庁

社会教育課

　未来を担う子どもたちを健やかに育むため、学校と地域の連携・協働体制づくりを進
めるとともに、地域と学校の協働活動の支援等を通して自律的な地域コミュニティの再
生を図る。

170,219 ○ ○

2 ともに輝くふくしまライフスタイル推
進事業

新規
生活環境部

共生社会・女性活
躍推進課

　人口流出対策の取組のうち、若年女性の県外流出の要因の一つである「固定的な
性別役割分担意識」を解消するため、性別にかかわらず共に協力し合って家事に取り
組む「とも家事」を推進するとともに、アンコンシャス・バイアスへの気づきと行動変容
につなげる取組を進める。

65,933 ○

3 ふくしまで輝く女性活躍促進事業
一部
新規

生活環境部
共生社会・女性活

躍推進課

　女性活躍推進をテーマとしたシンポジウムを開催するほか、女性活躍推進に取り組
む企業や様々な分野で活躍するロールモデルをポータルサイト「キラっとふくしま」など
で県内外に発信する。

8,039 ○

4 世代間交流による地域コミュニティ
再構築事業

継続
こども未来局
こども・青少年

政策課

　社会全体で子育てを支援するため、昔ながらの遊びや伝統をこどもたちに伝える「地
域の寺子屋」を県内各地で開催し、本県の復興を担うこどもたちを社会全体で育てる。

3,655 ○

5 やさしさあふれるふくしま子育て応
援事業

継続
こども未来局
こども・青少年

政策課

　福島県で子育てを行いたいという県民が増えるよう、地域社会や企業とともに子育て
応援パスポートや子育て応援駐車場の取組を推進し、こどもや子育て中の方を応援
する気運の醸成を図る。

16,036 ○

6
子育ち・子育て環境づくり総合対策
事業（地域で支える子育て推進事
業）

継続
こども未来局
こども・青少年

政策課

　地域全体で子育てを支援する機運の向上を図るため、民間団体が行う地域の子育
て支援の取組に対して補助を行う。

8,633 ○

7 地域の子育て支援事業 継続
こども未来局
子育て支援課

　子ども・子育て支援新制度に基づく各市町村子ども・子育て支援計画に従い、市町
村が実施する事業を支援するために交付金を交付する。

3,593,848 ○

8 青少年会館運営費補助事業 継続
こども未来局
こども・青少年

政策課

　福島県青少年会館の運営費の一部を補助するとともに、当該会館の敷地を新たな
児童相談所整備の用地とするため、当該会館の解体設計に係る費用を補助する。

33,497 ○

9 放課後児童クラブ施設整備事業 継続
こども未来局
子育て支援課

　放課後児童クラブの整備を行う市町村に対し、整備費用の一部を補助することによ
り、児童受入の環境整備を促進する。

20,038 ○ ○

10 放課後児童クラブ人材確保支援事
業

新規
こども未来局
子育て支援課

　放課後児童クラブの広報活動等により認知度や関心度を高め、多様な人材を発掘
するとともに、保育士・保育所支援センターのマッチング機能等を活用し、働き手を確
保しやすい体制を整え、また長期休業期の働き手確保も支援することにより、待機児
童の解消を図る。

14,099 ○ ○

⑥ 2-1-⑥：保育所や認定こども園の施設整備を促進するなど保育サービスの充実

1 病院内保育所運営費補助事業 継続
保健福祉部

医療人材対策室
　病院職員の離職防止及び未就業看護職員等の再就業の促進を図るため、医療機
関が行う院内保育事業に要する運営費の一部を補助する。

99,424 ○ ○

2 ふくしま保育料支援事業 継続
こども未来局
子育て支援課

　保育所等に入所する第3子以降の3歳未満児にかかる保育料について、市町村が減
免する額の一部を支援する。

105,011 ○

2-1-③：18歳以下医療費無料化
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種別 担当課 事業概要
事業費

（単位：千円）
重点 再掲事業名

3 保育所等安全対策推進事業 継続
こども未来局
子育て支援課

　保育所や認定こども園、認可外保育施設等における安全対策を推進するため、巡回
指導や研修を行うなど、事故の未然防止を図る。また、認可外保育施設において、よ
り一層こどもを安心して育てることができる環境整備を支援する。

11,454 ○

4 認可外保育施設運営支援事業 継続
こども未来局
子育て支援課

　認可外保育施設に入所する児童の健康管理、保育環境や職員の質の向上を図るた
め、経費の補助や研修を実施する。

4,205 ○

5 就学前教育・保育施設整備事業 継続
こども未来局
子育て支援課

　教育・保育の質の向上のため、認定こども園等の施設整備等を支援する。 11,029 ○

6 保育対策総合支援事業 継続
こども未来局
子育て支援課

　地域の実情に応じた多様な保育需要に対応するため、保育の受け皿の確保や保育
人材の確保に必要な措置を総合的に講じ、保育環境の整備を行う。また、総合的に講
じる支援の一環として、保育所等における医療的ケア児の受け入れ環境整備のため、
看護師配置等の費用の一部を補助する。

379,382 ○

7 保育の質の向上支援事業 継続
こども未来局
子育て支援課

　保育所、認定こども園、地域型保育事業、放課後児童クラブ等の地域子ども・子育て
支援事業に従事する職員の資質向上及び人材確保を図るため、各種研修を実施す
る。

46,835 ○

8 保育人材確保対策事業 継続
こども未来局
子育て支援課

　潜在保育士の再就職支援や保育所の潜在保育士活用支援等を行う「保育士・保育
所支援センター」を設置し、保育人材の確保を図る。

8,604 ○

9 保育人材総合対策事業 継続
こども未来局
子育て支援課

　県内の保育施設等における保育士の安定的な確保・定着を図るため、指定保育士
養成施設や保育関係団体、雇用関係機関と連携し、保育人材の総合的な対策を行
う。

11,344 ○

10 病児保育促進事業 継続
こども未来局
子育て支援課

　県内の病児保育事業の実施促進を図るため、病児保育施設の広域利用及び施設
整備を行う市町村を支援する。

16,968 ○

11 放課後児童クラブ施設整備事業 継続
こども未来局
子育て支援課

　放課後児童クラブの整備を行う市町村に対し、整備費用の一部を補助することによ
り、児童受入の環境整備を促進する。

20,038 ○

12 放課後児童クラブ人材確保支援事
業

新規
こども未来局
子育て支援課

　放課後児童クラブの広報活動等により認知度や関心度を高め、多様な人材を発掘
するとともに、保育士・保育所支援センターのマッチング機能等を活用し、働き手を確
保しやすい体制を整え、また長期休業期の働き手確保も支援することにより、待機児
童の解消を図る。

14,099 ○ ○

13 えがお輝くふくしまの保育支援事業
一部
新規

こども未来局
子育て支援課

　こどもたちを取り巻く「ヒト」（保育士）、「モノ」（遊具等の整備）、「コト」（遊びや活動）
の改善を一体的に図り、県全体の保育の質を向上させるため、「遊び」の場の環境改
善、臨床心理士等の派遣やセミナーの開催、保育士支援アドバイザーによる巡回相
談事業を実施する。

37,654 ○

14 保育士修学資金貸付等事業 継続
こども未来局
子育て支援課

　保育士資格取得を目指す学生に対する修学資金や潜在保育士の再就職のための
準備に必要な費用等の貸付を行い、保育人材の確保を図る。

172,290 ○

15 私立幼稚園子育て支援推進事業 継続
総務部

私学・法人課

　私立幼稚園等における子育て支援活動を推進するため、正規の教育時間終了後や
土曜日等の預かり保育の実施、地域の保護者の子育て等に関する相談活動などの
取組に対して、その経費を助成する。

265,500 ○

２ 復興を担う心豊かなたくましい人づくり

種別 担当課 事業概要 事業費
（単位：千円）

重点 再掲

① 2-2-①：理数教育､放射線・防災教育の充実や国際化の進展に対応できる人づくりなどによる“ふくしまならでは”の教育の推進、震災の記憶の継承

1 次世代へつなぐ震災伝承事業 継続
文化スポーツ局

生涯学習課

　語り部団体等の連携強化や、人材育成、県外等への語り部派遣を行うことで、語り
部等の持続的な活動の仕組みづくりに取り組み、次世代への震災の記憶と教訓の伝
承につなげていく。

24,992 ○

2 震災・原発災の経験・教訓、復興状
況伝承事業

継続
文化スポーツ局

生涯学習課

　東日本大震災を経験していない子ども達が年々増加している中、復興・再生に邁進
している団体等に対する取材を通して、子ども達がふるさとの良さや未来について考
え、ふるさとへの愛着心を育みながら、自分の言葉で新聞にまとめ、福島の復興を国
内外に広く発信する。

7,715 ○

3 東日本大震災・原子力災害伝承館
学習活動支援事業

継続
文化スポーツ局

生涯学習課
　県内外の小中学校、高等学校及び特別支援学校の児童生徒が、学習活動で伝承
館を活用する際の費用に対し、予算の範囲内で補助を行う。

32,176 ○

4 地域連携型人材育成事業（双葉地
区教育構想）

継続
文化スポーツ局

スポーツ課

　「真の国際人として社会をリードする人材の育成」を基本目標とする双葉地区未来創
造型リーダー育成構想の一環として、バドミントン・レスリング競技の専任コーチを招
聘・国内トップレベルの指導を行い、世界を舞台に活躍できる人材（スポーツ・スペシャ
リスト）の育成を目指す。

26,063 ○

5 東日本大震災福島県復興ライブラ
リー整備事業

継続
教育庁

社会教育課
　被災地域の図書館及び公民館図書室が行う学校図書館支援活動や地域住民の学
習環境を整えるため、移動図書館車の巡回による資料の貸出を行う。

2,914 ○

6 震災と復興を未来へつむぐ高校生
語り部事業

一部
新規

教育庁
高校教育課

　震災と復興に関する地域課題探究活動を通して、福島における震災、復興、未来に
ついて、自分の考えを持ち、自分の言葉で語ることのできる「高校生語り部」を育成す
る。この学びの過程で、生徒の思考力、判断力、表現力等を育成するとともに、震災に
関わる風化防止、風評払拭につなげる。

17,187 ○

7 ふくしまの未来を医療で担う夢応援
事業

継続
教育庁

高校教育課

　医療を志望する生徒に対して、県立医科大学において、最新の医学や地域医療に
ついての講義・講演、実習、県内出身の学生とのディスカッション等を開催し、医療の
面で本県の地域医療に貢献できる人づくりを支援する。

2,804 　 ○

事業名
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種別 担当課 事業概要
事業費

（単位：千円）
重点 再掲事業名

8 WWLコンソーシアム構築支援事業 継続
教育庁

高校教育課

　原子力災害からの復興を果たし、グローバル・リーダーの資質・能力の育成に取り組
むふたば未来学園中学校・高等学校を拠点校に指定し、探究と海外研修を軸に、大
学と連携したカリキュラム開発・実践、その体制整備を支援する。県内外・海外の連携
校や国際機関等ともネットワークを形成していく。

11,528 ○

9
ふくしまっ子の可能性を伸ばす支
援事業

継続
教育庁

義務教育課

　小中学校の学力向上に向け,算数・数学の担当教員の指導力向上や教科担任制の
推進を行うため、指導主事による学校訪問や、オンライン研修等により、教員の指導
力向上や教員同士の学び合う文化の醸成、授業の質的改善を目指す。

3,799 ○

10 ふくしま高校生学びの変革支援事
業

継続
教育庁

高校教育課

　難関大学志望者等を対象とした合同学習会を開催し、次代を担うリーダーとしての
資質・能力の伸長及び難関大学受験に対応できる学力の向上を図る。また、各校での
理数教育や思考力等を育む取組等を支援することで学びの変革を推進し、本県高校
生の進路実現につなげる。

17,072 　

11 グローバル人材育成事業 継続
教育庁

高校教育課

　本県の高校生がグローバルな視点で地域課題探究活動を進め、海外でその活動を
実践することを通して、チャレンジ精神、創造性、探究心などの資質・能力の向上を図
るため、地域の産学官が連携してグローバル人材の育成に取り組む。

42,726 ○

12 チャレンジ！子どもがふみだす体
験活動応援事業

継続
教育庁

社会教育課

　東日本大震災の経験を踏まえ、子どもたちの震災関連学習や多様な体験活動を推
進し、震災の記憶と教訓の継承を図るとともに、復興について考え・行動する社会活動
を通して、主体的に復興に寄与する新生ふくしまを担うたくましい子どもの育成を図
る。

133,602 ○

13 ふくしま絆ふれあい支援事業 継続
教育庁

社会教育課

　家庭や地域における人と人とのかかわりなど、子どもたちが様々な体験から得た思
いや感動、ふくしまへの思いや震災体験、それを乗り越えてきた気持ちやふくしまへの
エールや期待を込め十七音で表現した作品を県内外から募集することで、震災の風
化防止につなげ、震災の記憶の継承の一助とする。

1,610 ○

14 福島版震災・防災教育支援チーム
推進事業

新規
教育庁

教育総務課
社会教育課

　東日本大震災・原子力発電所事故からこれまでの様々な経験や取組の成果を教育
庁内・知事部局各課及び関係機関と共有するとともに、次のフェーズに合う学習内容
を連携して構築し、協働した学びを実施し、「福島だからできる」災害対応体制の構築
を図る。

709 ○

② 2-2-②：少人数教育をいかしたきめ細かな指導、魅力ある教材の開発、教員の資質向上等による確かな学力の育成

1 一人一人を伸ばすふくしま学力向
上推進事業

継続
教育庁

義務教育課
　ふくしま学力調査を実施することで児童生徒の学力の伸びを測定し、客観的なデー
タに基づいて分析することにより、本県児童生徒の一人一人の学力を確実に伸ばす。

61,894 ○

2 働き方と勤務の在り方変革事業 新規
教育庁
職員課

　全ての公立学校に働き方推進委員会を設置し、管理職及び推進員に研修を実施す
るとともに、希望校に直接伴走支援に入り、その成果を他の学校にも普及することで、
各学校独自の課題解決型業務改善の取組を推進する。

1,262 ○

③ 2-2-③：道徳教育やボランティア等の体験活動を通じた復興を支える豊かな心の育成

1 チャレンジ！子どもがふみだす体
験活動応援事業

継続
教育庁

社会教育課

　東日本大震災の経験を踏まえ、子どもたちの震災関連学習や多様な体験活動を推
進し、震災の記憶と教訓の継承を図るとともに、復興について考え・行動する社会活動
を通して、主体的に復興に寄与する新生ふくしまを担うたくましい子どもの育成を図
る。

133,602 ○ ○

2 人権教育開発事業 継続
教育庁

義務教育課
　人権教育の推進地域として市町村教育委員会に委託し、人権意識を培うための学
校教育の在り方について実践的な研究を行う。

745

3 道徳教育総合支援事業 継続
教育庁

義務教育課
　学習指導要領の趣旨等を踏まえ、創意工夫を生かした道徳教育を推進するための
実践研究を行う。

6,439 ○

4 ふくしま植樹祭開催事業 継続
農林水産部
森林計画課

　第６９回全国植樹祭の開催理念を継承するとともに、震災から復興するふくしまの元
気な姿を全国に発信するため、本県独自の植樹祭を開催する。

15,942 　

④ 2-2-④：子どもたちが自ら健康の保持･増進を図ることができるような健康教育や食育の推進

1 未来キッズ生き活き事業 継続
教育庁

社会教育課

　自然体験や体を動かすことの魅力を伝え、原子力発電所事故等により低下した子ど
もたちの体力向上や健康増進等につなげるため、自然の家においてアスレチック等を
いかした様々な体験活動を楽しめるイベントを開催する。

14,263 ○

2 ふくしまっ子健康マネジメントプラン 継続
教育庁

健康教育課

　児童生徒の健康課題を解決するため、健康教育に係る専門家を派遣し、運動習慣
の形成、食習慣の指導を行うとともに、児童生徒自らが健康課題に取り組めるよう自
己マネジメント力を育成するため自分手帳を活用した事業を実施する。また、当事業
の成果等を健康マネジメント支援委員会で評価・検証する。

8,817 ○

3 元気なふくしまっ子食環境整備事
業

継続
教育庁

健康教育課

　ふくしまの未来を担う子どもたちの「郷土愛」を育む地場産物活用を促進するため、
食育の観点から保健福祉部、農林水産部、教育委員会等が連携して、幼児期から児
童生徒まで「元気なふくしまっ子」が育つ環境整備を進める。

3,348 ○

4 ふくしまおいしく減塩緊急対策事業 継続
保健福祉部

健康づくり推進課

　第三次健康ふくしま21計画の基本目標である「誰もがすこやかにいきいきと活躍でき
る笑顔あふれる健康長寿ふくしまの実現」のため、県民の食塩摂取量の改善に焦点を
あて、減塩の実践を促すキャンペーンの実施や、働き盛り世代の食塩摂取量の実態
把握を行うとともに、減塩・適量教育に取り組む。

63,043 ○ ○

5 ふくしま’食の基本’推進事業 継続
農林水産部

農産物流通課

　震災と原子力災害の影響により、県内の子どもが地域の食に関する体験や知識を
得る機会が減少しているため、食に関する体験活動を推進するとともに、地域におけ
る食育推進活動を支援する。

13,267 ○ ○
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重点プロジェクトの取組に紐づく主要事業一覧  ２　人・きずなづくりプロジェクト

種別 担当課 事業概要
事業費

（単位：千円）
重点 再掲事業名

⑤ 2-2-⑤：中・高校生や大学生など若者の社会活動（ボランティアや地域活動）等を通じた復興への参画推進

1
ふくしまを創る若者のプラットフォー
ム構築事業

継続
教育庁

高校教育課

　地域ネットワーク推進委員の配置により学校・地域間の連携強化を図り、地域人材
等と協働する取組を支援し、伴走者のICT教材化を進める。また、地域課題探究活動
のロールモデルの生徒を育成し、高校生の郷土理解を促進し、将来的に福島を担う人
材の育成につなげる。

42,810 ○

2 統合校地域人材育成推進事業 継続
教育庁

県立高校改革室
　学校がなくなる地域において、統合校が地域と学校とのつながりを構築することで、
当該地域の活力源となり、地域の魅力向上と地域の担い手育成の推進を図る。

3,000 ○

⑥

1 福島県私学振興会貸付金 継続
総務部

私学・法人課

　私立学校の校舎等の整備促進や教育条件の向上を図るとともに、東日本大震災等
により被災した私立学校の災害復旧を支援し、その整備事業の実施に伴う負担を軽
減する。

271,057 ○ ○

2 私立学校被災児童生徒等就学支
援事業

継続
総務部

私学・法人課
　東日本大震災により被災した児童生徒等の就学を支援するため、授業料等減免措
置を行った私立学校に対して、減免相当額を補助する。

21,102 ○ ○

3 被災児童生徒等就学支援事業 継続
教育庁

義務教育課
　東日本大震災により経済的理由から就学が困難となった世帯の児童生徒に就学支
援等を実施した市町村に対し補助を行う。

228,484 ○

4 高校・大学等奨学資金貸付金 継続
教育庁

高校教育課
　能力があるにもかかわらず、経済的理由から修学困難と認められる高校・専修学校
（高等課程）、大学・高専等に在学する者に対して修学資金を貸与する。

305,005 ○ ○

5 私立高等学校等就学支援事業 継続
総務部

私学・法人課

　私立高等学校及び私立専修学校（大学入学資格を付与する高等課程に限る）等に
おいて、低所得世帯等の生徒の就学を支援するため、授業料や入学料の減免措置を
行った私立学校に対して、減免相当額を補助する。

130,318 ○

⑦ 2-2-⑦：被災した学校施設等の復旧　　【1-1-(4)-3に再掲】

1 福島県私学振興会貸付金 継続
総務部

私学・法人課

　私立学校の校舎等の整備促進や教育条件の向上を図るとともに、東日本大震災等
により被災した私立学校の災害復旧を支援し、その整備事業の実施に伴う負担を軽
減する。

271,057 ○ ○

⑧ 2-2-⑧：地域住民による放課後活動の支援など､学校・家庭・地域が一体となった地域全体での教育の推進

1 地域学校協働本部事業 継続
教育庁

社会教育課

　未来を担う子どもたちを健やかに育むため、学校と地域の連携・協働体制づくりを進
めるとともに、地域と学校の協働活動の支援等を通して自律的な地域コミュニティの再
生を図る。

170,219 ○

2 地域でつながる家庭教育応援事業 継続
教育庁

社会教育課

　本県の家庭教育推進上の大きな課題である「親の学び」を支援するために、家庭教
育について親自身が学ぶ機会が充実するように支援する。さらに、企業と連携して、地
域の家庭教育の推進を図る。

2,465 ○

3 ふくしまの未来をひらく読書の力プ
ロジェクト

継続
教育庁

社会教育課

　福島県全体の読書活動について検討する場や中学生・高校生の情報発信力を県内
外に発信する場、幼児期の読書の大切さを広報する場を設定することにより、読書環
境の改善を図る。また、各地域で活躍する読書活動支援者を育成するとともに、資質
向上を図り、自律的・自発的に活動できるよう支援する。

2,184 ○

３ 産業復興を担う人づくり

種別 担当課 事業概要 事業費
（単位：千円）

重点 再掲

① 2-3-①：廃炉や再生可能エネルギー、医療、ロボット、航空宇宙、ＩＣＴの分野など、ふくしまの将来の産業を担う人づくり　　【1-3-(1)イ-①に再掲】

1 未来へはばたけ！イノベーション人
材育成事業

継続
教育庁

義務教育課

　東日本大震災及び原発事故からの復興に向けて、再生可能エネルギーや医療・ロ
ボット分野の研究開発など、地域に根ざす新たな産業を創出する人材を育成するた
め、理数分野に対する児童生徒の興味・関心を高め、地域復興を担うトップリーダーを
育成する。

11,175 ○

2 福島イノベーション人材育成事業 継続
教育庁

高校教育課

　福島イノベーション・コースト構想の実現に向け、各校の特色をいかし、地域の企業
等と連携したイノベーティブな教育プログラムを継続し、チャレンジ精神を持って福島
県の復興・創生に貢献する人材の育成を進める。

43,432 ○ ○

3 福島イノベーション人材育成支援
事業

継続
教育庁

高校教育課

　福島イノベーション・コースト構想の実現を担う人材を育成するため、各高校の課題
の抽出・助言、企業等との連絡調整、成果発表会等の開催など、各高校の人材育成
に向けた取組を支援する。

30,714 ○ ○

4 ふくしまの未来を医療で担う夢応援
事業

継続
教育庁

高校教育課

　医療を志望する生徒に対して、県立医科大学において、最新の医学や地域医療に
ついての講義・講演、実習、県内出身の学生とのディスカッション等を開催し、医療の
面で本県の地域医療に貢献できる人づくりを支援する。

2,804 　 ○

5 エアロスペース人材育成事業 新規
商工労働部

産業人材育成課

宇宙関連機器の部材の製作に要求される技能者育成プログラムを開発するとともに、
企業在職者向けのセミナーを通して航空宇宙関連産業において活躍できる県内若年
技術者の育成を図る。

50,913 ○

6 福島イノベ構想推進産業人材確保
事業

継続
商工労働部

産業人材育成課
　福島イノベーション・コースト構想に資する人材を確保するため、工業系の高校等に
対して、企業見学や企業説明会等を実施する。

27,591 ○

7 ふくしまで生活基盤を築くための高
校生支援事業

継続
教育庁

高校教育課

　高校生の進路実現に向けて、各地区に進路アドバイザーを配置し、県内で学ぶ高校
生に生活基盤を築けるような支援を行うとともに、県外に避難している高校生がふくし
まに帰還し生活再建できるような支援を行う。

109,423 ○ ○

事業名

2-2-⑥：奨学金等による修学支援
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重点プロジェクトの取組に紐づく主要事業一覧  ２　人・きずなづくりプロジェクト

種別 担当課 事業概要
事業費

（単位：千円）
重点 再掲事業名

8
超スマート社会を担う産業人材育
成事業

新規
教育庁

高校教育課

　各学校において、地域と協働し、地域の人材や地元企業、大学等の関係機関と連携
しながら地域に貢献できる産業人材を育成する取組を展開する。技術革新と社会課題
を結びつけ、その解決に取り組むことで、ふくしまの未来を担う産業人材を育成する取
組を展開する。

15,571 　

9
ふくしまで働く医療関連産業次世代
人材育成事業

新規
商工労働部

医療関連産業集積
推進室

　医療機器開発をテーマとした段階的な人材育成事業の実施により、医療機器開発・
生産に興味を持たせる段階から職業選択の段階まで繋げるとともに、医療機器関連
企業に必要な実践的な人材を育成する。

39,807 ○

10 ふくしま水素エネルギー人材育成
事業

継続
商工労働部

産業人材育成課

水素エネルギーや燃料電池など水素の利活用に関する各種講座や課題製作を通して
若年者等の理解醸成を図るとともに、水素関連産業への新規参入や事業拡大を目指
す県内企業における水素関連人材を育成する。

39,521 ○

② 2-3-②：大学等による地域貢献や人材育成、地元定着への取組の支援など、県内高等教育の充実

1 福島大学等による地域貢献の推進 継続
企画調整部
企画調整課

　地域未来デザインセンターなど福島大学等による地域貢献活動を促進する。 ―

2 アカデミア・コンソーシアムふくしま
による地域貢献の促進

継続
企画調整部
企画調整課

　県内全ての高等教育機関が加盟するアカデミア・コンソーシアムふくしまによる地域
貢献活動を促進する。

―

③ 2-3-③：福島大学と連携した農学系人材の育成

1 福島大学食農学類地域課題解決
実践講座設置支援事業

継続
農林水産部
農林企画課

　鳥獣被害対策と産地競争力の強化に関する分野において、福島大学食農学類が地
域課題の解決に取り組む講座を設置する費用を支援し、高度な専門性を活かして本
県農業・農村の振興を図る。

20,000

④ 2-3-④：県立小高産業技術高等学校におけるロボット工学の基礎知識や実践的技術など先端技術教育の推進　　【1-3-(2)-③に再掲】

1 福島県教育復興推進事業 継続
教育庁

高校教育課

　双葉郡内８町村の小・中学校で実施する双葉郡教育復興ビジョン推進に係る様々な
事業及びふたば未来学園中学校・高等学校における特色あるカリキュラム編成・実証
に関する取組を実施する。また、南相馬地域の高校における地方創生を担う人材育成
のため、講演会や生徒・教員に対する研修等を実施する。

61,348 ○ ○

2 脱炭素社会の実現に向けた産業
人材育成事業

継続
教育庁

高校教育課

　小高産業技術高校における再生可能エネルギー人材育成の取組を、地域における
脱炭素行動の推進モデルとして位置づけ、地域社会での脱炭素行動の実装に向けて
必要な知識や技術の習得を図り、地域社会を牽引する人材を育成する。

4,917 ○ ○

⑤ 2-3-⑤：テクノアカデミー等による専門的かつ実践的な教育訓練や、事業者の自己研鑽や企業・団体の研修への支援

1 エアロスペース人材育成事業 新規
商工労働部

産業人材育成課

宇宙関連機器の部材の製作に要求される技能者育成プログラムを開発するとともに、
企業在職者向けのセミナーを通して航空宇宙関連産業において活躍できる県内若年
技術者の育成を図る。

50,913 ○ 〇

⑥ 2-3-⑥：ふくしま産業人材育成コンソーシアム等と地域産業との連携強化による産業人材の育成

種別 担当課 事業概要 事業費
（単位：千円）

重点 再掲

① 2-4-①：包括連携協定を結ぶ企業など、ふくしまを応援する方々（自治体、企業、NPO等）とのきずなづくりと新たなきずなをいかした連携の推進

1 ふくしま元気創造・発信イベント事
業

継続
企画調整部
地域振興課

　県内の子どもたちが注目度の高いファッションイベントに参加し、その様子や福島の
魅力を広く発信・PRすることで、本県への風評の払拭を図る。

8,000 ○

2 ふるさと・きずな維持・再生支援事
業

継続
文化スポーツ局

文化振興課

　東日本大震災及び原子力災害からの復興・創生に向け、ＮＰＯ法人等が実施する復
興支援、風評払拭及び中間支援等の取組の支援を通じて、本県のきずなの維持、再
生を図る。また、復興に意欲のある企業やNPO法人等、行政が地域の課題解決を検
討する場を設定し、復興に向けた協働事業の創出を図る。

88,616 ○

3 ふくしま「ご縁」継続・発展プロジェ
クト

継続
企画調整部
企画調整課

　連携協定を締結するなどご縁のある企業等が、福島県の復興支援、風評風化対策
などの情報発信、福島県への人の呼び込み等に取り組む場合、その取組に対する支
援を行うとともに、訪問等により積極的なＰＲを実施し、新たな『ご縁』の創出に取り組
む。

5,754 ○

4 地域創生総合支援事業
一部
新規

企画調整部
地域振興課

　地域が有する個別課題に機動的かつ柔軟に対応するとともに、地域振興のための
事業を支援することにより、個性と魅力あふれる地域づくりを総合的・効果的に推進す
る。

832,468 ○

② 2-4-②：県民による県産品の利活用や県内旅行の増加など､多様な分野における地産地消の推進

③ 2-4-③：復興支援員による復興まちづくりなど､県外の方とのきずなによる復興の推進・交流の促進

1 市町村復興・地域づくり支援事業 継続
企画調整部
地域振興課

　地域づくりの担い手等を対象としたスキルアップ研修や担い手同士の交流会等を行
い、地域協力活動等に取り組んでいる担い手の支援等を行う。

45,449 ○

④ 2-4-④：ＩＣＴ等を活用した避難者への情報発信による全国各地に分散している県民のきずなの維持

⑤ 2-4-⑤：地域の伝統芸能や文化､スポーツ等を通じたきずなの再生

1 アートによる新生ふくしま交流事業 継続
文化スポーツ局

文化振興課

　県内の子ども達に将来「新生ふくしま」を推進する人材として活躍してもらうため、
アーティストを講師として学校等に派遣し、子ども達とアーティストが楽しく交流しなが
ら創作活動を行うことで、文化芸術による心豊かな成長と創造力や感性を育む機会を
提供する。

9,632 ○

事業名

４ ふくしまをつなぐ、きずなづくり
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重点プロジェクトの取組に紐づく主要事業一覧  ２　人・きずなづくりプロジェクト

種別 担当課 事業概要
事業費

（単位：千円）
重点 再掲事業名

2 地域共生社会構築支援事業 継続
保健福祉部
社会福祉課

　誰もが生き生きと暮らせる地域共生社会の実現に向けた地域づくり強化のため、市
町村支援及び人材育成に取り組む。

6,962 ○ ○

3 ふくしま絆ふれあい支援事業 継続
教育庁

社会教育課

　家庭や地域における人と人とのかかわりなど、子どもたちが様々な体験から得た思
いや感動、ふくしまへの思いや震災体験、それを乗り越えてきた気持ちやふくしまへの
エールや期待を込め十七音で表現した作品を県内外から募集することで、震災の風
化防止につなげ、震災の記憶の継承の一助とする。

1,610 ○ ○

4 「地域のたから」民俗芸能総合支援
事業

継続
文化スポーツ局

文化振興課

　民俗芸能団体に発表の機会を提供するとともに、各団体の実情に応じた支援を行う
ことにより、民俗芸能の継承を図り、地域住民の絆の維持や、ふるさとへの誇りの醸
成につなげる。

20,340 ○ ○

5 ふくしまプロスポーツ地域活力創出
事業

一部
新規

企画調整部
地域振興課

　スポーツに親しむ機会の創出による、心豊かな暮らしやゆとりと潤いのある暮らしの
実現と、福島の子どもたちの夢の実現、心と身体の充実、交流人口の拡大を目指し、
県内の各プロスポーツチームと連携した事業を実施する。

101,971 ○

⑥ 2-4-⑥：移住・定住の促進　　【1-3-(3)-⑧に再掲】

1 避難地域への移住促進事業
一部
新規

避難地域復興局
避難地域復興課

　避難地域12市町村への移住を促進するため、ふくしま12市町村移住支援センターを
中心に、戦略的な情報発信、移住希望者の呼び込みや定着のための受入体制強化
の支援などに加え、移住に要する一時的な費用負担等の軽減を目的に、移住者に対
し支援金の給付を行う。

1,353,181 ○

2 歩いて楽しむ復興探究事業 継続
避難地域復興局
避難地域復興課

　避難地域12市町村において、復興の実情や地域の景観等を多くの人に実感してもら
うため、歩いて復興の状況に触れることのできるモデルコースづくりや、イベントの開催
等を実施する。

20,000 ○

3 多文化共生推進事業 新規
生活環境部

国際課

　多文化共生社会の形成を推進するため、関係団体等との連携により、外国人住民
等に対する日本語教育の推進を図るとともに、「やさしい日本語」の普及促進等に取り
組む。

22,928 ○

4 福島県多世代・同居近居推進事業 継続
土木部

建築指導課
　子育て環境や高齢者の見守りの充実等を図るため、親世帯と子ども世帯が同居・近
居するための住宅取得やリフォームに対し、補助金を交付する。

78,896 ○

5 福島に住んで。移住・定住促進事
業

継続
企画調整部

ふくしまぐらし
推進課

　多様なイベントやセミナーを開催し、関係人口の拡大を図るとともに、移住者等の受
入体制を整備する。さらに、WEB媒体等を活用しながら本県の魅力を積極的かつ効果
的に発信することで、本県への移住を促進する。

119,687 ○

6 ふくしま移住支援金給付事業
一部
新規

企画調整部
ふくしまぐらし

推進課

　首都圏から本県への移住を促進し、担い手の確保を図ることを目的として、一定の
要件を満たす移住者に対する移住支援金等を給付するため、市町村に補助金を交付
する。

291,869 ○

7 福島県空き家対策総合支援事業 継続
土木部

建築指導課

　定住・交流人口拡大の促進、新婚・子育て世帯の安心して子育てできる環境づくり、
被災者・避難者の住宅再建、市町村の地域・まちづくり等に対応しながら、空き家対策
を総合的かつ効果的に実施するため、市町村が主体となり地域の実情を踏まえて行う
空き家対策事業に対し、補助金を交付する。

115,000 ○

8 来て ふくしま 住宅取得支援事業 継続
土木部

建築指導課

　県外から県内への若年世帯・子育て世帯の移住、良質な住宅取得、地域の活性化
を強力に進めるため、市町村が主体となって地域の実情を考慮して行う住宅取得事業
に対し、補助金を交付する。

80,500 ○

⑦ 2-4-⑦：関係人口・交流人口の拡大や消費の拡大　　【1-3-(3)-⑨に再掲】

1 東京2020オリンピック・パラリンピッ
クレガシー事業

継続
文化スポーツ局

スポーツ課

　東京オリンピック・パラリンピック競技大会で生まれたレガシーの継承に向け、あづま
球場における各種大会の誘致やアスリートとの交流、都市ボランティアの活動機会の
提供等に取り組み、スポーツによる交流人口の拡大と本県の復興の加速化を図る。

16,411 ○ ○

2 「転職なきふくしまぐらし。」推進事
業

一部
新規

企画調整部
ふくしまぐらし

推進課

　テレワークを切り口とした関係人口創出等を図るため、個人を対象に県内でのテレ
ワークとくらし体験の支援や、首都圏企業を対象とした地域体験・滞在型テレワーク機
会の提供等を通じて、本県のテレワーク環境の魅力発信と地域と個人・企業との継続
的な関係性を構築し、将来的な移住に結びつける。

134,399 ○

3 パラレルキャリア人材共創促進事
業

継続
企画調整部

ふくしまぐらし
推進課

　震災からの復興、過疎の進行など地域課題や事業課題を抱える県内事業者と、高
い専門性・地方貢献意欲を有する首都圏等の副業人材や地方創生・CSV等に積極的
な首都圏企業とのマッチングを通じて、課題の解決とともに、両者の交流から生まれる
関係人口づくりと、移住のきっかけづくりを促進する。

47,438 ○

4 人の魅力が人を呼び込む関係人
口連鎖事業

新規
企画調整部

ふくしまぐらし
推進課

　福島との関係性が薄い層をターゲットとして、地域キーパーソンと連携した首都圏セ
ミナーや、県内で福島のヒト・モノ・コトを体験する「MyふくしまUp Dateツアー」を開催
し、福島県の魅力を発信することで新たな関係人口の創出・拡大を図る。

25,571 ○

5 ふくしま若者Uターン促進プロジェク
ト事業

継続
企画調整部

ふくしまぐらし
推進課

　首都圏に在住する本県出身の若者を対象に、大規模交流会等の開催やオンライン
コミュニティの運用により、本県と関わる機会の提供やＵターン潜在層におけるコミュニ
ティの形成等を図り、将来的なＵターンを促進する。

35,000 ○

6 ふくしまファンクラブ情報発信事業
一部
新規

企画調整部
ふくしまぐらし

推進課

　ふくしまの応援団であるふくしまファンクラブの運営と本県の魅力等の情報発信を行
うことにより、本県への理解や共感の輪を広げるとともに関係人口の創出・拡大・深化
を促進する。

13,856

⑧ 2-4-⑧：東京オリンピック・パラリンピックを契機とした競技力の向上や生涯スポーツ、障がい者スポーツの推進

1 東京2020オリンピック・パラリンピッ
クレガシー事業

継続
文化スポーツ局

スポーツ課

　東京オリンピック・パラリンピック競技大会で生まれたレガシーの継承に向け、あづま
球場における各種大会の誘致やアスリートとの交流、都市ボランティアの活動機会の
提供等に取り組み、スポーツによる交流人口の拡大と本県の復興の加速化を図る。

16,411 ○

2 ともに、つながる。ふくしまスポーツ
交流事業

新規
文化スポーツ局

スポーツ課

　　「パラアスリート等によるスポーツ教室」や障がいのある人とない人がともに楽しむ
ことができる「インクルーシブなスポーツ体験」を開催し、障がいのある人とない人が、
スポーツを楽しみながら、互いを理解し、尊重し、支え合い、共に暮らしやすい社会（共
生社会）の実現を目指す。

10,352 ○
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重点プロジェクトの取組に紐づく主要事業一覧  ２　人・きずなづくりプロジェクト

種別 担当課 事業概要
事業費

（単位：千円）
重点 再掲事業名

3
スポーツふくしまビルドアッププロ
ジェクト

継続
文化スポーツ局

スポーツ課

　国スポ等で上位入賞できる県内競技団体の「強化」に加え、キッズ・ジュニア世代の
重点的な「育成」、潜在能力が高く将来性のある選手の「発掘」に取り組み、「発掘・育
成・強化」の一体的な推進による持続的な本県スポーツ競技力の向上を図る。

113,562 ○

4
東京2025デフリンピック関連復興
推進事業

新規
文化スポーツ局

スポーツ課

　Jヴィレッジでサッカー競技が開催される東京2025デフリンピックに向けて、カウントダ
ウンイベントやメディアによる情報発信を通じて機運醸成を図るとともに、子ども観戦招
待や選手団の歓迎イベントなどおもてなしの取組を実施し、デフスポーツやろう者文化
への理解促進と復興の加速化を図る。

84,488 ○

⑨ 2-4-⑨：本県の現状や復興への取組などの正確で分かりやすい情報の発信

1 チャレンジふくしま戦略的情報発信
事業

継続
総務部
広報課

　根強く残る風評の払拭と時間の経過とともに加速する風化の防止を図るため、本県
への関心を高め、イメージ向上に取り組むことが重要であることから、関係部局や市
町村、企業、大学等との連携・共創により、復興のあゆみを進める本県の姿や観光・
県産品等の魅力を県内外、更には国外に向けて戦略的に発信する。

456,552 ○

2 ふくしま復興促進連携事業 継続
企画調整部
企画調整課

　東日本大震災の犠牲者を追悼するとともに、県内でのシンポジウムや首都圏で他県
や東京都と連携したフォーラムを開催することで、復興に向けた意識の醸成や震災の
風化防止、風評払拭を図る。

30,067 ○

3 チャレンジふくしま消費者風評対策
事業

継続
生活環境部
消費生活課

　食と放射能に関して、県内外の消費者が不正確な情報や思い込みに惑わされること
なく、自らの判断で食品の選択ができるよう、風評払拭に資する取組を実施する。

46,533 ○

4 海外風評払拭情報発信事業 継続
観光交流局
観光交流課

　特に根強い風評が残る海外市場を中心に、中長期的な粘り強い情報発信が必要で
あることから、福島の魅力に焦点を絞った情報発信によって中国・香港・韓国を中心と
した海外市場の風評払拭を図る。

22,000 ○

5 県産品風評対策事業 継続
観光交流局
県産品振興

戦略課

　ALPS処理水の海洋放出による風評の再燃が懸念される中、本県が誇る県産酒を中
心とした県産品のトップセールス等を実施することにより、世界に向けて県産品の安
全・安心及び魅力を発信する。

66,663 ○

6 風評・風化対策強化事業 継続
企画調整部
風評・風化

戦略室

　根強い風評と時間の経過とともに進む風化等に対し、各部局の取組等を連携・強化
し、相乗効果を創出できるよう企画・調整することで、国内外に向けて福島の正確な情
報や魅力などを戦略的かつ効果的に発信し、風評・風化対策の一層の強化を図る。

101,641 ○

7 ふくしま植樹祭開催事業 継続
農林水産部
森林計画課

　第６９回全国植樹祭の開催理念を継承するとともに、震災から復興するふくしまの元
気な姿を全国に発信するため、本県独自の植樹祭を開催する。

15,942 　 ○

⑩ 2-4-⑩：国際会議の県内誘致・開催や海外の国際会議等への参加など､多様な機会を活用した海外への情報発信の強化

1 チャレンジふくしま世界への情報発
信事業

新規
生活環境部

国際課

　海外における風評払拭・風化防止を図るため、各国の要人が集まる国際会議等での
PR、駐日外交団等に対する情報発信のほか、在外県人会や在外公館との連携等を
通じて本県の復興状況や魅力を発信する。

88,312 ○

2 コンベンション開催支援事業 継続
観光交流局
観光交流課

　県内で開催されるコンベンション・エクスカーションに対して補助を行うことによって、
交流人口拡大や県内消費拡大につなげる。

30,891 ○

⑪ 2-4-⑪：東日本大震災・原子力災害伝承館等を起点とする地域交流の促進・情報発信　　【1-3-(3)-③に再掲】

1 東日本大震災・原子力災害伝承館
管理運営事業

継続
文化スポーツ局

生涯学習課

　東日本大震災・原子力災害伝承館（以下「伝承館」）の設置目的を効果的に達成する
ために、指定管理者に管理運営を委託する。
　また、風化防止・風評払拭に繋げていくため、伝承館を核とした県内の震災伝承施
設等の各々の特色や展示内容、イベント情報等を発信することにより、震災伝承施設
の来館者の拡大を図る。

426,300 ○ ○

2 震災伝承活動推進事業 継続
土木部

土木企画課

　東日本大震災の風評払拭・風化防止や防災力の強化に県として効果的・効率的に
取り組むため、震災伝承の広報等を行う（一財）3.11伝承ロード推進機構に対して、震
災伝承施設の情報発信・広報に関する事業や啓発活動に要する費用の一部を負担す
る。

2,000 ○ ○

⑫ 2-4-⑫：復興祈念公園等による犠牲者への追悼と鎮魂､震災の記録と教訓の伝承､復興への強い意志の発信等　　【1-3-(3)-④に再掲】

1 復興祈念公園整備事業 継続
土木部

まちづくり推進課
　東日本大震災の犠牲者への追悼と鎮魂、震災の記憶と教訓の伝承、復興への強い
意志の発信等を目的とした復興祈念公園を整備する。

2,066,166 ○ ○

⑬ 2-4-⑬：東京オリンピック・パラリンピックを契機とした国内外への情報発信､国際交流の推進

1 東京2020オリンピック・パラリンピッ
クレガシー事業

継続
文化スポーツ局

スポーツ課

　東京オリンピック・パラリンピック競技大会で生まれたレガシーの継承に向け、あづま
球場における各種大会の誘致やアスリートとの交流、都市ボランティアの活動機会の
提供等に取り組み、スポーツによる交流人口の拡大と本県の復興の加速化を図る。

16,411 ○ ○

2 東京2025デフリンピック関連復興
推進事業

新規
文化スポーツ局

スポーツ課

　Jヴィレッジでサッカー競技が開催される東京2025デフリンピックに向けて、カウントダ
ウンイベントやメディアによる情報発信を通じて機運醸成を図るとともに、子ども観戦招
待や選手団の歓迎イベントなどおもてなしの取組を実施し、デフスポーツやろう者文化
への理解促進と復興の加速化を図る。

84,488 ○ ○
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取組の方向性

１ 安全・安心に暮らせる生活環境の整備

２ 帰還に向けた取組・支援・避難者支援の推進

安定した住まいの確保を支援するとともに、新たなコミュニティの形
成に取り組みます。

また、保健・医療・福祉サービスの提供体制の拡充及び安全な生活
環境の確保を目指した治安対策に取り組みます。

公営住宅の確保や被災住宅の再建、スマートフォン用アプリを活用し
た情報提供など、帰還を促進する支援に取り組みます。

また、県職員の派遣等による被災自治体への支援を行います。

３ 環境回復に向けた取組

中間貯蔵施設事業等の安全・確実な実施に向けて、除去土壌等の輸送
及び施設の管理・運営に関する状況確認等を実施するとともに、空間線
量率及び県産品のモニタリング検査による安全性の確保と正確な情報発
信による消費者の理解促進や正しい知識の普及に取り組みます。

また、原子力発電所の廃炉に向けた取組状況を監視します。

４ 心身の健康を守る取組

健康支援活動の実施等を通した健康の保持・増進及び被災者等の心の
ケアに取り組みます。

また、地域医療体制の再構築を支援するとともに、先進的医療の提供
体制の整備に取り組みます。

５ 復興を加速するまちづくり

海岸堤防や防災林の整備等により防災力の高いまちづくりを行います。

また、復興の基盤となる道路等の整備とあわせて、地域ごとの実情や

特性に応じたまちづくりを進めます。

６ 防災・災害対策の推進

各地域における防災計画の見直しや地域住民との情報の共有、県民参
加による防災訓練の実施などにより、防災意識の高い人づくり・地域
づくりに取り組みます。

また、災害時における広域的な連携・連絡体制の構築を図ります。

３ 安全・安心な暮らしプロジェクト
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健康寿命（男性・女性）
メタボリックシンドローム該当者及び
予備群の割合（特定健康診査受診者）

80歳で自分の歯を20歯以上有する
者の割合

6歳で永久歯むし歯、12歳でむし歯
のない者の割合

がん検診受診率（胃がん・肺がん・大
腸がん・乳がん・子宮頸がん）

がんの年齢調整死亡率（全がん・男女
計・７５歳未満・人口１０万対）

脳血管疾患年齢調整死亡率（男性・女
性・人口10万対）

心疾患年齢調整死亡率（男性・女性・
人口10万対）

特定健康診査受診者のうち肥満者の
割合（男性・女性）

肥満傾向児出現率の全国平均との比
較値（全国＝100）

成人の週１回以上の運動・スポーツ実
施率

被災自治体の特定保健指導実施率

結核罹患率（人口１０万対）
感染症法に基づく医療措置協定締結
医療機関（入院）等の確保病床数（流
行初期以降）

感染症法に基づく医療措置協定締結
医療機関（発熱外来）の確保機関数
（流行初期以降）

高齢者の通いの場への参加率

医療施設従事医師数（全県・相双医療
圏）

就業看護職員数（全県・相双医療圏） 介護職員数 献血目標達成率

認知症サポーター数 市町村地域福祉計画策定率 認定看護師（感染管理）数 周産期死亡率

小児科医師数（人口10万対） 分娩取扱医師数（人口10万対）
ふくしま心のケアセンター年間相談
支援件数

関連する主な指標 ＜総合計画から抜粋＞

避難地域12市町村における医療機
関の再開状況（病院、診療所、歯科診
療所）

原子力損害賠償の相談件数実績
福島県原子力損害対策協議会による
国又は東京電力への要望

犯罪発生件数（刑法犯認知件数）

１ 安全・安心に暮らせる生活環境の整備

２ 帰還に向けた取組・支援・避難者支援の推進

３ 環境回復に向けた取組

４ 心身の健康を守る取組

５ 復興を加速するまちづくり

避難指示区域の面積
日頃、放射線の影響が気になると回
答した県民の割合（意識調査）

環境創造センター交流棟「コミュタン
福島」利用者数

食と放射能に関するリスクコミュニ
ケーションの実施件数

食品や日用品など、消費生活に関し
て不安を感じることなく、安心して暮
らしていると回答した県民の割合（意
識調査）

ふくしまＨＡＣＣＰの導入状況
県産農産物価格の回復状況（米・も
も・牛肉）

県産農産物の輸出額

原子力発電所現地確認調査回数 原子力発電所周辺の空間線量率

土砂災害から保全される人家戸数
土砂災害から保全される要配慮者利
用施設の率

過去の水害を踏まえた治水対策によ
り浸水被害が解消する家屋数

ふくしま復興再生道路8路線29工区
の整備完了率

早期に対策を講ずべき橋梁・トンネル
の修繕措置率

市街地内の都市計画道路（幹線道路）
の整備延長

七つの地域の主要都市間の平均所要
時間

３０分以内にインターチェンジにアク
セスできる市町村数

交通事故死者数 交通事故傷者数

自主防災組織活動カバー率 本県における防災士認証登録者数

自分の暮らす地域は、自然災害や大
規模な火災などに対して安心して暮
らせる災害に強い地域だと回答した
県民の割合（意識調査）

消防団員数の条例定数に対する充足
率

市町村における原子力防災訓練実施
回数

災害時受援計画の策定市町村数

※各指標の目標値などについては総合計画を参照ください
（網掛けは基本指標、その他は補完指標）。

３ 安全・安心な暮らしプロジェクト

避難者数
本県の震災・原発事故からの復興・再
生が進んでいると回答した県民の割
合（意識調査）

６ 防災・災害対策の推進
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重点プロジェクトの取組に紐づく主要事業一覧  ３　安全・安心な暮らしプロジェクト

１ 安全・安心に暮らせる生活環境の整備

（１）住まいの確保とコミュニティの形成

種別 担当課 事業概要 事業費
（単位：千円）

重点 再掲

① 3-1-(1)-①：復興公営住宅の維持管理 

② 3-1-(1)-②：コミュニティ交流員等を通じた復興公営住宅におけるコミュニティの再生・形成・維持

1 生活拠点コミュニティ形成支援事業 継続
避難地域復興局

生活拠点課
　復興公営住宅のコミュニティの維持・形成のために、コミュニティ交流員を配置し、入
居者同士や地域住民との交流活動を支援する。

150,959 ○

③ 3-1-(1)-③：応急仮設住宅等の供与、居住環境の維持

1 応急仮設住宅維持管理事業 継続
土木部

建築住宅課
　応急仮設住宅を適切に管理するため、入居者や市町村からの修繕要望等に対応す
るとともに、談話室の光熱水費や外灯等の電気代を補助する。

2,003 ○

2 災害救助法による救助 継続
避難地域復興局

生活拠点課
　災害救助法に基づき、市町村及び受入自治体と連携して、東日本大震災及び原子
力災害により被災した県民に対し、応急救助として応急仮設住宅を供与する。

290,062 ○

④ 3-1-(1)-④：生活支援相談員を通じた応急仮設住宅等におけるコミュニティの確保、孤立防止対策の推進

1 避難者見守り活動支援事業 継続
保健福祉部
社会福祉課

　東日本大震災の被災地及び被災地からの避難者を受け入れている地域において、
生活支援相談員を配置するなど、被災者の見守り・相談支援、孤立防止のための支
援等を行う。

645,478 ○

⑤ 3-1-(1)-⑤：応急仮設住宅等から安定した住まいへの移行支援

1
避難者住宅確保・移転サポート事
業

継続
避難地域復興局

生活拠点課

　応急仮設住宅で避難生活を続ける避難者に対し、住宅再建等に関する意向確認を
行い、避難者が抱える課題を早期に発見し、必要な支援につなげる。
　また、早期に新たな住宅に円滑に移行ができるよう、物件探しや契約時の書類作成
などの支援を行うことにより、避難者の生活再建を後押しする。

14,501 ○ ○

2
ふるさとふくしま帰還・生活再建支
援事業

継続
避難地域復興局
避難者支援課
生活拠点課

　東日本大震災及び原子力災害により避難を継続している県民に対して、一定期間の
住宅確保を支援するとともに、応急仮設住宅等から避難指示が解除された地域に帰
還する世帯を支援する市町村に対し、事業費を補助する。

12,449 ○ ○

3 復興公営住宅入居支援事業 継続
土木部

建築住宅課

　全国各地に避難した入居対象者に対して、県内各地に存する復興公営住宅に係る
入居者募集・抽選や問合せへの対応等を一元的に行うため、福島県公営住宅入居支
援センターに委託する。

40,551 ○

（２）情報提供・相談支援

種別 担当課 事業概要 事業費
（単位：千円）

重点 再掲

① 3-1-(2)-①：行政情報､生活情報に関するきめ細かな情報提供

1 福島県産加工食品の安全・安心の
確保事業

継続
保健福祉部

食品生活衛生課
　ふくしまHACCPアプリを用いた導入研修会を県内各地で開催し、食品事業者の
HACCP導入の支援を図る。

4,392 ○

2 ふるさとふくしま情報提供事業 継続
避難地域復興局
避難者支援課

　東日本大震災及び原子力災害により避難を継続している県民が、古里とのつながり
を維持し、生活再建や帰還に結び付くよう情報提供を行う。

192,850 ○

3 消費者行政体制強化事業
一部
新規

生活環境部
消費生活課

　年々複雑・多様化する消費者被害を防止するため、学校や関係機関と連携して消費
者教育を推進するとともに、県及び各市町村における消費生活相談体制の強化を図
る。

60,213 ○

② 3-1-(2)-②：相談窓口の設置等を通じた避難者への支援

1
ふるさとふくしま交流・相談支援事
業

継続
避難地域復興局
避難者支援課

　東日本大震災及び原子力災害により県内外に避難を継続している県民に対して、相
談対応や戸別訪問、交流機会の提供などを通して、避難者の個別課題の把握と解決
を図り、関係機関や民間団体等と連携しながら、避難者の生活再建や帰還に結び付
ける。

620,993 ○ ○

2
東日本大震災による女性の悩み・
暴力相談事業

継続
生活環境部

共生社会・女性活
躍推進課

　東日本大震災により、長期の避難生活、帰還後または定住後の生活不安や避難指
示のため生じた家族や地域の離散による孤独感、DVなど性差による暴力などの悩み
を抱える女性が気軽に相談できる窓口を設けることにより、こころの復興を図っていく。

12,644 ○ ○

（３）保健・医療・福祉の提供

種別 担当課 事業概要 事業費
（単位：千円）

重点 再掲

① 3-1-(3)-①：高齢者サポート拠点等を通じた、帰還高齢者等への見守り・相談体制の充実強化

1 地域共生社会構築支援事業 継続
保健福祉部
社会福祉課

　誰もが生き生きと暮らせる地域共生社会の実現に向けた地域づくり強化のため、市
町村支援及び人材育成に取り組む。

6,962 ○ ○

2 避難者見守り活動支援事業 継続
保健福祉部
社会福祉課

　東日本大震災の被災地及び被災地からの避難者を受け入れている地域において、
生活支援相談員を配置するなど、被災者の見守り・相談支援、孤立防止のための支
援等を行う。

645,478 ○ ○

事業名

事業名

事業名
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重点プロジェクトの取組に紐づく主要事業一覧  ３　安全・安心な暮らしプロジェクト

種別 担当課 事業概要 事業費
（単位：千円）

重点 再掲事業名

② 3-1-(3)-②：被災者への介護・福祉サービス等の提供体制の整備

1
被災地介護サービス提供体制再構
築支援事業

継続
保健福祉部
社会福祉課
高齢福祉課

　被災地で介護職員として就労を希望する者に対する就職準備金の貸与や就職支援
金の交付等を実施するとともに、介護施設等の運営費等を支援することで、被災地の
介護人材の確保や介護施設等の経営体力の維持を図る。

215,732 ○ ○

2 被災地における障害福祉サービス 継続
保健福祉部

障がい福祉課
　震災後、売り上げの減少や生産活動が低下している障がい者就労支援事業所等に
対し、県内での流通経路の拡大や受注の確保のための支援を行う。

27,372

③ 3-1-(3)-③：震災孤児等の修学及び生活に対する経済的支援（寄付の活用）

1
東日本大震災子ども支援基金給
付事業

継続
こども未来局
こども・青少年

政策課

　東日本大震災で保護者が死亡または行方不明となった児童（孤児・遺児）に対し、ふ
くしまこども寄附金により造成した基金を活用して、生活及び修学を支援するための給
付金を給付する。

41,230

④ 3-1-(3)-④：障がいの有無にかかわらず全ての人が自立した生活ができるユニバーサルデザインに配慮された社会づくり

1
多様性・ユニバーサルデザイン理
解促進事業

一部
新規

生活環境部
共生社会・女性活

躍推進課

　部門別計画である「ふくしまユニバーサルデザイン推進計画」に基づき、ふくしま型ユ
ニバーサルデザインの理念や多様性について普及啓発を図る。また、令和5年6月に
公布・施行されたLGBT理解増進法を踏まえ、拡充した相談体制を維持する。

4,846 ○

（４）仕事・雇用の確保

種別 担当課 事業概要 事業費
（単位：千円）

重点 再掲

① 3-1-(4)-①：避難先での農林漁業の再開に対する支援

1 避難農業者経営再開支援事業 継続
農林水産部
農業振興課

　原子力被災１２市町村から避難している農業者が、１２市町村外の移住先や避難先
で、農業経営の再開等を行う場合に必要となる農業用機械、施設、家畜の導入の取
組に必要な経費を補助する。

11,003 ○

② 3-1-(4)-②：本格的な事業再開までの被災者の雇用確保への支援

1 復興雇用支援事業 継続
商工労働部
雇用労政課

　被災求職者の次の雇用までの一時的な雇用の場を確保し、生活の安定を図るととも
に、本県産業の本格的な復興を目指し、産業施策と一体となって被災求職者の雇入
経費を助成することにより、安定的な雇用を支援する。

1,622,593 ○

（５）賠償の請求支援等

種別 担当課 事業概要 事業費
（単位：千円）

重点 再掲

① 3-1-(5)-①：福島県原子力損害対策協議会の活動を通した取組や賠償請求支援

1
原子力損害対策・賠償支援推進事
業

継続
避難地域復興局

原子力損害対策課
　原子力損害賠償の完全実施と円滑な賠償請求を支援するため、福島県原子力損害
対策協議会の活動を適時適切に実施する。

2,813

② 3-1-(5)-②：被災者等に対する災害見舞金の交付、生活再建支援金の支給等

1 災害見舞金の交付 継続
避難地域復興局

生活拠点課
　「災害弔慰金の支給等に関する法律」に基づき、東日本大震災による被災者に対
し、災害弔慰金等を支給するとともに、災害援護資金の貸付を実施する。

30,688 ○

2
母子避難者等高速道路無料化支
援事業

継続
避難地域復興局
避難者支援課

　原子力災害による国の母子避難者等高速道路無料措置に伴い、各高速道路会社に
対し、国の交付金を活用して減収分を補填する。

22,067 ○

（６）治安対策

種別 担当課 事業概要 事業費
（単位：千円）

重点 再掲

① 3-1-(6)-①：被災地域におけるパトロールや取締り、犯罪抑止対策、交通事故防止対策等の治安対策の推進

1
被災地域における安全・安心の確
保

継続 警察本部

　被災地域の情勢変化を的確に把握し、居住世帯に対する巡回連絡や不在世帯への
パトロールカードの配布等見せる警ら活動による犯罪抑止対策を推進するとともに、
空き巣等の窃盗犯や復興に関わる詐欺等、住民が不安に感じる犯罪の取締りを徹底
する。また、復興関連道路の整備や復興に伴う物流の変化に応じた総合的な交通安
全対策を講じる。

―

② 3-1-(6)-②：暴力団等反社会的勢力の排除に向けた各種対策の推進

1
暴力団等反社会的勢力の排除事
業

継続
警察本部

組織犯罪対策課

  社会経済情勢の変化に応じた資金獲得犯罪を行う暴力団等反社会的勢力に対する
取締りを徹底する。また、復興事業をはじめとする各種事業等からの暴力団排除を推
進するため、関係機関等との連携を強化するとともに、事業者に対して、情報の提供、
助言その他の必要な支援を行う。

3,843

③ 3-1-(6)-③：県民の安全・安心のよりどころとなる警察庁舎を始めとする警察活動基盤の整備

1 警察庁舎及び装備品整備事業 継続
警察本部

施設装備課
　治安や災害対策の拠点としての機能を果たす警察庁舎の整備を進めるとともに、警
察活動を円滑に行うための装備品を計画的に整備する。

1,714,695

事業名

事業名

事業名
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種別 担当課 事業概要 事業費
（単位：千円）

重点 再掲事業名

2 必要な人員の確保と重点的な配置 継続
警察本部
警務課

　被災地域の進展に伴う治安情勢等の変化に対応するため、他県警察等からの特別
出向者を沿岸部を管轄区域とする所属等に配置し、パトロール活動の強化を図る。

―

２ 帰還に向けた取組・支援、避難者支援の推進
　　

種別 担当課 事業概要 事業費
（単位：千円）

重点 再掲

① 3-2-①：被災者の住宅再建・確保の支援

1
避難者住宅確保・移転サポート事
業

継続
避難地域復興局

生活拠点課

　応急仮設住宅で避難生活を続ける避難者に対し、住宅再建等に関する意向確認を
行い、避難者が抱える課題を早期に発見し、必要な支援につなげる。
　また、早期に新たな住宅に円滑に移行ができるよう、物件探しや契約時の書類作成
などの支援を行うことにより、避難者の生活再建を後押しする。

14,501 ○

2 避難市町村生活再建支援事業 継続
避難地域復興局

生活拠点課

　応急仮設住宅の供与が令和８年３月末まで一律延長された区域からの避難世帯の
うち、東京電力の家賃賠償が平成３０年３月末で終了した世帯等の家賃等の負担を軽
減するとともに、生活再建に関する意向を確認し、必要な支援を行う。

776,406 ○

3
ふるさとふくしま帰還・生活再建支
援事業

継続
避難地域復興局
避難者支援課
生活拠点課

　東日本大震災及び原子力災害により避難を継続している県民に対して、一定期間の
住宅確保を支援するとともに、応急仮設住宅等から避難指示が解除された地域に帰
還する世帯を支援する市町村に対し、事業費を補助する。

12,449 ○

4 帰還促進強化支援事業 新規
避難地域復興局
避難地域復興課

　帰還困難区域等からの避難者の帰還促進を強化するため、帰還困難区域を抱える7
市町村が行う住宅再建に向けた取組を支援する。

405,000 ○

5 復興公営住宅入居支援事業 継続
土木部

建築住宅課

　全国各地に避難した入居対象者に対して、県内各地に存する復興公営住宅に係る
入居者募集・抽選や問合せへの対応等を一元的に行うため、福島県公営住宅入居支
援センターに委託する。

40,551 ○ ○

② 3-2-②：帰還支援アプリ等を通じた情報提供等による帰還のための支援

1 ふるさとふくしま情報提供事業 継続
避難地域復興局
避難者支援課

　東日本大震災及び原子力災害により避難を継続している県民が、古里とのつながり
を維持し、生活再建や帰還に結び付くよう情報提供を行う。

192,850 ○ ○

2 帰還支援アプリによる情報提供 継続
企画調整部

デジタル変革課
　帰還支援アプリを通じて、県内外へ避難している方々に対し、帰還の判断に必要と
なる情報を提供する。

―

③ 3-2-③：被災住宅の再建・補修などに関する相談や支援

1 被災者生活再建支援金の活用 継続
避難地域復興局

生活拠点課

　「被災者生活再建支援法」に基づき、自然災害により生活基盤に著しい被害を受け
た世帯に対し、都道府県が拠出した基金を活用し、生活再建を支援するため、支援金
を支出する。

―

2 帰還促進強化支援事業 新規
避難地域復興局
避難地域復興課

帰還困難区域等からの避難者の帰還促進を強化するため、帰還困難区域を抱える７
市町村が行う住宅再建に向けた取組を支援する。

405,000 ○

④ 3-2-④：避難地域市町村等との連携による防犯機能の強化

1 避難地域における防犯機能の強化 継続
警察本部

生活安全企画課

　住民の帰還に向け、避難家屋を対象とした防犯診断を実施するとともに、避難地域
市町村等と緊密に連携を図り、パトロール活動、防犯カメラ・センサーライト設置促進
等、防犯機能の強化を図る。

―

⑤ 3-2-⑤：避難者や帰還者への訪問等による防犯、交通安全指導の推進

1
避難者等に対する犯罪等の被害
防止活動の推進

継続
警察本部

生活安全企画課

　避難者・帰還者に対し、公営住宅等において、防犯指導や防犯教室を開催するほ
か、避難元や避難先の防犯に関する情報提供や注意喚起を行うため、広報紙の配
布、POLICEメールふくしまの利用促進を図る。

―

2
避難者等対象の交通安全教育の
推進

継続
警察本部

交通企画課
　避難者・帰還者を対象に、公営住宅等の集会所等において、道路交通環境に応じた
参加・体験・実践型の交通安全教室を行う。

―

⑥ 3-2-⑥：関係機関等との連携による被災者支援

1 原子力賠償被害者支援事業 継続
避難地域復興局

原子力損害対策課
　原子力災害による損害について、被害者の円滑かつ迅速な賠償請求を支援するた
め、弁護士による法律相談を始めとする事業を実施する。

5,554 ○

2
ふるさとふくしま交流・相談支援事
業

継続
避難地域復興局
避難者支援課

　東日本大震災及び原子力災害により県内外に避難を継続している県民に対して、相
談対応や戸別訪問、交流機会の提供などを通して、避難者の個別課題の把握と解決
を図り、関係機関や民間団体等と連携しながら、避難者の生活再建や帰還に結び付
ける。

620,993 ○

3
「地域のたから」民俗芸能総合支援
事業

継続
文化スポーツ局

文化振興課

　民俗芸能団体に発表の機会を提供するとともに、各団体の実情に応じた支援を行う
ことにより、民俗芸能の継承を図り、地域住民の絆の維持や、ふるさとへの誇りの醸
成につなげる。

20,340 ○

事業名
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種別 担当課 事業概要 事業費
（単位：千円）

重点 再掲事業名

4 避難者見守り活動支援事業 継続
保健福祉部
社会福祉課

　東日本大震災の被災地及び被災地からの避難者を受け入れている地域において、
生活支援相談員を配置するなど、被災者の見守り・相談支援、孤立防止のための支
援等を行う。

645,478 ○ ○

⑦ 3-2-⑦：被災市町村に対する人的支援や原発避難者特例法に基づく行政事務等への支援

1
被災市町村に対する人的支援事
業

継続
総務部

市町村行政課

　被災市町村の職員確保のため、県任期付職員を採用し、派遣するほか、被災市町
村における職員採用を支援するとともに、被災市町村の自主的かつ自立的な行財政
運営に向け、職員を対象とした研修を実施する。

22,872 ○

⑧ 3-2-⑧：健康の保持・増進や医療の確保、子育て支援、被災者の生活再建に向けた住宅支援などの支援施策の推進

1
母子避難者等高速道路無料化支
援事業

継続
避難地域復興局
避難者支援課

　原子力災害による国の母子避難者等高速道路無料措置に伴い、各高速道路会社に
対し、国の交付金を活用して減収分を補填する。

22,067 ○ ○

2 被災者健康サポート事業 継続
保健福祉部

健康づくり推進課

　東日本大震災・原子力災害の影響により、復興公営住宅等で生活している被災者の
健康保持及び健康不安の解消のため、継続的な健康支援活動を行うとともに、長期
化する住民の広域避難等に対応した保健事業の提供体制の構築を支援する。

163,078 ○ ○

3 結婚・子育て応援事業 継続
こども未来局
こども・青少年

政策課

　結婚を望む方が結婚し、安心してこどもを生み育てられる環境づくりに向け、新たに
結婚支援システム「はぴ福なび」のマッチング機能の拡充や、交際中の会員の相談支
援等を行うほか、民間企業・団体等との連携事業を進化させ、若手社員の交流の場の
拡充を図る。

422,765 ○

4 こどもの夢を応援する事業 継続

こども未来局
こども・青少年

政策課
児童家庭課

　こどもたちの将来が生まれ育った環境によって左右されることのないよう、様々な支
援制度を活用してもらうための取組や、社会的養護を必要とする児童の自立に向けた
支援を行う。

43,187 ○ ○

３ 環境回復に向けた取組

（１）除染等の推進、放射線に関する情報発信等

ア　除染等の推進

種別 担当課 事業概要 事業費
（単位：千円）

重点 再掲

① 3-3-(1)ア-①：帰還困難区域における除染・家屋等の解体を含む避難指示解除に向けた取組　　【1-1-(1)-⑦に再掲】

1
国に対する要望活動（帰還困難区
域の除染等）

継続

避難地域復興局
避難地域復興課

生活環境部
中間貯蔵・除染

対策課

　特定帰還居住区域については、帰還意向のある全ての住民が早期に帰還できるよ
う、国、市町村等と連携しながら、除染や生活環境の整備を進めていくとともに、帰還
困難区域全ての避難指示解除に最後まで責任を持って取り組むよう国に求めていく。

―

② 3-3-(1)ア-②：除去土壌等の搬出、仮置場等の維持管理や原状回復、除染後のフォローアップ等の取組などを行う市町村の支援

1 仮置場原状回復等支援事業 継続
生活環境部

中間貯蔵・除染
対策課

　市町村が除染実施計画に基づき実施する仮置場の原状回復等のほか、市町村が
実施する線量低減化活動を総合的に支援する。

2,547,327 ○

③ 3-3-(1)ア-③：放射性物質除去・低減に向けた技術開発及び移動抑制対策の推進　　【1-1-(1)-④に再掲】

1
放射性物質除去・低減技術開発事
業

継続
農林水産部
農業振興課

　原子力災害の被害を受けた本県において、安全・安心な農林水産物を生産するた
め、事故により放出された放射性物質の除去・低減等に対応するための技術を開発
する。

51,803 ○ ○

2
放射性物質除去・低減技術開発事
業（森林林業）

継続
農林水産部
森林計画課

　原子力災害の被害を受けた本県において、安全・安心な林産物を生産するため、事
故により放出された放射性物質の除去・低減等に対応するための技術を開発する。

20,753 ○ ○

3 ふくしま森林再生事業 継続
農林水産部
森林整備課

　放射性物質の影響により、森林整備が停滞し森林の荒廃が懸念されるため、公的
主体による森林整備とその実施に必要な放射性物質対策を行い、森林の有する多面
的機能の発揮を確保する。

3,118,990 ○ ○

4
放射性物質除去・低減技術開発事
業（海面）

継続
農林水産部

水産課

　原発事故の被害を受けた本県において、安全・安心な水産物（海面）を生産するた
め、事故により放出された放射性物質の除去・低減等に対応するための技術を開発
する。

34,041 　

5
放射性物質除去・低減技術開発事
業（内水面）

継続
農林水産部

水産課

　原発事故の被害を受けた本県において、安全・安心な水産物（内水面）を生産するた
め、事故により放出された放射性物質の除去・低減等に対応するための技術を開発
する。

15,254 　

④ 3-3-(1)ア-④：放射性物質対策技術の実証などによる技術的支援

1 ため池等放射性物質対策事業 継続
農林水産部
農地管理課

　　県有農業用ダムにおける放射性物質を含む堆積土砂の状況を把握するとともに、
ため池放射性物質対策を実施したため池の技術を蓄積し、今後市町村が取り組むた
め池放射性物質対策に資するデータベースを構築する。

37,600 ○

⑤ 3-3-(1)ア-⑤：空間線量率や放射性物質のきめ細かで継続的なモニタリング、国内外の研究機関と連携した調査研究、情報収集・発信及び教育・研修・交流の推進

1 森林環境モニタリング調査事業 継続
農林水産部
森林保全課

　本県の森林における放射性物質対策を推進するため、その影響や経時変化等の把
握に必要な調査及び実証を行うとともに、情報の整備を行う。

155,000 ○

事業名

 　　37



重点プロジェクトの取組に紐づく主要事業一覧  ３　安全・安心な暮らしプロジェクト

種別 担当課 事業概要 事業費
（単位：千円）

重点 再掲事業名

2 緊急時・広域環境放射能監視事業 継続
危機管理部

原子力防災課
　原子力発電所の事故に伴う放射性物質の拡散に対する環境モニタリングを行い、測
定結果を分かりやすく公表する。

1,487,221 ○

3
環境創造センター（本館）管理運営
事業

継続
生活環境部

生活環境総務課
　環境創造センター事業の運営体制の確保や効果的な事業推進のため、本館施設の
維持管理や各種会議体の運営、県民向け情報発信などを実施する。

192,532 ○

4 研究開発事業 継続
生活環境部

生活環境総務課
　東日本大震災と原発事故からの復興・再生に資するために必要な環境回復や環境
創造に関する調査研究を実施する。

255,007 ○

5
環境創造センター（研究棟）管理運
営事業

継続
生活環境部

生活環境総務課
　環境創造センターにおける調査研究事業の運営体制を確保するために必要な研究
棟施設の維持管理（庁舎清掃、各種設備保守点検など）を実施する。

73,822 ○

6
環境創造センター（交流棟）管理運
営事業

継続
生活環境部

生活環境総務課

　環境創造センターにおける教育・研修・交流事業の運営体制を確保するため、交流
棟「コミュタン福島」の維持管理等を行うとともに、必要な事業推進のための取組を実
施する。

343,096 ○

7
環境創造センター附属施設管理運
営事業

継続
生活環境部

生活環境総務課
　環境創造センターの附属施設である野生生物共生センター及び猪苗代水環境セン
ターの施設維持管理及び企画運営を実施する。

32,167 ○

8 環境放射線センター校正事業 継続
生活環境部

生活環境総務課
　放射線測定機器の校正機能の運営体制を確保するため、環境創造センター環境放
射線センター校正棟の維持管理等を実施する。

11,604 ○

9
野生鳥獣放射線モニタリング調査
事業

継続
生活環境部
自然保護課

　野生鳥獣の放射線の影響を継続的に調査するとともに、野生鳥獣の状況把握を行
う。

7,817 ○

10 野生動物環境被害対策推進事業 継続
生活環境部
自然保護課

　生活環境や農業への被害など人とのあつれきが生じている野生動物について、捕獲
による被害軽減を図る。

68,639 ○

11 里山再生事業 継続
農林水産部
森林保全課

　住民が身近に利用してきた日常的に人が立ち入る里山において、住民が安心して利
用できる里山の環境づくりを推進し、住民の安心のために空間線量率等の測定を行
う。

34,000 ○ ○

イ　中間貯蔵施設事業の推進と安全確保

種別 担当課 事業概要 事業費
（単位：千円）

重点 再掲

① 3-3-(1)イ-①：施設･輸送の安全確保等

1 中間貯蔵施設対策事業 継続
生活環境部

中間貯蔵・除染
対策課

　国が実施する中間貯蔵施設事業について、立地町（大熊町・双葉町）との調整を図り
ながら、県民の不安を払拭し、県民の安全・安心を確保するため、除去土壌等の輸送
及び施設の管理・運営が安全かつ確実に行われているか状況確認等を実施するとと
もに、その結果を公表する。

10,427 ○

② 3-3-(1)イ-②：県外最終処分に向けた国の取組の確認

1
国に対する要望活動（除去土壌等
の県外最終処分）

継続
生活環境部

中間貯蔵・除染
対策課

　中間貯蔵開始後３０年以内の県外最終処分について、最終処分地の選定等の具体
的な方針・工程を早期に明示し、県民及び国民の目に見える形で、残された期間にお
ける進捗管理をしっかりと行いながら、取組を加速させるよう国に求めるとともに、その
進捗状況を確認する。

―

（２）廃棄物の処理

種別 担当課 事業概要 事業費
（単位：千円）

重点 再掲

① 3-3-(2)-①：放射性物質に汚染された廃棄物等の処理の促進

1 農業系汚染廃棄物処理事業 継続
農林水産部

環境保全農業課
　放射性物質に汚染された農林業系汚染廃棄物の処理や保管管理、及び仮置場とし
て利用された農地の原状回復の取組を支援する。

9,803 ○

2
放射性物質被害林産物処理支援
事業

継続
農林水産部
林業振興課

　木材産業の事業者の活動を安定させ、林産物の円滑な流通を図るため、放射性物
質を含む樹皮（バーク）の処分に要する経費を支援する。

759,300 ○

事業名

事業名
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種別 担当課 事業概要 事業費
（単位：千円）

重点 再掲事業名

② 3-3-(2)-②：既存管理型処分場を活用した埋立処分の安全･安心の確保

1
特定廃棄物埋立処分施設対策事
業

継続
生活環境部

中間貯蔵・除染
対策課

　国が実施する特定廃棄物埋立処分事業について、立地町（富岡町・楢葉町・大熊
町）との調整を図りながら、県民の不安を払拭し、県民の安全・安心を確保するため、
特定廃棄物の輸送及び施設の管理・運営が安全かつ確実に行われているか状況確
認等を実施するとともに、その結果を公表する。

7,603 ○

（３）食品の安全確保、安全・安心を提供する取組

種別 担当課 事業概要 事業費
（単位：千円）

重点 再掲

① 3-3-(3)-①：放射性物質検査による食品の安全確保　　【1-2-(2)-⑦に再掲】

1
水道事業基盤強化・広域連携推進
事業

継続
保健福祉部

食品生活衛生課

　本県の水道の方向性を示した福島県水道ビジョン、広域化の推進方針・これに基づ
く当面の具体的取組を示した福島県水道広域化推進プランに基づき、市町村等の水
道事業の支援を行い、水道事業の基盤強化・広域連携を促進する。

14,911 ○

2 自家消費野菜等放射能検査事業 継続
生活環境部
消費生活課

　原子力発電所事故を踏まえ、消費者の身近な場所で自家消費野菜等の放射能検査
を実施し、食品等の安全・安心の確保を図る。

29,148 ○

3 水道水質安全確保事業 継続
保健福祉部

食品生活衛生課
　飲料水の安全性を確保するため、水道水及び飲用井戸水の放射性物質モニタリン
グ検査を実施する。

16,854 ○ ○

4 食品中の放射性物質対策事業 継続
保健福祉部

食品生活衛生課

　飲料水及び加工食品の放射性物質検査に必要な人員を確保するとともに、県産農
林水産物等を原材料とする加工食品の検査を実施し、その結果を速やかに公表す
る。また、県産加工食品の輸出を回復・促進するため、県内事業者を対象に輸出に際
して障害となるHACCP等への対応経費を補助する。

41,221 ○ ○

5
農林水産物等緊急時モニタリング
事業

継続
農林水産部

環境保全農業課
　県産農林水産物等の安全性の確保に向け、緊急時モニタリング検査を実施するとと
もに、その結果を生産者や消費者、流通業者に迅速に公表する。

437,853 ○

6
ふくしまの恵み安全・安心推進事
業

継続
農林水産部

環境保全農業課
　県産農林水産物に対する消費者の信頼向上に向けて、産地が行う放射性物質検査
や検査結果をわかりやすく迅速に発信する安全管理システムの運用等を支援する。

377,990 ○

7
米の全量全袋検査（避難指示等市
町村）推進事業

継続
農林水産部
水田畑作課

　米の全量全袋検査の円滑な実施に必要な資金繰りを支援するため、追加的費用に
相当する資金を「ふくしまの恵み安全対策協議会」に貸付ける。

357,000 ○

② 3-3-(3)-②：放射能や食の安全に関する知識の普及

1 食の安全・安心推進事業 継続
生活環境部
消費生活課

　原子力発電所事故を踏まえ、放射能や食の安全性をテーマとした説明会や座談会
を実施し、消費者の理解促進を図る。

89,825 ○

③ 3-3-(3)-③：県産農林水産物に対する消費者の信頼を確保する取組推進　　【1-2-(2)-⑧に再掲】

1 第三者認証ＧＡＰ等取得促進事業
一部
新規

農林水産部
環境保全農業課

　産地の信頼回復・向上を図るため、産地における安全性確保の取組を客観的に説
明できる第三者認証GAP等の導入を推進するとともに、GAPの意義や取組内容を消
費者等に発信する。

299,894 ○

2 農林水産業情報発信強化事業 継続
農林水産部
農林企画課

　県産農林水産物が品質・価値に見合う適切な評価を得られるよう、生産者の努力を
始めとした本県の農林水産業・農林水産物の魅力を職員自ら動画やSNS等により県
内外に発信する。情報発信のための知識・技術を習得するとともに、現場目線の動画
等をより多くの方に視聴してもらうための取組を実施する。

4,669 ○

④ 3-3-(3)-④：放射性物質の農林水産物への吸収抑制のための研究等

1
放射性物質除去・低減技術開発事
業

継続
農林水産部
農業振興課

　原子力災害の被害を受けた本県において、安全・安心な農林水産物を生産するた
め、事故により放出された放射性物質の除去・低減等に対応するための技術を開発
する。

51,803 ○

事業名
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種別 担当課 事業概要 事業費
（単位：千円）

重点 再掲事業名

2
放射性物質除去・低減技術開発事
業（森林林業）

継続
農林水産部
森林計画課

　原子力災害の被害を受けた本県において、安全・安心な林産物を生産するため、事
故により放出された放射性物質の除去・低減等に対応するための技術を開発する。

20,753 ○

（４）廃炉に向けた取組状況の監視

種別 担当課 事業概要 事業費
（単位：千円）

重点 再掲

① 3-3-(4)-①：中長期ロードマップ等に基づき国及び東京電力が進める廃炉に向けた取組状況に対する監視と県民への分かりやすい情報提供

1 原子力安全監視対策事業 継続
危機管理部

原子力安全対策課

　福島第一・第二原子力発電所における廃炉に向けた取組が安全かつ着実に進めら
れるよう監視や意見の申し入れを行うとともに、原子力発電所の状況や県の監視の取
組について、県民への情報提供等を行う。

74,939 ○

４ 心身の健康を守る取組

（１）県民の健康の保持・増進

種別 担当課 事業概要 事業費
（単位：千円）

重点 再掲

① 3-4-(1)-①：国に対する､放射線に関する各種安全基準の早急な設定や健康に関する情報の迅速な開示の要請

1
放射線に関するリスクコミュニケー
ションの推進

継続
企画調整部
風評・風化

戦略室

　放射線に関して国民に正確な理解を促す安全・安心のためのリスクコミュニケーショ
ンの推進について、国を挙げて取り組んでいくよう求めていく。

―

② 3-4-(1)-②：長期にわたる県民健康調査を通した健康の保持･増進　　【1-1-(3)-⑤に再掲】

1 県民健康調査事業 継続
保健福祉部

県民健康調査課
　県民の健康状態を把握し、疾病の予防、早期発見、早期治療につなげ、もって、将
来にわたる県民健康の維持、増進を図ることを目的に県民健康調査等を実施する。

3,613,468 ○

2 県民健康調査支援事業 継続
保健福祉部

県民健康調査課

　住民自らが放射線量を把握し、放射線による健康影響に係る理解促進を図ることを
目的として、線量計の整備等を行う市町村に対して補助する。また、甲状腺検査の県
内実施医療機関数を維持、増加させるため、検査を担う医療機関に対して甲状腺検
査機器を購入する際の費用を補助する。

87,098 ○

③

1
元気なふくしまっ子食環境整備事
業

継続
教育庁

健康教育課

　ふくしまの未来を担う子どもたちの「郷土愛」を育む地場産物活用を促進するため、
食育の観点から保健福祉部、農林水産部、教育委員会等が連携して、幼児期から児
童生徒まで「元気なふくしまっ子」が育つ環境整備を進める。

3,348 ○ ○

2 ふくしまおいしく減塩緊急対策事業 継続
保健福祉部

健康づくり推進課

第三次健康ふくしま21計画の基本目標である「誰もがすこやかにいきいきと活躍でき
る笑顔あふれる健康長寿ふくしまの実現」のため、県民の食塩摂取量の改善に焦点を
あて、減塩の実践を促すキャンペーンの実施や、働き盛り世代の食塩摂取量の実態
把握を行うとともに、減塩・適量教育に取り組む。

63,043 ○

3 ふくしま’食の基本’推進事業 継続
農林水産部

農産物流通課

　震災と原子力災害の影響により、県内の子どもが地域の食に関する体験や知識を
得る機会が減少しているため、食に関する体験活動を推進するとともに、地域におけ
る食育推進活動を支援する。

13,267 ○

④ 3-4-(1)-④：県民の健康確保のための疾病予防・早期発見・早期治療の推進　　【1-1-(3)-⑥に再掲】

1 たばこの健康影響対策事業
一部
新規

保健福祉部
健康づくり推進課

　がんや循環器疾患など様々な生活習慣病のリスク因子となるたばこについて、県民
の健康寿命の延伸に寄与することを目的に、幅広い世代への啓発活動や喫煙をやめ
たい方への禁煙支援等、喫煙対策と受動喫煙対策を推進する。

14,637 ○

2 健康長寿ふくしま推進事業 継続
保健福祉部

健康づくり推進課

　健康長寿県の実現に向け、健康づくりに取り組む県民へのインセンティブの付与や
各市町村・医療保険者等が持つ医療等データの分析と見える化を行いながら、健康づ
くりの普及啓発と健康経営の推進や地域・職域における効果的な保健事業の実施に
向けた支援を実施する。

209,160 ○

3 ふくしま脱メタボプロジェクト事業
一部
新規

保健福祉部
健康づくり推進課

　県民の健康指標改善のため、ふくしま健民アプリを活用したバーチャルウォーキング
大会の実施や公共交通機関の利用を促し、適切な生活習慣への行動変容を促す。ま
た、特定給食施設を有する大規模事業所や市町村を対象に、民間企業のノウハウを
活用し、栄養と運動との両面から健康づくりへの取組を支援する。

176,351 ○

4 がん対策推進事業
一部
新規

保健福祉部
健康づくり推進課

　がんの予防と早期発見のため、がんに対する知識の普及やがん検診の受診率の向
上を目指し、利用しやすく質の高いがん検診実施体制整備と県民相互の検診受診勧
奨活動等を実施する。

25,380 ○

5 歯科保健総合対策事業
一部
新規

保健福祉部
健康づくり推進課

　口腔の健康は、全身の健康に深く関わることから、全てのライフステージで健康な歯
と口の健康を保つため、口腔保健支援センターを中心に生涯にわたる歯・口腔の健康
づくりを推進する。

8,421 ○

6
健康長寿ふくしま推進体制等強化
事業

継続
保健福祉部

健康づくり推進課

　第三次健康ふくしま21計画の基本理念である「誰もがすこやかにいきいきと活躍でき
る笑顔あふれる健康長寿ふくしまの実現」に向けた施策を強く推進するため、知事を
トップとした関係団体代表者で構成する健康長寿ふくしま会議推進体制の下、健康づ
くり事業推進のための体制強化を図る。

7,689 ○

7 健康経営トータルサポート事業
一部
新規

保健福祉部
健康づくり推進課

　健康長寿県の実現に向け、特に生活習慣病の発症リスクの高まる働き盛り世代の
健康づくりを推進するため、健康経営に取り組む事業所を取組開始から発展・維持期
まで包括的に支援することで、健康経営の更なる普及を図る。

46,996 ○

8 歩いて走って健康づくり支援事業 継続
土木部

道路整備課

　既存の道路を利用し、観光周遊のために設定されたサイクリングコースについて、自
転車の活用による地域活性化を目指したサイクルツーリズムを推進するため、路面表
示や案内標識の整備による自転車走行環境づくりを実施する。

143,186 ○ ○

事業名

事業名

3-4-(1)-③：食育を通じた健康の増進
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種別 担当課 事業概要 事業費
（単位：千円）

重点 再掲事業名

⑤ 3-4-(1)-⑤：被災者の健康状況悪化予防や健康不安の解消等に向けた食生活や運動などによる生活習慣の改善などの健康支援活動の実施

1 被災者健康サポート事業 継続
保健福祉部

健康づくり推進課

　東日本大震災・原子力災害の影響により、復興公営住宅等で生活している被災者の
健康保持及び健康不安の解消のため、継続的な健康支援活動を行うとともに、長期
化する住民の広域避難等に対応した保健事業の提供体制の構築を支援する。

163,078 ○

⑥ 3-4-(1)-⑥：心身の健康の保持・増進に向けた県民運動の推進

1 献血推進事業 継続
保健福祉部

薬務課

　人間尊重と相互扶助の精神を基本理念とした献血意識の普及啓発を図るため、将
来の献血の担い手である県内の中学生を対象に「ジュニア献血ポスターコンクール」を
実施し、献血推進ポスターを募集する。

930 ○

2 ふくしまっ子健康マネジメントプラン 継続
教育庁

健康教育課

　児童生徒の健康課題を解決するため、健康教育に係る専門家を派遣し、運動習慣
の形成、食習慣の指導を行うとともに、児童生徒自らが健康課題に取り組めるよう自
己マネジメント力を育成するため自分手帳を活用した事業を実施する。また、当事業
の成果等を健康マネジメント支援委員会で評価・検証する。

8,817 ○ ○

3 犯罪被害者等支援事業
一部
新規

生活環境部
共生社会・女性活

躍推進課

　福島県犯罪被害者等支援計画に基づき、犯罪被害者等が受けた被害を早期に回
復、軽減し、再び安全に安心して日常生活を営むことができるよう、関係機関と連携し
た各種支援事業を実施するとともに、犯罪被害者等を社会全体で支えるという意識の
醸成を図るため、県民に向けた普及啓発事業を実施する。

13,155 ○

4 自殺対策緊急強化事業 継続
保健福祉部

障がい福祉課

　自殺防止に係る普及啓発や市町村の人材育成・自殺対策事業への支援、民間団体
が行う事業への補助、自殺対策推進センターの運営、SNS等を活用した相談対応等を
実施するとともに、「こども・若者の自殺危機対応チーム」の立ち上げ等により若年層
及びその家庭への自殺対策を強化する。

89,922 ○

5 国保健康づくり推進事業 継続
保健福祉部

国民健康保険課

　国保被保険者の健康づくりを促し、健康寿命の延伸と医療費適正化を図るため、市
町村職員や医療専門職向けの研修事業を実施するとともに、特定健診受診率向上に
向けた取組やAIを活用した生活習慣病対策等支援事業などの取組等を推進し、市町
村国保における健康づくり事業を支援する。

174,293 ○

6
スポーツふくしまビルドアッププロ
ジェクト

継続
文化スポーツ局

スポーツ課

　国スポ等で上位入賞できる県内競技団体の「強化」に加え、キッズ・ジュニア世代の
重点的な「育成」、潜在能力が高く将来性のある選手の「発掘」に取り組み、「発掘・育
成・強化」の一体的な推進による持続的な本県スポーツ競技力の向上を図る。

113,562 ○ ○

7
チャレンジふくしま県民運動推進事
業

継続
文化スポーツ局

文化振興課

「人も地域も笑顔で元気なふくしま」を実現するため、健康、運動、食、文化等の関係
団体が連携し、県民一人一人の日常的な健康づくりの実践のみならず、地域全体の
盛り上がりにつながるよう、多方面から健康への気付きやきっかけづくりの提供等を行
う。

30,204 ○

8 障がい者の社会参加促進事業 継続
保健福祉部

障がい福祉課

　障がい者芸術文化活動の推進、共生サポーターの養成、民間活動への支援、普及
啓発活動の推進に取り組み理解を深めることで、障がいのある方が社会参加しやす
い機運の醸成を図るとともに、芸術文化活動の推進を通して障がいのある方の活躍を
促進し障がいのある方がいきいきと暮らせる社会の実現を目指す。

13,158

⑦ 3-4-(1)-⑦：地域全体での見守り活動を始めとした高齢者と地域住民との交流の場の設置

1
老人クラブ活動等社会活動促進事
業

継続
保健福祉部

健康づくり推進課

　高齢者が健康で豊かな生活を送ることができるよう、市町村が行う老人クラブへの支
援や、老人クラブの継続・活性化に向けたサポート人材の養成等の取組に対して支援
する。

33,207 ○

2
老人クラブ活動推進員設置等補助
事業

継続
保健福祉部

健康づくり推進課

　老人クラブ活動の充実及び活性化を図るため、（公財）福島県老人クラブ連合会の
運営経費や、高齢者による相互支援・地域の支え合い活動等の取組に対して支援す
る。

13,552

3 高齢者の健康・生きがいづくり事業 継続
保健福祉部

健康づくり推進課

　高齢者の生きがいと健康づくりを推進し、高齢者の社会活動の振興を図るため、ス
ポーツ・文化行事の開催や、いきいきと活躍している個人や団体を表彰するとともに、
地域の高齢者によるコミュニティづくり等に対して支援する。

20,165

（２）地域医療の再構築

種別 担当課 事業概要 事業費
（単位：千円）

重点 再掲

① 3-4-(2)-①：人材の着実な確保・育成・定着及び施設・設備の整備の推進など、保健・医療・福祉・介護等のサービスの提供体制の強化　　【1-1-(3)-④に再掲】

1
高齢者見守り等ネットワークづくり
支援事業

継続
保健福祉部
高齢福祉課

　避難指示解除区域内において、高齢者等が安心して健康に暮らせるよう、総合相
談、地域交流サロン、デイサービス等の介護支援サービスを提供する高齢者等サポー
ト拠点の設置・運営について支援する

161,513 ○ ○

2 避難地域等医療復興事業 継続
保健福祉部
地域医療課

　避難地域の医療提供体制の再構築のため、双葉地域の中核的役割を担う新病院の
整備を進めるとともに、「避難地域等医療復興計画」に基づき、医療機関の再開・継続
の支援等を行う。

3,254,068 ○ ○

3 地域共生社会構築支援事業 継続
保健福祉部
社会福祉課

　誰もが生き生きと暮らせる地域共生社会の実現に向けた地域づくり強化のため、市
町村支援及び人材育成に取り組む。

6,962 ○

4 介護のしごと魅力発信事業
一部
新規

保健福祉部
社会福祉課

　親子介護イベント、高校生等を対象としたSNS等による介護の仕事の映像発信や出
前授業を実施し、若年層に介護の仕事の魅力を伝えるとともに、スマートフォンにより
介護施設等の情報にアクセスし相互にコミュニケーションが図れるマッチングサイトを
制作し女性や若年層の介護職への就職を後押しする。

61,690 ○

5
地域医療情報ネットワーク活用強
化支援事業

一部
新規

保健福祉部
地域医療課

　病院・診療所・薬局・介護施設などの間の医療福祉情報の連携を維持・強化するた
め、地域医療情報ネットワーク（キビタン健康ネット）の認知理解度強化の取組を支援
するとともに、キビタン健康ネットにて診療情報提供を行う医療機関の機器更新費用を
支援する。

18,000 ○ ○

事業名
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種別 担当課 事業概要 事業費
（単位：千円）

重点 再掲事業名

6
福祉・介護人材プロジェクト（イメー
ジアップ事業）

継続
保健福祉部
社会福祉課

　福祉・介護の職場見学会を実施するとともに、人材育成等に取り組む介護事業者を
認証評価することなどにより、福祉・介護のイメージアップを図る。

20,861 ○

7
福祉・介護人材プロジェクト（マッチ
ング事業）

継続
保健福祉部
社会福祉課

　福祉・介護の合同就職説明会やハローワークでの出前相談等を実施することによ
り、介護事業者と求職者のマッチングを図る。

45,578 ○

8
福祉・介護人材プロジェクト（人材
確保事業）

継続
保健福祉部
社会福祉課

　介護に関する入門的研修や県立高校普通科における特色のあるコース制導入校の
生徒に対する介護の出前講座等を実施することにより、福祉・介護人材の確保を図
る。

25,556 ○

9
福祉・介護人材プロジェクト（外国
人人材確保）

継続
保健福祉部
社会福祉課

　外国人介護留学生に対する奨学金支給や外国人介護人材とのコミュニケーション促
進等に取り組む事業者への補助を行うとともに、外国人介護人材や受入れ施設職員
等を対象とした研修会等を実施するなど、受入れ環境を整備することにより、外国人
介護人材の確保を図る。

38,331 ○

10
福祉・介護人材プロジェクト（人材
育成事業）

継続
保健福祉部
社会福祉課

　市町村等が実施する介護職員初任者及び実務者研修への補助、学生を対象とした
介護職員初任者研修、新任介護職員を対象とした介護技術の向上を図る研修等を実
施することにより、福祉・介護人材の育成を図る。

51,696 ○

11
福祉・介護人材プロジェクト（人材
定着事業）

継続
保健福祉部
社会福祉課

　新任職員を知事が激励する「福祉・介護職員のつどい」や優秀な職員や労働環境改
善の優れた取組を実施している施設を表彰する「キラリふくしま介護賞」を実施するこ
とにより、福祉・介護人材の定着を図る。

11,937 ○

12 広域的支援事業 継続
保健福祉部

障がい福祉課

　市町村域を超えて広域的な支援を行い、障がい者等が自立した日常生活又は社会
生活を営むことができるよう、相談支援体制の整備や地域生活移行に向けた支援を
行う。

2,266 ○

13 感染症専門人材養成等事業 継続
保健福祉部

医療人材対策室

　感染症に関する専門人材である感染管理認定看護師の養成・確保及び感染管理の
支援強化に向け、資格取得に要する経費等の補助を医療機関等に行うとともに、県内
での養成課程の円滑な運営に向けた取組を進めるなど、県内全体の感染管理の底上
げを図る。

46,829 ○

14 専門医養成支援事業 継続
保健福祉部

医療人材対策室

　修学資金被貸与医師等若手医師のキャリア形成と地域医療従事の両立を図るた
め、特に医師少数区域での需要が今後高まる「総合診療医」の養成を支援するととも
に、専門医志向の高い若手医師のキャリア形成環境を拡大するため、専門研修施設
の新設及び専門研修プログラムの策定を促進することにより、地域医療提供体制の
充実を図る。

42,158 ○

15 日常生活自立支援事業 継続
保健福祉部
社会福祉課

　認知症高齢者や知的・精神障がい等により判断能力が低下し、日常生活を営むの
に支障がある者に対し、金銭管理などの援助を行い自立を支援する。

71,766 ○

16
被災地介護サービス提供体制再構
築支援事業

継続
保健福祉部
社会福祉課
高齢福祉課

　被災地で介護職員として就労を希望する者に対する就職準備金の貸与や就職支援
金の交付等を実施するとともに、介護施設等の運営費等を支援することで、被災地の
介護人材の確保や介護施設等の経営体力の維持を図る。

215,732 ○

17 医師確保修学資金貸与事業 継続
保健福祉部

医療人材対策室

　福島県立医科大学等に在学する県内外の医学部生であって、県が指定する公的医
療機関等での勤務に従事しようとする者に対し、修学に必要な資金を貸与することに
より県内への定着を図る。

832,254 ○

18 地域医療支援センター運営事業 継続
保健福祉部

医療人材対策室

　医師確保に必要な病院の支援、医師のキャリア形成支援等を一体的に行い、県内
の医師確保や地域偏在を解消するため、福島県立医科大学内に「福島県地域医療支
援センター」を設置・運営する。

89,998 ○

19 ふくしま医療人材確保事業 継続
保健福祉部

医療人材対策室

　東日本大震災で離職した医療従事者の流出防止を図り、県内の医療提供体制の回
復及び復興に繋げるため、事業を実施する医療機関等に対し、必要な経費を補助す
る。

1,618,283 ○

20
復興を担う看護職人材育成支援事
業

継続
保健福祉部

医療人材対策室

　復興を担う看護職の人材育成を支援するため、進学・就職活動及びキャリアアップを
支援する。　また、浜通りの医療機関が看護職員確保に取り組む際の経費を補助す
る。

226,639 ○

21 在宅ケア推進事業
一部
新規

保健福祉部
医療人材対策室

　がん看護や訪問看護に関する研修を実施するとともに、看護師特定行為研修の実
施体制維持･強化、制度周知、受講経費の補助による受講推進を図る。また、訪問看
護提供体制の強化を図る。

67,018 ○

22 医療従事者修学資金貸与事業 継続
保健福祉部

医療人材対策室

　看護職及び理学療法士、作業療法士、診療放射線技師、歯科衛生士、臨床検査技
師の確保と定着促進を図るため、養成施設の在学者で卒業後に県内の施設で業務に
従事しようとする者に対し、修学資金を貸与する。

311,560 ○

23 “医療の仕事”魅力発信事業
一部
新規

保健福祉部
医療人材対策室

　県内出身の将来世代の医療人材を安定的かつ着実に増加させるため、医療職種の
魅力を伝える機会を創出する。

2,155 ○

24 ナースセンター事業 継続
保健福祉部

医療人材対策室
　医療機関等の看護職員の確保及び在宅医療の推進を図るため、看護職の資格を
もった未就業者の就業促進及び看護師の潜在化防止を図る。

54,637 ○

25 病院内保育所運営費補助事業 継続
保健福祉部

医療人材対策室
　病院職員の離職防止及び未就業看護職員等の再就業の促進を図るため、医療機
関が行う院内保育事業に要する運営費の一部を補助する。

99,424 ○

26 看護職員離職防止・復職支援事業 継続
保健福祉部

医療人材対策室

　看護職員の離職防止や復職を支援するとともに、看護職員の定着に向けた職場の
環境づくり等を支援することにより、県内医療機関等の看護職員の安定的確保を図る
ほか、非常時における応援看護師を確保する。

55,725 ○
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種別 担当課 事業概要 事業費
（単位：千円）

重点 再掲事業名

27
地域包括ケアシステム構築支援事
業

一部
新規

保健福祉部
健康づくり推進課

　高齢者が可能な限り、地域でその有する能力に応じて自立した日常生活を営むこと
ができるように、市町村が地域の特性に応じた地域包括ケアシステムを構築できるよ
う支援する。

112,193 ○

28
地域医療介護総合確保事業（病床
の機能分化・連携）

継続
保健福祉部
地域医療課

  地域の不足する医療機能を確保するため、医療機関における病床機能の転換等に
必要な施設・設備を整備するなど、医療機関相互の役割分担・連携を推進する。

1,097,359 ○

29
地域医療介護総合確保事業（在宅
医療の推進）

継続
保健福祉部
地域医療課

　在宅医療に関する取り組みや必要な設備整備を支援するとともに、病院、医科・歯
科診療所、訪問看護ステーション、介護施設等の連携を促進するなど、在宅医療体制
の構築を推進する。

202,551 ○

30
地域医療介護総合確保事業（医療
従事者の確保・養成）

継続
保健福祉部
地域医療課

　医療従事者の負担軽減や復職の支援に取り組むとともに、職務環境の改善を図る
など、医療従事者の確保・養成を推進する。

104,621 ○

31 宮下病院整備事業 継続
病院局

病院経営課

　救急医療や公的診療所への診療応援等に加えて、地域包括ケアシステムの構築支
援など地域に必要とされる役割を十分に発揮するため、建替え後の新施設に係る進
入路工事や建設予定地の造成工事を行う。

102,998 ○

32 看護教員・実習指導者養成講習会 継続
保健福祉部

医療人材対策室
　県内の看護師等養成所の実習施設において専任教員や指導に携わる実習指導者
を対象として、必要な知識や技術を修得させるための講習会を開催する。

13,630 ○

33 看護師等養成所運営費補助事業 継続
保健福祉部

医療人材対策室
　看護職員を養成・確保するため、保健師助産師看護師法に基づく指定を受けた看護
師等養成所の運営に要する経費の一部を補助する。

266,096 ○

34 看護教育体制強化支援事業 継続
保健福祉部

医療人材対策室

　高度化する医療に対応できる臨床実践能力の高い看護職を養成するため、実習教
員の配置や研究活動に係る費用を支援するとともに、各看護師等養成所の創意工夫
ある学びを支援することで、看護基礎教育の充実を図る。

32,454 ○

35 地域医療介護総合確保事業（介護
人材の確保）

継続
保健福祉部
社会福祉課

　介護人材の確保・資質の向上を図るため、介護人材のすそ野の拡大や介護職員等
のキャリアアップ等を支援する。

106,018 　

36 認知症疾患医療センター運営事業 継続
保健福祉部
高齢福祉課

　認知症の人が安心して地域で暮らすことができるよう、認知症疾患に関する鑑別診
断、急性期治療、専門医療相談等を実施するとともに、保健医療・介護関係者との地
域連携を行う「認知症疾患医療センター」を運営する。

53,557 ○

37 がん患者支援事業 継続
保健福祉部
地域医療課

　がん患者一人ひとりの希望をかなえるため、補整具購入者や妊よう性温存治療を行
う者への支援、在宅サービス利用料の一部助成を実施する市町村に対し補助を行うと
ともに、がん・生殖医療ネットワーク体制を構築し、がんに関する正しい知識の普及・
啓発を行う。

28,466

38 感染症危機管理体制強化事業 継続
保健福祉部

感染症対策課

　国民の生命及び健康に重大な影響を与えるおそれがある新興感染症等の発生・ま
ん延に平時から備えるため、医療提供体制の整備に取り組むとともに、関係機関との
連携体制の構築並びに衛生研究所等の検査体制や保健所体制の強化を図る。

189,764 ○

② 3-4-(2)-②：救急医療体制や小児･周産期医療体制など医療サービスの提供体制の強化

1 初期救急医療体制整備事業 継続
保健福祉部
地域医療課

　小児初期救急センターの運営に必要な職員諸手当を補助することにより、地域の小
児救急体制を確保し、子育て世代の家族の安心安全の確保を図る。

3,852 ○

2
福島県周産期医療システム整備事
業

継続
保健福祉部
地域医療課

　妊娠、出産から新生児に至る高度で専門的な医療を効果的に提供する総合的な周
産期医療体制を整備し、安心して子どもを生み育てることができる環境づくりを図る。

178,367 ○ ○

3
ふくしま子ども・女性医療支援セン
ター運営事業

継続
保健福祉部

医療人材対策室

　質の高い周産期医療を担う医師等を養成するとともに、県民が安心して子どもを生
み育てることができる環境を整備するため、福島県立医科大学に設置している、ふくし
ま子ども・女性医療支援センターの運営に要する経費を支援する。

151,787 ○

③ 3-4-(2)-③：医療機関におけるＩＣＴ活用の推進、情報通信機器を活用した医療提供体制整備の推進

1
地域医療情報ネットワーク活用強
化支援事業

一部
新規

保健福祉部
地域医療課

　病院・診療所・薬局・介護施設などの間の医療福祉情報の連携を維持・強化するた
め、地域医療情報ネットワーク（キビタン健康ネット）の認知理解度強化の取組を支援
するとともに、キビタン健康ネットにて診療情報提供を行う医療機関の機器更新費用を
支援する。

18,000 ○

④ 3-4-(2)-④：県民のこころを支える精神科医療の機能強化

1
精神科病院入院患者地域移行マッ
チング事業

継続
保健福祉部

障がい福祉課

　震災の影響により、県内外の医療機関に転院を余儀なくされた入院患者の本県へ
の帰還、地域移行を促進するため、転退院調整コーディネーターを配置し、患者の意
向確認、症状等を踏まえた転退院調整を行う。

6,887 ○

2
精神障がい者アウトリーチ推進事
業

継続
保健福祉部

障がい福祉課

　居宅生活を行っている精神障がい者のうち、未受診や受療中断等、自らの意思によ
り受診できない者で日常生活上の危機が生じている者に対して、多職種チームを配置
し危機介入包括支援を行うことにより、地域生活継続のための支援を行う。

66,387 ○
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種別 担当課 事業概要 事業費
（単位：千円）

重点 再掲事業名

3 精神科救急医療システム整備事業 継続
保健福祉部

障がい福祉課

　夜間･休日において、病状の急変等により緊急に精神医療を必要とする者の適切な
医療を確保するため、地域の実情に応じて診療応需体制をシステム化することによっ
て、精神疾患の再発防止や地域生活支援を図る｡

124,928

（３）先進的医療の提供

種別 担当課 事業概要 事業費
（単位：千円）

重点 再掲

① 3-4-(3)-①：「ふくしま国際医療科学センター」における県民健康調査の着実な実施､先進的医療の提供､世界に貢献する医療人の育成､医療関連産業の振興

1
ふくしま国際医療科学センター運
営事業

継続
保健福祉部

医療人材対策室
　福島県立医科大学の「先端臨床研究センター」が行う、放射性薬剤の研究開発等の
取組を支援することにより、県民の健康の保持・増進を図る。

412,902 ○

② 3-4-(3)-②：「ふくしま国際医療科学センター」における国際的な保健医療機関等との連携・協働の支援

1 県民健康調査事業 継続
保健福祉部

県民健康調査課
　県民の健康状態を把握し、疾病の予防、早期発見、早期治療につなげ、もって、将
来にわたる県民健康の維持、増進を図ることを目的に県民健康調査等を実施する。

3,613,468 ○ ○

（４）被災者等の心のケア

種別 担当課 事業概要 事業費
（単位：千円）

重点 再掲

① 3-4-(4)-①：相談窓口や訪問活動などによる被災者の心のケアの推進

1
ひきこもり対策推進事業（ひきこも
り支援体制強化モデル事業）

一部
新規

こども未来局
こども・青少年

政策課

　ひきこもり状態にある本人やその家族の一次相談窓口として「ひきこもり相談支援セ
ンター」を運営するとともに、各保健福祉事務所において、ひきこもり家族教室を開催
する。また、地域連携による社会資源の掘り起こし、ひきこもりサポーターの養成研
修・派遣等を実施する。

10,967 ○

2
東日本大震災による女性の悩み・
暴力相談事業

継続
生活環境部

共生社会・女性活
躍推進課

　東日本大震災により、長期の避難生活、帰還後または定住後の生活不安や避難指
示のため生じた家族や地域の離散による孤独感、DVなど性差による暴力などの悩み
を抱える女性が気軽に相談できる窓口を設けることにより、こころの復興を図っていく。

12,644 ○

3 被災者の心のケア事業 継続
保健福祉部

障がい福祉課

　東日本大震災及び東京電力福島第一原子力発電所事故により高いストレス状態に
ある県民及びその支援者に対する心のケアの拠点として、心のケアセンターを県内各
方部に設置し、訪問活動や支援者のへの研修会等を実施する。

567,441 ○

② 3-4-(4)-②： 震災や原発事故により不安やストレスを抱える子どもや家族の心のケア

1
緊急スクールカウンセラー等派遣
事業

継続
総務部

私学・法人課

　東日本大震災による被災地域の幼児児童生徒の心のケア、教職員・保護者等への
助言・援助等様々な課題に対応するため、スクールカウンセラー等の派遣を行う。ま
た、進路アドバイザーを配置し、就職を希望する私立高校生等や新規高卒者の望む
職業生活の向上や生活基盤の安定を支援する。

47,790 ○

2 教育相談推進事業 継続
教育庁

義務教育課

　児童生徒の問題行動の多様化・深刻化に加え、心のケアを要する児童生徒の増加
を受け、問題行動の未然防止と早期解決を図るため、スクールカウンセラー等の派
遣・配置や学校教育相談員による電話相談等を実施する。

691,585 ○

3 スクールカウンセラー活用事業 継続
教育庁

高校教育課

　東日本大震災で被災した県立高等学校及び避難した生徒を受け入れている県立高
等学校にＳＣを派遣し、生徒の心のケアをする。また、生徒の問題行動や不登校等の
未然防止のため、生徒の状況を早期に把握し、対応するとともに、教職員の教育相談
に関する資質向上を図る。

121,722 ○

4
被災した子どもの健康・生活対策
等総合支援事業

継続

こども未来局
こども・青少年

政策課
子育て支援課

　子育て世帯を訪問し、生活・育児の相談に対応するとともに、復興公営住宅等に住
んでいるこどもが安心して過ごすことができる環境づくりを行う。また、被災児童に対す
る心身の健康に関する相談・援助等を行う市町村へ補助を行う。

25,280 ○

5 子どもの心のケア事業 継続
こども未来局
児童家庭課

　震災・原発事故により不安を抱えるこどもの心を中長期的に見守っていくため、行
政、医療、福祉、教育等の関係機関が連携して「ふくしま子どもの心のケアセンター」を
設置し、地域や学校等を訪問して相談対応を行うほか、地域における支援体制の強
化に取り組む。

152,079 ○

6 不登校・いじめ等対策推進事業 継続
教育庁

義務教育課

　不登校児童生徒の学習の機会を確保するため、校内スペシャルサポートルームの
設置を進めるとともに、不登校児童生徒支援センターによるオンライン支援を県内全
域に対象を広げる。いじめ防止については、推進校を指定し、児童生徒の主体的な取
組を支援するとともに、その成果を県内に広める。

24,111 ○

５ 復興を加速するまちづくり

（１）「多重防御」による総合的な防災力が高い復興まちづくり

種別 担当 事業概要 事業費
（単位：千円）

重点 再掲

①

② 3-5-(1)-②：防災林の整備促進など、地域の防災機能の向上

1 治山事業(一般治山事業) 継続
農林水産部
森林保全課

　山地災害から県民の生命・財産を保全するため、荒廃林地の復旧や地すべり防止
等の治山事業を行う。

453,495 ○

2 治山事業(復興創生) 継続
農林水産部
森林保全課

津波により大きな被害を受けた海岸防災林について、多重防御の一環として十分な林
帯幅の確保と盛土及び植栽等により津波防災機能を強化した復旧・整備を図る。

1,153,600 ○

事業名

事業名

事業名

3-5-(1)-①：海岸堤防等の復旧
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種別 担当課 事業概要 事業費
（単位：千円）

重点 再掲事業名

③ 3-5-(1)-③：ライブカメラ等による海岸及び河口部状況の情報提供

1 河川流域総合情報システム事業 継続
土木部

河川整備課

　海岸及び河口部及び主要な河川等にライブカメラを設置し、福島県総合情報システ
ムのホームページ上から画像を閲覧可能にすることにより、津波や波浪及び高潮等の
防災情報を提供する。

613,400

④ 3-5-(1)-④：道路・漁港・上下水道における防災機能の強化

1 公共災害復旧費（再生・復興） 継続
土木部

河川整備課
　東日本大震災により被害を受けた公共土木施設を復旧し、地域の安全安心を確保
する。

1,128,000 ○ ○

（２）地域とともに取り組む復興まちづくり

種別 担当課 事業概要 事業費
（単位：千円）

重点 再掲

① 3-5-(2)-①：国土調査の実施による復興事業の促進

1 地籍調査事業 継続
農林水産部
農村計画課

　一筆毎の土地について、調査（所有者・地番・地目）、測量（境界・地積）を行い、地籍
簿及び地籍図を作成するため、市町村に対し、補助金を交付する。

117,146

② 3-5-(2)-②：土地利用ゾーニングにより防災機能を向上させた農村づくり

③ 3-5-(2)-③：都市防災機能の整備や地域活性化の仕掛けづくりなど地震・津波被害地域における持続可能なまちづくり･地域づくり

1
元気ふくしま地域づくり交流促進事
業

継続
土木部

まちづくり推進課
　地域資源の活用などによる交流人口の拡大を図るため、ソフト・ハード両面から、個
性と魅力ある地域づくりを支援する。

353,009 ○

④ 3-5-(2)-④：効果的・効率的な復興事業実施のための高等教育機関の英知の活用

1 福島大学等による地域貢献の促進 継続
企画調整部
企画調整課

  地域未来デザインセンターなど福島大学等による地域貢献活動を促進する。 ―

⑤ 3-5-(2)-⑤：住宅の耐震化など、地域の実情に応じた災害に強く安全・安心なまちづくり

1 木造住宅等耐震化支援事業 継続
土木部

建築指導課

　災害に強く、安全・安心なまちづくりを推進するため、木造戸建て住宅の耐震診断、
耐震改修・建替及びブロック塀等の耐震化に取り組む市町村に対し、補助金を交付す
る。

29,238 ○

⑥ 3-5-(2)-⑥：県有建築物の減災化及び民間建築物等の耐震化の推進

1 県有建築物の減災化 継続
土木部
営繕課

　防災上重要建築物及び特定建築物の非構造部材（天井・エレベータ・建具・水槽）の
減災化を推進する。

―

⑦ 3-5-(2)-⑦：復興状況に応じた警察庁舎を始めとする警察活動基盤の整備及び避難地域等における防犯ネットワークや交通安全活動団体等の活動に対する支援

1
復興状況に応じた警察庁舎の整備
事業

継続
警察本部

施設装備課
　帰還住民等の安全・安心の拠点となる閉鎖駐在所の復旧等、復興状況に応じた警
察庁舎の整備を進める。

―

2
関係市町村等との連携による防犯
機能の強化

継続
警察本部

生活安全企画課

　住民の帰還が進む地域において、防犯ボランティアの再開の促進を図るとともに、関
係市町村等と連携し、自主防犯活動に対する支援、防犯情報の提供、防犯対策に関
する助言・指導等の活動を推進する。

―

3
交通安全活動団体等に対する支
援

継続
警察本部

交通企画課
　生活環境の整備状況に応じ、交通安全活動団体等との連携強化による交通安全教
育や広報啓発活動等を推進するとともに、活動に必要な情報の提供等や支援を行う。

―

（３）復興の基盤となる道路等の整備

種別 担当課 事業概要 事業費
（単位：千円）

重点 再掲

① 3-5-(3)-①：常磐自動車道の４車線化・スマートICの整備　　【1-1-(2)-②に再掲】

1 ４車線化整備事業 継続
土木部

高速道路室
　浜通りの復興を支援するため、県土の骨格を形成する６本の連携軸（浜通り軸）とし
て浜通りを南北に結ぶ常磐自動車道の４車線化を促進する。

― ○

2 （仮）小高スマートIC整備事業 継続
土木部

高速道路室
　南相馬市における住民帰還の促進、企業の事業再開の加速化や企業誘致の推進、
観光振興による交流人口の拡大に寄与する重要施設として、追加IC整備支援を行う。

― ○

② 3-5-(3)-②：磐越自動車道の４車線化整備（会津若松～新潟間）

1 磐越自動車道整備事業 継続
土木部

高速道路室
　大規模災害時の物流等の支援のため、県土の骨格を形成する６本の連携軸（横断
道軸）として磐越自動車道（会津若松～新潟間）の４車線化を推進する。

―

事業名

事業名
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種別 担当課 事業概要 事業費
（単位：千円）

重点 再掲事業名

③

1 会津縦貫道整備事業 継続
土木部

高速道路室
　災害に強い道路ネットワーク構築を実現するため、本県の骨格をなす基幹的な道路
（会津縦貫道）を整備する。

1,497,381 ○

④ 3-5-(3)-④：「ふくしま復興再生道路」の整備、地域連携道路等の整備　　【1-1-(2)-①に再掲】

1 ふくしま復興再生道路整備事業 継続
土木部

道路整備課
　避難解除等区域の復興を周辺地域から支援するため、広域的な物流や地域医療、
産業再生を支える８路線を整備する。

17,009,137 ○ ○

2 直轄道路整備事業 継続
土木部

道路計画課
　災害に強い道路ネットワーク構築を実現するため、本県の基幹的な道路の整備を促
進する。

9,822,000 ○ ○

3 地域連携道路等整備事業 継続
土木部

道路整備課
　浜通りと中通り・会津との東西の広域的なネットワークの強化を図るとともに、災害に
強い道路ネットワーク構築を実現するため、地域連携道路等を整備する。

9,783,408 ○ ○

⑤ 3-5-(3)-⑤：防災・減災対策など安全に安心して暮らせる道路の整備　　【1-1-(2)-④に再掲】

1 橋梁耐震補強事業 継続
土木部

道路管理課
　災害に強い道路ネットワーク構築を実現するため、橋梁の耐震補強を進め、防災機
能の強化を図る。

1,636,066 ○ ○

2 災害防除事業（落石対策等） 継続
土木部

道路管理課
　災害に強い道路ネットワーク構築を実現するため、落石対策等を進め、防災機能の
強化を図る。

3,439,200 ○ ○

⑥ 3-5-(3)-⑥：復興に係る道路交通環境の変化等に応じた信号機・標識等の交通安全施設の整備

1 交通安全施設整備事業 継続
警察本部

交通規制課
　ふくしま復興再生道路等の整備や立入規制緩和等に伴う交通環境の変化に適切に
対応できるよう、交通信号機・道路標識等の設置及び更新を進める。

699,722

（４）ＪＲ只見線の早期復旧等

種別 担当課 事業概要 事業費
（単位：千円）

重点 再掲

① 3-5-(4)-①：ＪＲ只見線の早期復旧・利活用促進

1
ひとつ、ひとつ、つなげる、只見線
利活用事業

新規
生活環境部
生活交通課

　只見線の全線運転再開以降、高校生サミット等、若者世代から寄せられた只見線活
性化のアイデアを活用した事業を、会津地域が一丸となって展開し、県内外はもとより
国内外も含めた多くの方と、一本に繋がった只見線を通じたつながりを創出し、沿線地
域の活性化と只見線の継続的な運行を図る。

99,468 ○

６ 防災・災害対策の推進

（１）防災意識の高い人づくり・地域づくり

種別 担当課 事業概要 事業費
（単位：千円）

重点 再掲

① 3-6-(1)-①：福島県及び市町村の地域防災計画の見直し

1 地域防災計画の見直し 継続
危機管理部
災害対策課

　東日本大震災や原子力災害の教訓等を踏まえ、県地域防災計画の見直しや市町村
地域防災計画の修正の支援を行う。

835

② 3-6-(1)-②：被災建築物の応急危険度判定制度の充実や応急仮設住宅等に関する協定の締結推進

1
被災建築物応急危険度判定士の
新規登録の促進

継続
土木部

建築指導課
　震災時に被災建築物応急危険度判定を行う判定士を確保するため判定士育成に取
り組む。

―

③ 3-6-(1)-③：訓練実施等による防災関係機関との連絡体制及び災害対応力の強化

1
被災者生活再建支援体制推進事
業

継続
危機管理部
災害対策課

　「ふくしま災害時相互応援チーム」による被災者支援を早期に実現するため、市町村
の受援応援体制の強化等を支援するとともに、被災者の事情に応じたきめ細かな支
援を行うため、災害ケースマネジメントの実施体制の構築を支援する。

9,295 ○

2
訓練実施等による災害対処能力の
維持・強化

継続
警察本部

災害対策課

　大規模災害等の発生に備え、豪雨災害や土砂災害等を想定した訓練を重ね、災害
対処能力の維持・強化を図るほか、県を始め、自衛隊・消防等の防災関係機関との連
携強化を継続する。

―

④ 3-6-(1)-④：避難行動要支援者への情報提供や避難誘導体制の強化

1
避難行動要支援者の個別避難計
画策定の促進

継続

危機管理部
災害対策課
保健福祉部

保健福祉総務課

　市町村における避難行動要支援者の個別避難計画及び実効性の確保を支援する
ため研修会等を開催するとともに、地域懇談会のモデル開催や各市町村の進捗状況
に応じた伴走型支援を実施する。

405

事業名

3-5-(3)-③：会津縦貫道の整備

事業名
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種別 担当課 事業概要 事業費
（単位：千円）

重点 再掲事業名

⑤ 3-6-(1)-⑤：福祉避難所の設置、要介護者の災害時の緊急的相互受入の連絡体制整備

1 福祉避難所の指定促進 継続
保健福祉部

保健福祉総務課

  市町村に対し、福祉避難所の指定取組状況や平常時の備えについての聞き取り等
を行いながら先進事例を情報共有するとともに、関係機関と連携して市町村の避難所
開設・運営訓練を支援し、福祉避難所の充実・確保を促進する。

―

⑥ 3-6-(1)-⑥：災害時のマニュアル整備など保健・医療・福祉に関する連携体制の構築

1
災害時健康危機管理体制整備事
業

継続
保健福祉部

保健福祉総務課

　大規模災害時において、被災地の保健医療の指揮調整機能を応援し、防ぎ得た死、
二次的健康被害の最小化を図ることを目的とした、災害時健康危機管理支援チーム
（DHEAT）を設置し、大規模災害時に対応できるよう体制を強化する。

1,651 ○

2
広域災害福祉支援ネットワーク構
築支援事業

継続
保健福祉部
社会福祉課

　災害時の福祉支援体制や環境整備等について検討、協議を行うため、福島県広域
災害福祉支援ネットワーク協議会事務局を県直営で運営する。
　また、災害派遣福祉チーム員の研修を行い、災害発生直後から迅速に行動できる体
制を整備する。

2,406 ○

3 災害時救急医療体制整備事業
一部
新規

保健福祉部
地域医療課

薬務課

　東日本大震災を踏まえ、大規模災害発生時における県民への医療提供体制を確保
するため、災害時救急医療体制を充実強化する。

182,937

⑦ 3-6-(1)-⑦：地域の防災体制強化、防災リーダーの育成、地域住民との情報の共有化

1 孤立集落対策強化事業 新規
危機管理部
災害対策課

　孤立する可能性のある集落を対象とした周辺環境等調査等を実施し、住民・自治
体・救助機関・民間事業者の連携による孤立集落支援体制の構築を図る。

10,562

2 地域防災力強化支援事業 新規
危機管理部
災害対策課

　県民１人ひとりによる防災意識（自助）の向上を図るとともに、地域の防災活動（共
助）を活性化させることによる大規模な災害に備えるための地域防災力の強化を図
る。

24,821 ○

3 原子力防災体制整備事業 継続
危機管理部

原子力防災課

　原子力発電所の不測の事態に備え、地域防災計画の見直しや緊急時の通信手段
及び資機材の整備、オフサイトセンターの維持管理や原子力防災訓練の実施など、原
子力防災体制の充実・強化を図る。

627,152 ○

4 消防団入団促進支援事業 継続
危機管理部
消防保安課

　消防団への加入促進のため、「ふくしま消防団サポート企業」の募集を行うとともに、
高校生等を対象とした消防防災出前講座を実施する。
　また、市町村等を対象に消防団員の確保に向けた研修会等を開催するほか、消防
団活動に係る動画を県で広く情報提供（紹介）し、地域住民、県民に消防団活動につ
いて理解向上を図る。

695

5 地域防災サポーター養成事業 継続
危機管理部
災害対策課

　地域の防災士を「地域防災サポーター」として登録・組織化することにより、地域防災
の担い手として「マイ避難」の普及や地区防災計画の作成促進、自主防災組織の活動
活性化等、自助・共助の取組を促進するとともに、消防団の活動等にも参画し活性化
に寄与する。

6,000

6
集中豪雨から命を守るプロジェクト
事業

継続
土木部

河川計画課

　小中学校を対象として出前講座を実施し集中豪雨等による洪水や土砂災害の自然
災害から自分の命を守るための知識を身につけ、防災意識の高い人材の育成を図
る。

―

⑧ 3-6-(1)-⑧：最新の防災情報の提供による学校・地域おける防災教育の充実や、県民参加型の防災訓練などによる地域防災力の強化

1 そなえるふくしま防災事業
一部
新規

危機管理部
危機管理課
災害対策課

　地域防災サポーターを活用したマイ避難推進講習会の実施や、より多くの児童生徒
に防災啓発を行うための防災コンテンツの開発とともに、防災アプリの機能拡充や利
用促進等により、県民の防災意識を高め、安心して住み暮らせる地域づくりを進める。

65,973 ○

2 震災伝承活動推進事業 継続
土木部

土木企画課

　東日本大震災の風評払拭・風化防止や防災力の強化に県として効果的・効率的に
取り組むため、震災伝承の広報等を行う（一財）3.11伝承ロード推進機構に対して、震
災伝承施設の情報発信・広報に関する事業や啓発活動に要する費用の一部を負担す
る。

2,000 ○ ○

⑨ 3-6-(1)-⑨：土砂災害警戒区域、ため池ハザードマップ等の周知など、災害時における早期避難の意識づくり

1
集中豪雨から命を守るプロジェクト
事業（出前講座）

継続
土木部

河川計画課
　主に小中学校の児童生徒を対象とした出前講座を実施し、豪雨時や土砂災害から
の避難方法等を伝えることで、災害時における早期避難の意識向上を図る。

―

2 ため池等整備事業　他 継続
農林水産部
農地管理課

　防災工事が未了の防災重点農業用ため池に対して、ため池下流の安全を確保する
ために、ため池整備工事を実施する。

1,024,310 ○

3 防災ダム事業　他 継続
農林水産部

農村基盤整備課
　農地防災施設の整備・更新等を実施し、農業経営の安定化と、農村地域の安全の
確保を図る。

1,179,792 ○

（２）災害時における広域的な連携・連絡体制の構築

種別 担当課 事業概要 事業費
（単位：千円）

重点 再掲

① 3-6-(2)-①：災害時における情報通信体制の強化

② 3-6-(2)-②：ＳＮＳ等を活用した災害情報の収集と発信

1
災害発生時における情報収集及び
発信

継続
警察本部

災害対策課
　発生時にSNS等から災害情報の収集を行うとともに、POLICEメールふくしまや県警
ホームページ等を活用し災害情報等の発信を行う。

―

事業名
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種別 担当課 事業概要 事業費
（単位：千円）

重点 再掲事業名

2 防災ツイッターによる情報発信 継続
危機管理部
災害対策課

　防災情報専門のツイッターの運用により、平時から防災情報を発信し、県民の自助・
共助の取組を推進するとともに、災害時には被害状況やインフラ情報等を発信する。

―

③ 3-6-(2)-③：広域避難を想定した保健・医療・福祉提供体制の整備

1
災害時健康危機管理体制整備事
業

継続
保健福祉部

保健福祉総務課

　大規模災害時において、被災地の保健医療の指揮調整機能を応援し、防ぎ得た死、
二次的健康被害の最小化を図ることを目的とした、災害時健康危機管理支援チーム
（DHEAT）を設置し、大規模災害時に対応できるよう体制を強化する。

1,651 ○ ○

2
広域災害福祉支援ネットワーク構
築支援事業

継続
保健福祉部
社会福祉課

　災害時の福祉支援体制や環境整備等について検討、協議を行うため、福島県広域
災害福祉支援ネットワーク協議会事務局を県直営で運営する。
　また、災害派遣福祉チーム員の研修を行い、災害発生直後から迅速に行動できる体
制を整備する。

2,406 ○ ○

3 災害時救急医療体制整備事業
一部
新規

保健福祉部
地域医療課

薬務課

　東日本大震災を踏まえ、大規模災害発生時における県民への医療提供体制を確保
するため、災害時救急医療体制を充実強化する。

182,937 ○

④ 3-6-(2)-④：国や地方公共団体、民間団体との災害協定締結の推進や市町村間の災害協定締結の推進、災害時の応援・受援体制の整備

1
社会福祉施設危機対応強化支援
事業

継続
保健福祉部
高齢福祉課

障がい福祉課

　大規模災害発生時においても社会福祉施設が利用者に必要なサービスを継続的に
提供できるよう、被災施設への職員派遣等について定めた施設間相互応援協定の締
結及び相互支援ネットワークの構築に向けた取組を行う。

9,316 ○

2 市町村受援計画策定支援事業 継続
危機管理部
災害対策課

　令和元年台風第19号等に関する災害対応検証報告書や令和６年能登半島地震に
係る自主点検レポートに基づき、災害時に市町村が応援自治体の職員を受け入れる
受援計画の策定を支援するため、市町村を対象に研修等を実施する。

―

⑤ 3-6-(2)-⑤：福島県・市町村耐震改修促進計画、福島県県有建築物の耐震改修計画及び福島県県有建築物の非構造部材減災化計画の推進

1 橋梁耐震補強事業 継続
土木部

道路管理課
　災害に強い道路ネットワーク構築を実現するため、橋梁の耐震補強を進め、防災機
能の強化を図る

1,636,066 ○ ○

2 災害防除事業（落石対策等） 継続
土木部

道路管理課
　災害に強い道路ネットワーク構築を実現するため、落石対策等を進め、防災機能の
強化を図る

3,439,200 ○ ○

3 福島県建築物耐震化促進事業 継続
土木部

建築指導課

　法により耐震診断が義務付けられた緊急輸送路沿道建築物の耐震化を促進するた
め、事業者が行う耐震設計・改修費用の一部を負担する市町村に対し、補助金を交付
する。

39,200 ○

4
市町村耐震化支援チームによる技
術的支援

継続
土木部

建築指導課
　市町村施設の耐震化や市町村耐震改修促進計画の推進に係る技術的支援を行う。 ―

⑥ 3-6-(2)-⑥：災害に強く、地域コミュニティの拠点となる教育・福祉施設の整備

1 県有建築物の減災化 継続
土木部
営繕課

　防災上重要建築物及び特定建築物の非構造部材（天井・エレベータ・建具・水槽）の
減災化を推進する。

― ○

⑦ 3-6-(2)-⑦：県有建物の再配置・集約・共同利用などの推進による防災機能の強化

1 公共施設等総合管理計画推進 継続
総務部

財産管理課
　公共施設等の全体の状況を把握し、長期的な視点を持って、長寿命化・統廃合・更
新などを計画的に行うことにより県民の安全・安心を確保する。

100

⑧ 3-6-(2)-⑧：県庁など公共防災拠点施設の防災機能強化

1 合同庁舎整備に要する経費 継続
総務部

施設管理課
　郡山合同庁舎の老朽化や狭あい化等を解消するため、新庁舎を整備する。 6,785,316 ○
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取組の方向性

１ 中小企業等の振興

２ 新たな産業の創出・国際競争力の強化

４ 産業推進・なりわい再生プロジェクト

“オールふくしま”による経営支援を行うとともに、知的
財産の保護や活用などを通した販路開拓・取引拡大への支援
を行います。

また、県内企業の人材確保・定着に向けた支援とあわせ、
外国人材等の受け入れ態勢の整備に取り組みます。

さらに、物流基盤の整備や県内への企業立地に対する補助
制度、ネットワーク環境の充実による労働環境の整備を通し
て企業誘致の促進に取り組みます。

未来の新エネルギー社会に向けて、再生可能エネルギーの
導入・拡大及び関連産業の育成・集積を図るとともに、水
素社会を実現させるモデルの構築を目指す「福島新エネ社
会構想」に係る取組を推進します。

また、人材育成や開発・研究、実証試験などへの支援と
あわせて、大学や民間企業等との連携の促進を通して、医
療やロボット、廃炉、航空宇宙、ICT（情報通信技術）関連
産業の育成・集積に取り組みます。

３ 農林水産業の振興

農地の集積・集約化や施設・機械の導入などを通して生産
基盤の拡大を図るとともに、地域での核となる新たな就業者
の確保に取り組みます。

また、安全性や魅力の発信によるブランド力の強化などの
流通・販売戦略を実践するとともに、先端技術を活用した生
産力の強化など、戦略的な生産活動の展開を促進します。

さらに、定住環境の整備や多面的機能の維持等を通して活
力と魅力ある農山漁村の創生に取り組みます。

４ 観光業の振興

“ふくしまならでは”の観光資源の磨き上げに取り組
むとともに、東日本大震災・原子力災害伝承館等を活用
したホープツーリズムなどの特色あるプログラムを通し
た教育旅行等の誘致に取り組みます。

また、ふくしまグリーン復興構想等の推進により交流
人口の拡大を図ります。

さらに、海外のインフルエンサーや旅行関係者招請を
実施するとともに、外国人観光客の受入体制の整備を進
めます。
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関連する主な指標 ＜総合計画から抜粋＞

製造品出荷額等 県産品輸出額 特許出願件数 事業継承計画策定件数

事業継続計画（BCP）の策定支
援件数

安定的な雇用者数（雇用保険の
被保険者数）

新規大学等卒業者の県内就職率 新規高卒者の県内就職率

離職者等再就職訓練修了者の就
職率

工場立地件数 携帯電話人口カバー率
小名浜港･相馬港の年間総貨物
取扱量、年間コンテナ貨物取扱
量

１ 中小企業等の振興

２ 新たな産業の創出・国際競争力の強化

３ 農林水産業の振興

４ 観光業の振興

再生可能エネルギー導入量
再生可能エネルギー・水素関連
産業の成約件数

再生可能エネルギー・水素関連
研究実施件数

再生可能エネルギー・水素関連
産業の工場立地件数

医療機器生産金額 医療機器製造業登録事業者数
メードインふくしまロボットの件
数

廃炉関連産業への参入支援によ
る成約件数

新規就農者数 ほ場整備率 林業産出額
スマート農業技術等導入経営体
数

第三者認証GAP等を取得した
経営体数

農業産出額
県産農産物価格の回復状況（米・
もも・牛肉）

県産農産物の輸出額

沿岸漁業生産額
自然と伝統が残る農山漁村地域
を大切にしたいと回答した県民
の割合（意識調査）

地域共同活動による農地・農業
用水等の保全管理面積の割合

特定地域づくり事業協同組合の
認定数

すれ違い困難箇所の解消率（日
常的に通行に使用する21箇所）

生活サービスを維持するための
「小さな拠点（周辺集落の中心と
なる基幹集落）

野生鳥獣による農作物の被害額
過疎・中山間地域における観光
入込数

観光客入込数 県内宿泊者数 観光消費額（観光目的の宿泊者） 福島県教育旅行学校数

外国人宿泊者数
東日本大震災・原子力災害伝承
館の来館者数

ホープツーリズム催行件数

本県の豊かな自然や美しい景観
が保全され、野生鳥獣との共生
が図られていると回答した県民
の割合（意識調査）

自然公園の利用者数 猪苗代湖のCOD値 福島空港利用者数 福島空港定期路線数

浜通りの観光客入込数

※各指標の目標値などについては総合計画を参照ください
（網掛けは基本指標、その他は補完指標）。

４ 産業推進・なりわい再生プロジェクト
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重点プロジェクトの取組に紐づく主要事業一覧  ４　産業推進・なりわい再生プロジェクト

１ 中小企業等の振興

（１）復興・再生

種別 担当課 事業概要
事業費

（単位：千円）
重点 再掲

① 4-1-(1)-①：震災・原発事故により事業活動に影響を受けている中小企業等へのふくしま復興特別資金等による資金支援

1 震災関係制度資金推進事業 継続
商工労働部
経営金融課

　東日本大震災により事業活動に影響を受けた事業者の資金繰りを支援する「ふくし
ま復興特別資金」及び「震災対策特別資金」の利活用推進を図る。

427,385 ○

2 ふくしま復興特別資金 継続
商工労働部
経営金融課

　東日本大震災により事業活動に影響を受けた中小企業者の復旧復興に係る資金繰
り支援を行う。

41,581,000 ○

3 中小企業制度資金貸付金 継続
商工労働部
経営金融課

　中小企業の置かれている金融面での不利な状況を緩和するため、事業資金を提供
し、中小企業の経営基盤の強化を図る。

65,063,000 ○

4 被災中小企業施設・設備整備支援
事業貸付金

継続
商工労働部
経営金融課

　東日本大震災及び令和元年台風１９号等により被害を受けた中小企業者等が施設・
設備の整備を行う場合に、（公財）福島県産業振興センターを通じて長期・無利子の融
資を行う。

―

② 4-1-(1)-②：避難指示解除等区域等から移転を余儀なくされている中小企業等に対する融資

1 特定地域中小企業特別資金 継続
商工労働部
経営金融課

　東京電力福島第一原子力発電所の事故により、移転を余儀なくされた中小企業者
等に対し、移転に必要な資金と移転先において事業を継続・再開するために必要な事
業資金及び避難指示が解除された地域で事業を継続・再開するために必要な事業資
金を供給するため、（公財）福島県産業振興センターに必要な原資を貸し付ける。

―

③ 4-1-(1)-③：中小企業等グループ施設等復旧整備補助事業等を活用した被災企業の施設・設備の復旧補助や事業再開等支援補助金による再開促進

1 中小企業等復旧・復興支援事業 継続
商工労働部
企業立地課

　東日本大震災及び原子力災害により被害を受けた中小企業者の県内での事業再開
を支援（県内中小企業者、商工会、中小企業団体が空き工場、空き店舗等を利用し、
県内での事業再開を行う際に、建物・設備等を借り上げる費用等の一部を補助）す
る。

79,885 ○

2 原子力災害被災事業者事業再開
等支援事業

継続
商工労働部
経営金融課

　避難地域12市町村で被災した中小企業・小規模事業者に対して、事業再開等に要
する費用の一部を補助することにより、事業・生業の再建に向けた取組を促進する。

666,188 ○

3 原子力災害被災地域創業等支援
事業

継続
商工労働部
経営金融課

　避難地域12市町村において、民間団体等が行う新規創業や事業展開等に要する費
用の一部を補助することにより、働く場・買い物をする場などまち機能の早期回復を図
る。

621,919 ○

4 中小企業等グループ施設等復旧
整備補助事業

継続
商工労働部
経営金融課

　東日本大震災及び原発事故により甚大な被害を受けた中小企業等に対して、中小
企業等グループによる一体的な復旧・復興事業の経費の一部を補助し、事業再開を
促進する。

1,227,608 ○

④ 4-1-(1)-④：仮設店舗や工場用地・空き工場等の紹介など、移転を余儀なくされた被災事業者の事業再建支援

1 経営支援プラザ等運営事業 継続
商工労働部
経営金融課

　中小企業支援の全県拠点である「福島県経営支援プラザ」において、復興に向けた
様々な経営課題にワンストップで適切に対応できる総合的な支援を行う。

116,504 ○

2 工場用地・空き工場紹介事業 継続
商工労働部
企業立地課

　産業用地、空き工場等の情報提供等により被災企業の県内での事業再開を支援す
る。

―

⑤ 4-1-(1)-⑤：商工会などによるコンサルティング支援等を通じた事業者支援

1 小規模事業経営支援事業費補助
金

継続
商工労働部
経営金融課

　地域の総合経済団体である商工会等の指導体制の充実・強化及び小規模事業者の
経営の改善・発達並びに地域経済の振興を図るため、商工会等が行う経営改善普及
事業等に対して補助をする。

2,556,204

2 専門家活用経営支援事業 継続
商工労働部
経営金融課

　中小企業者等の経営を支援するため、商工会等が実施する専門家派遣事業に要す
る経費等を補助する。
また、災害発生時等に事業の継続または早期の復旧を可能とするため、事業継続計
画（ＢＣＰ）の策定に要する経費を補助する。

8,346

⑥ 4-1-(1)-⑥：再開した事業所等における被災者等の安定的な雇用確保

1 復興雇用支援事業 継続
商工労働部
雇用労政課

　被災求職者の次の雇用までの一時的な雇用の場を確保し、生活の安定を図るととも
に、本県産業の本格的な復興を目指し、産業施策と一体となって被災求職者の雇入
経費を助成することにより、安定的な雇用を支援する。

1,622,593 ○ ○

⑦ 4-1-(1)-⑦：[被災した市街地の再生]地域コミュニティの核となる地場商店街のにぎわいづくり[住民によるコミュニティの再生]商店街活性化など地域のにぎわいづくり

1 元気ふくしま地域づくり交流促進事
業

継続
土木部

まちづくり推進課
　地域資源の活用などによる交流人口の拡大を図るため、ソフト・ハード両面から、個
性と魅力ある地域づくりを支援する。

353,009 ○ ○

2 地域商業環境づくり支援事業 継続
商工労働部

商業まちづくり課
　にぎわいの拠点づくり、販路拡大、顧客獲得のための取組やDX等を活用した新たな
仕組みづくりなど、まちなかや地域商業の課題解決のための取組を支援する。

15,500 ○

事業名
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重点プロジェクトの取組に紐づく主要事業一覧  ４　産業推進・なりわい再生プロジェクト

種別 担当課 事業概要
事業費

（単位：千円）
重点 再掲事業名

3 まちなか賑わい創業促進事業 継続
商工労働部

商業まちづくり課

　来街者が減少しまちなかのにぎわいが失われている中、まちなかの担い手となる創
業者の発掘と育成を図るとともに、商店街や市町村等と連携し、こうした人材の受け入
れの場や活躍の場を創出・強化を支援することにより、まちなかの魅力向上やにぎわ
いの創出を推進する。

4,372 ○

（２）販路開拓・取引拡大

種別 担当課 事業概要 事業費
（単位：千円）

重点 再掲

① 4-1-(2)-①：工業製品・加工食品等の放射性物質検査の徹底及び情報の迅速・的確な公表

1 放射能測定事業 継続
商工労働部
産業振興課

　県内製造業に対する風評への対応として、製品の放射能検査に伴う事業者の負担
軽減と検査の迅速化、検査頻度の向上を図るため、ハイテクプラザにおいて工業製品
や加工食品の放射能測定業務を行う。

16,596 ○

2 商工業者のための放射能検査支
援事業

継続
商工労働部
産業振興課

　県内加工食品に対する風評の払拭と消費者への安全・安心を提供するため、商工
会議所が行う加工食品の放射能測定検査に係る経費の一部を補助する。

62,097 ○

② 4-1-(2)-②：訴求力のある商品や基盤技術の開発支援、販路開拓、県産品の価値向上

1 県産品振興戦略実践プロジェクト 継続
観光交流局
県産品振興

戦略課

　県産品は、風評の影響による企業間取引の減少や販売の低迷など多大な影響を受
け、消費者離れが依然として生じていることから、販路の回復、風評払拭を図るため、
県産品振興戦略に基づき、県産食材の魅力と安全性の情報発信事業やアジア地域
等での販路拡大のためのプロモーション等を行う。

85,523 ○

2 「ふくしまプライド。」発信事業
一部
新規

観光交流局
県産品振興

戦略課

　国内外の鑑評会で高く評価される日本酒や、全国醤油鑑評会において入賞数日本
一となった醤油をはじめ、本県には優れた醸造文化があるが、知名度がまだまだ低く
販売に繋がっていない。以上のことから、国内外へ話題性のある積極的な情報発信・
販路拡大のための取組を行う。

152,833 ○

3 福島県オリジナル清酒製造技術の
開発

継続
商工労働部
産業振興課

　「うつくしま夢酵母」、「うつくしま煌酵母」をはじめとする県オリジナル酵母と県産
酒造好適米を用いた清酒の最適な製造技術等を酒造メーカーへ技術移転し、県産清
酒の多様化と更なる高品質化を図る。

19,343 ○

4 チャレンジふくしま成長分野産業グ
ローバル展開事業

継続
商工労働部

医療関連産業集積
推進室

　本県の東日本大震災からの復興状況について海外へ情報発信するため、今後の成
長が見込まれる海外市場への県内企業の販路拡大促進事業を実施する。

75,307 ○

5 ふくしまとともに創る医療機器生産
促進事業

新規
商工労働部

医療関連産業集積
推進室

　県内企業に対して、大学発ベンチャー企業等とのマッチング支援、競争力強化支援
及び新規参入支援を実施することにより、多様な主体との連携を図り、医療機器生産
額等の増加及び医療機器製造業登録者数の増加へ向けた取組を行う。

163,496 ○ ○

6 ふくしま医療機器開発支援セン
ター運営強化事業

継続
商工労働部

医療関連産業集積
推進室

　本県産業振興施策の重点分野の一つである医療関連産業を推進する拠点として整
備された、ふくしま医療機器開発支援センターの運営体制の強化を進める。

797,633 ○ ○

7 デジタル技術を活用したものづくり
企業のスマート化支援事業

継続
商工労働部
産業振興課

　ものづくり企業のデジタル技術の導入・活用による省力化・スマート化を図るため、ハ
イテクプラザの実証設備やコーディネータの活用等による技術支援を実施する。また、
地域産業の魅力向上を図るため、日本酒生産工程へのIoT技術の導入等による支援
体制の構築を行う。

66,682 ○

8 ものづくり企業海外展開支援事業 継続
商工労働部
商工総務課

　製造業者の海外販路拡大を支援するため、県と東邦銀行等が協力して海外で開催
される商談会の出展に要する経費の一部を補助する。

3,000 ○

9 企業価値向上推進事業 新規
商工労働部
産業振興課

　地域復興・創生アドバイザーによる新製品開発から販路開拓に至るまでの一貫した
支援や技術課題解決による地域を超えた企業マッチング等を行うことで、自社製品の
開発力を高めるとともに、産業の発展を支える知的財産の創造、保護及び活用を推進
することにより、本県中小企業の企業価値向上を図る。

51,335 ○

10 県産品デジタルプロモーション事業 継続
観光交流局
県産品振興

戦略課

　webサイト及びInstagramをフックとした様々なデジタルプロモーションを展開すること
により、web上におけるリーチ数を最大化するとともに新規顧客の獲得を目指す。ま
た、ファンコミュニティサイトを立ち上げ、サイトからのリアルイベントへの参加に繋げる
など立体的な情報発信を行う。

40,740 ○

11 チャレンジふくしま首都圏情報発信
拠点事業

継続
観光交流局
県産品振興

戦略課

　風評払拭と本県のイメージ回復、震災の風化防止のため、首都圏情報発信拠点「日
本橋ふくしま館」の管理運営を行いながら、集客力のある企画・催事の実施など「ふく
しまの今」を効果的に発信する。

102,901 ○

12 輸送用機械関連産業集積育成事
業

継続
商工労働部
企業立地課

　自動車関連メーカーと商談会を開催し、県内企業が新技術や新工法等の提案をす
ることで、開発力・技術力・提案力の向上を図り、新技術等への対応強化を促進すると
ともに、新たな取引拡大を支援する。

4,764

③ 4-1-(2)-③：全国規模の展示会等に出展する中小企業に対する支援

1 「ふくしまプライド。」発信事業 継続
観光交流局
県産品振興

戦略課

　国内外の鑑評会で高く評価される日本酒や、全国醤油鑑評会において入賞数日本
一となった醤油をはじめ、本県には優れた醸造文化があるが、知名度がまだまだ低く
販売に繋がっていない。以上のことから、国内外へ話題性のある積極的な情報発信・
販路拡大のための取組を行う。

152,833 ○ ○

④ 4-1-(2)-④：小規模事業者等の経営課題に対応するための、オールふくしま経営支援体制による支援の推進

1 経営支援プラザ等運営事業 継続
商工労働部
経営金融課

　中小企業支援の全県拠点である「福島県経営支援プラザ」において、復興に向けた
様々な経営課題にワンストップで適切に対応できる総合的な支援を行う。

116,504 ○ ○

2 中小事業者経営継続支援事業 継続
商工労働部
経営金融課

　中小企業・小規模事業者の身近な存在である金融機関や商工団体等の支援機関が
連携し、経営改善に向けた支援や支援の実効性向上に向けた伴走支援を実施し、事
業者の事業継続を図る。

44,921 ○ ○

事業名
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種別 担当課 事業概要
事業費

（単位：千円）
重点 再掲事業名

3 ふくしま事業承継等支援事業
一部
新規

商工労働部
経営金融課

　経営者の高齢化や後継者の不在などの課題を解決するため、事業者の様々な課
題・ステージに応じた施策を用意し、県及び関係機関が一体となった円滑な事業承継
支援を行う。

1,879,254 ○

4
ふくしま小規模企業者等いきいき
支援事業

継続
商工労働部
経営金融課

　地域の小規模企業者、組合、商店街等の持続的な発展に向けた創意工夫ある取組
に対し、そのために必要な経費の一部を補助するとともに、経営支援団体による「伴走
型支援」を行う。

56,551 ○

⑤ 4-1-(2)-⑤：中小企業者への知的財産・標準化に関する支援

1 企業価値向上推進事業 新規
商工労働部
産業振興課

　地域復興・創生アドバイザーによる新製品開発から販路開拓に至るまでの一貫した
支援や技術課題解決による地域を超えた企業マッチング等を行うことで、自社製品の
開発力を高めるとともに、産業の発展を支える知的財産の創造、保護及び活用を推進
することにより、本県中小企業の企業価値向上を図る。

51,335 ○ ○

（３）人材確保・育成

種別 担当課 事業概要 事業費
（単位：千円）

重点 再掲

① 4-1-(3)-①：地域産業を支える人材の確保、若年層の首都圏からの人材還流と定着に向けた支援

1 『感働！ふくしま』中小企業上場支
援事業

継続
商工労働部
商工総務課

　魅力ある県内企業の増加を図るため、県内中小企業の株式上場支援や県外企業の
本社機能移転促進を目的として、県内金融機関等と連携して専門家によるセミナーを
実施するとともに、上場準備段階での必要経費の一部を補助する。

29,561 ○

2 ふくしまで働こう！就職応援事業 継続
商工労働部
雇用労政課

　県内外に就職相談窓口を設置することにより、県内産業における人材の確保・定着
を促すとともに、避難者・被災求職者の県内帰還・自立促進を図る。

197,679 ○ ○

3 ふるさと福島若者人材確保事業 継続
商工労働部
雇用労政課

　高校生を対象とした県内若手社会人による講話を行い、新規高卒者の県内就職促
進を図るとともに、新入社員を対象とした早期離職防止のための取組等を行うことによ
り、若者の県内定着・還流を図る。

30,198 ○

4 『感働！ふくしま』プロジェクト
一部
新規

商工労働部
雇用労政課

産業人材育成課

　人手不足が顕在化している県内企業の人材確保を図るため、SNS等を活用した広報
や企業見学・工場見学、職業体験イベントなど、企業の魅力や福島で働くすばらしさを
伝える取組を総合的に展開し、若者の県内への定着・還流を促進する。

480,325 ○

5 将来を担う産業人材確保のための
奨学金返還支援事業

継続
商工労働部
雇用労政課

　本県産業の将来を担う優秀な人材を確保するため、県内就職する学生及び県外か
ら就職する若者に対し、奨学金の返還支援を行う。

140,927 ○

6 起業・新事業創出支援事業 継続
商工労働部
産業振興課

　地域課題を解決し、地域経済成長の原動力となるチャレンジ精神あふれる起業家等
による新事業の創出、起業の促進を図り、「スタートアップの地ふくしまの創造」を目指
す。

216,392 ○

7 進化する伝統産業創生事業 継続
観光交流局
県産品振興

戦略課

　消費者のライフスタイルや価値観の変化による需要減少、人材・後継者不足等の課
題に対応するため、職人や将来後継者を目指す者を対象としたアカデミーや、職人や
後継者を目指す者を対象としたインターンシップを行う。

30,186 ○

8 福島県プロフェッショナル人材戦略
拠点事業

継続
商工労働部
経営金融課

　地域と企業の成長戦略の実現のため、福島県プロフェッショナル人材戦略拠点を設
置し県の各種事業と連携を図りながら、専門的な技術・知識を持つ「プロフェッショナル
人材」のＵＩＪターンを促進する。

67,321 ○

② 4-1-(3)-②：外国人材等の受け入れに向けた支援　　【1-3-(2)-④に再掲】

1 多様な人材活用促進事業 新規
商工労働部
雇用労政課

　人手不足解消の手段として、多様な人材を活用することを企業が認識するワーク
ショップ形式セミナー及び出張相談会を実施する。また、選択肢の一つとなる外国人
雇用に対する企業向け相談窓口を機能強化し、基本的知識の習得や採用から定着ま
で一体的に支援を実施する。

21,682 ○ ○

（４）企業誘致の促進

種別 担当課 事業概要 事業費
（単位：千円）

重点 再掲

① 4-1-(4)-①：ふくしま産業復興企業立地補助金などによる企業誘致を通じた産業の復興

1 地方拠点強化推進事業 継続
商工労働部
企業立地課

　企業の地方移転を後押しし、本県への本社機能移転の促進を図るため、企業への
情報発信を行うほか、本県経済の活性化と雇用機会の拡大を図るため本社機能移転
に係る経費の一部について支援する。

1,100 ○

2 ふくしま産業復興企業立地支援事
業

継続
商工労働部
企業立地課

　東日本大震災及び原子力災害により被害を受けた本県の復興再生を促進するた
め、市町村等が工業団地を造成する際に発生する利子に対して補助を行うとともに、
ふくしま産業復興企業立地補助金受給企業を対象に、経営フォローや企業の収益力
向上及び競争力強化に資する取り組みを行う。

34,686

3 福島イノベーション・コースト構想産
業集積推進事業

継続
商工労働部
企業立地課

　福島イノベーション・コースト構想実現に向けた産業集積を推進するため、工場用地
動画のHP掲載等による PR や企業誘致セミナーを開催するとともに、現地視察ツアー
の開催など企業立地に関するコーディネート業務を実施し、企業誘致を推進する。

33,960

4 自立・帰還支援雇用創出企業立地
補助金

継続
商工労働部
企業立地課

　被災者の「働く場」を確保し、今後の自立・帰還を加速させるため、福島県の避難指
示区域等を対象に、工場等の新増設を行う企業を支援し、雇用の創出及び産業集積
を図る。

―

事業名

事業名
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種別 担当課 事業概要
事業費

（単位：千円）
重点 再掲事業名

② 4-1-(4)-②：ブロードバンドや携帯電話、第5世代移動通信システム（5G）等の情報通信利用環境の整備

1 携帯電話等エリア整備支援事業 継続
企画調整部

デジタル変革課
　携帯電話の不通話地域を解消するため、携帯電話等の基地局施設の整備実施する
市町村に補助金を交付する。

―

（５）物流を支える基盤の整備

種別 担当課 事業概要 事業費
（単位：千円）

重点 再掲

① 4-1-(5)-①：小名浜港東港地区国際物流ターミナルの機能強化・利便性向上（国際バルク戦略港湾としての機能強化）

1 国際物流ターミナル整備事業 継続
土木部
港湾課

　港内静穏度及び避泊水域確保をするため、沖防波堤及び第二沖防波堤を整備す
る。

3,500,000

② 4-1-(5)-②：相馬港の機能強化・利便性向上

1 港湾改修事業 継続
土木部
港湾課

　海上輸送網の拠点として機能するために必要な港湾施設の整備等行う。 399,000

2 予防保全事業 継続
土木部
港湾課

　頻発化・激甚化する台風等に対応するため沖防波堤を改良する。 1,280,000

③ 4-1-(5)-③：小名浜港や相馬港の利用促進

1 ポートセールス事業 継続
土木部
港湾課

　小名浜港、相馬港の海上輸送の利用促進を図り、県内産業の振興に寄与するた
め、ポートセールス活動を推進する。

9,807

2 港湾利用安全ＰＲ事業 継続
土木部
港湾課

　小名浜港、相馬港の空間及び海水の放射線量について、ホームページ等でPRし、
港湾利用の促進を図る。

1,386

２ 新たな産業の創出・国際競争力の強化

（１）福島新エネ社会構想に係る取組の推進

ア　再生可能エネルギーの導入・拡大

種別 担当課 事業概要 事業費
（単位：千円）

重点 再掲

① 4-2-(1)ア-①：太陽光発電設備など各家庭における再生可能エネルギーの普及促進

1 再生可能エネルギー地産地消支
援事業

継続
企画調整部

エネルギー課

　県内の住宅等に住宅用太陽光発電設備や蓄電池等を設置する個人に対する支援
や、県と環境省で締結した連携協定に基づき、「脱炭素社会」と「復興まちづくり」の実
現のため、脱炭素事業に取り組む民間事業者等に対する支援を実施する。

1,047,109 ○ ○

② 4-2-(1)ア-②：再生可能エネルギー事業への県民参加の促進や地域が主体となった再生可能エネルギーの導入推進

1 再生可能エネルギー普及拡大事
業

一部
新規

企画調整部
エネルギー課

　本県を名実ともに再生可能エネルギー先駆けの地とするため、地域と共生する再生
可能エネルギー事業の立ち上げを事業ステージに応じて支援するとともに、地域にお
ける導入を促進する。

1,556,510 ○

③ 4-2-(1)ア-③：公共施設等への再生可能エネルギー等の率先導入

1 県庁舎等維持管理経常経費 継続
総務部

施設管理課

　福島県総合計画に基づき、再生可能エネルギー先駆けの地の実現に向けて県庁
舎、合同庁舎等で使用する電力を福島県産再生可能エネルギー100％電力へ切替
え、再生可能エネルギーの更なる導入拡大を図る。

―

④ 4-2-(1)ア-④：バイオマスエネルギーの活用

1 再生可能エネルギー普及拡大事
業

一部
新規

企画調整部
エネルギー課

　本県を名実ともに再生可能エネルギー先駆けの地とするため、地域と共生する再生
可能エネルギー事業の立ち上げを事業ステージに応じて支援するとともに、地域にお
ける導入を促進する。

1,556,510 ○ ○

⑤ 4-2-(1)ア-⑤：被災地の復興をけん引する再生可能エネルギー事業の導入拡大

1 再生可能エネルギー普及拡大事
業

一部
新規

企画調整部
エネルギー課

　本県を名実ともに再生可能エネルギー先駆けの地とするため、地域と共生する再生
可能エネルギー事業の立ち上げを事業ステージに応じて支援するとともに、地域にお
ける導入を促進する。

1,556,510 ○ ○

2 再生可能エネルギー復興支援事
業

継続
企画調整部

エネルギー課
　福島新エネ社会構想に基づく取組として阿武隈山地・沿岸部における再エネ発電設
備や共用送電線等の導入支援を行う。

1,357,637 ○

⑥ 4-2-(1)ア-⑥：避難地域への再生可能エネルギー導入と「まちづくり」、「地域の再興」の推進　　【1-3-(1)オ-①に再掲】

1 再生可能エネルギー普及拡大事
業

一部
新規

企画調整部
エネルギー課

　本県を名実ともに再生可能エネルギー先駆けの地とするため、地域と共生する再生
可能エネルギー事業の立ち上げを事業ステージに応じて支援するとともに、地域にお
ける導入を促進する。

1,556,510 ○ ○

事業名

事業名
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重点プロジェクトの取組に紐づく主要事業一覧  ４　産業推進・なりわい再生プロジェクト

種別 担当課 事業概要
事業費

（単位：千円）
重点 再掲事業名

2
再生可能エネルギー復興支援事
業

継続
企画調整部

エネルギー課
　福島新エネ社会構想に基づく取組として阿武隈山地・沿岸部における再エネ発電設
備や共用送電線等の導入支援を行う。

1,357,637 ○ ○

⑦ 4-2-(1)ア-⑦：地域と共存する風力発電の導入拡大の支援　　【1-3-(1)オ-②に再掲】

1 再生可能エネルギー復興支援事
業

継続
企画調整部

エネルギー課
　福島新エネ社会構想に基づく取組として阿武隈山地・沿岸部における再エネ発電設
備や共用送電線等の導入支援を行う。

1,357,637 ○ ○

⑧ 4-2-(1)ア-⑧：阿武隈・沿岸部共用送電線事業の整備

1 再生可能エネルギー復興支援事
業

継続
企画調整部

エネルギー課
　福島新エネ社会構想に基づく取組として阿武隈山地・沿岸部における再エネ発電設
備や共用送電線等の導入支援を行う。

1,357,637 ○ ○

イ　再生可能エネルギー関連産業の育成・集積

種別 担当課 事業概要 事業費
（単位：千円）

重点 再掲

① 4-2-(1)イ-①：エネルギー・エージェンシーふくしまによる関連産業の育成・集積に向けた一体的支援

1 再エネ関連産業産学官連携・販路
拡大促進事業

継続
商工労働部

次世代産業課

　再生可能エネルギー関連産業育成・集積支援機関「エネルギー・エージェンシーふく
しま」を核として、ネットワークの構築から、新規参入、人材育成、研究開発、事業化、
販路拡大、海外展開まで、一体的・総合的に支援し、再生可能エネルギー・水素関連
産業の育成・集積を図る。

298,407 ○

② 4-2-(1)イ-②：再生可能エネルギー関連分野におけるネットワーク、サプライチェーンの構築

1 エネルギー・環境・リサイクル関連
産業推進事業

継続
商工労働部

次世代産業課

　福島イノベーション・コースト構想の重点分野である「エネルギー・環境・リサイクル」
分野について、ネットワークの構築から、新規参入、事業化、販路拡大まで一体的・総
合的に支援し、浜通り地域等におけるエネルギー・環境・リサイクル関連産業の育成・
集積を図る。

34,135 ○ ○

2 カーボンニュートラル・水素関連産
業推進事業

継続
商工労働部

次世代産業課

　2050年カーボンニュートラルと水素社会の実現を目指し、県内企業等による脱炭素
関連分野における技術開発に向けた取組や産学連携による水素関連研究等の取組
を推進するとともに、関連分野を担う人材の育成に取り組む。

33,560 ○ ○

3 再エネ関連産業産学官連携・販路
拡大促進事業

継続
商工労働部

次世代産業課

　再生可能エネルギー関連産業育成・集積支援機関「エネルギー・エージェンシーふく
しま」を核として、ネットワークの構築から、新規参入、人材育成、研究開発、事業化、
販路拡大、海外展開まで、一体的・総合的に支援し、再生可能エネルギー・水素関連
産業の育成・集積を図る。

298,407 ○ ○

4 福島新エネ社会構想等推進技術
開発事業

継続
商工労働部

次世代産業課

　福島新エネ社会構想の実現のため、産学官の連携により県内企業の技術高度化等
を支援するとともに、福島再生可能エネルギー研究所（ＦＲＥＡ）の研究開発機能につ
いて最先端分野に展開・高度化を図ることなどにより、再生可能エネルギー・水素関連
産業の育成・集積を推進する。

1,146,111 ○ ○

5 福島水素サプライチェーン構築事
業

新規
商工労働部

次世代産業課

　再エネ由来水素製造施設で製造された水素を「はこぶ」「つかう」取組みに対し補助
を行い、水素需要・利用の拡大を図り、県内におけるより強靱な水素サプライチェーン
を構築する。

617,230 ○

6 再生可能エネルギー普及拡大事
業

一部
新規

企画調整部
エネルギー課

　本県を名実ともに再生可能エネルギー先駆けの地とするため、地域と共生する再生
可能エネルギー事業の立ち上げを事業ステージに応じて支援するとともに、地域にお
ける導入を促進する。

1,556,510 ○ ○

③ 4-2-(1)イ-③：産学官の連携による風力メンテナンス技術開発の県内拠点化

1 再エネ関連産業産学官連携・販路
拡大促進事業

継続
商工労働部

次世代産業課

　再生可能エネルギー関連産業育成・集積支援機関「エネルギー・エージェンシーふく
しま」を核として、ネットワークの構築から、新規参入、人材育成、研究開発、事業化、
販路拡大、海外展開まで、一体的・総合的に支援し、再生可能エネルギー・水素関連
産業の育成・集積を図る。

298,407 ○ ○

2 福島新エネ社会構想等推進技術
開発事業

継続
商工労働部

次世代産業課

　福島新エネ社会構想の実現のため、産学官の連携により県内企業の技術高度化等
を支援するとともに、福島再生可能エネルギー研究所（ＦＲＥＡ）の研究開発機能につ
いて最先端分野に展開・高度化を図ることなどにより、再生可能エネルギー・水素関連
産業の育成・集積を推進する。

1,146,111 ○ ○

④ 4-2-(1)イ-④：再生可能エネルギー関連分野における研究開発・技術実証・事業化支援

1 地域復興実用化開発等促進事業 継続
商工労働部
産業振興課

　福島イノベーション・コースト構想の重点分野について、地元企業等又は地元企業等
との連携による地域振興に資する実用化開発等の費用を補助する。
　また、実用化開発プロジェクト等における各種課題の抽出・解決を図り、事業化に向
けた伴走支援を行う。

4,683,582 ○ ○

2 エネルギー・環境・リサイクル関連
産業推進事業

継続
商工労働部

次世代産業課

　福島イノベーション・コースト構想の重点分野である「エネルギー・環境・リサイクル」
分野について、ネットワークの構築から、新規参入、事業化、販路拡大まで一体的・総
合的に支援し、浜通り地域等におけるエネルギー・環境・リサイクル関連産業の育成・
集積を図る。

34,135 ○ ○

3 カーボンニュートラル・水素関連産
業推進事業

継続
商工労働部

次世代産業課

　2050年カーボンニュートラルと水素社会の実現を目指し、県内企業等による脱炭素
関連分野における技術開発に向けた取組や産学連携による水素関連研究等の取組
を推進するとともに、関連分野を担う人材の育成に取り組む。

33,560 ○ ○

4 再エネ関連産業産学官連携・販路
拡大促進事業

継続
商工労働部

次世代産業課

　再生可能エネルギー関連産業育成・集積支援機関「エネルギー・エージェンシーふく
しま」を核として、ネットワークの構築から、新規参入、人材育成、研究開発、事業化、
販路拡大、海外展開まで、一体的・総合的に支援し、再生可能エネルギー・水素関連
産業の育成・集積を図る。

298,407 ○ ○

5 福島新エネ社会構想等推進技術
開発事業

継続
商工労働部

次世代産業課

　福島新エネ社会構想の実現のため、産学官の連携により県内企業の技術高度化等
を支援するとともに、福島再生可能エネルギー研究所（ＦＲＥＡ）の研究開発機能につ
いて最先端分野に展開・高度化を図ることなどにより、再生可能エネルギー・水素関連
産業の育成・集積を推進する。

1,146,111 ○

事業名
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種別 担当課 事業概要
事業費

（単位：千円）
重点 再掲事業名

6
福島県地方大学・地域産業創生プ
ロジェクト事業

新規
商工労働部

次世代産業課

　県、福島大学、県内企業の産学官が連携してバイオマス由来水素・炭化物製造シス
テムの研究開発を始めとした水素関連技術の研究開発や人材育成に関する取組を行
うことで、県内企業の水素関連技術の向上と高度人材育成を図る。

298,433 ○

⑤ 4-2-(1)イ-⑤：産業技術総合研究所福島再生可能エネルギー研究所等と連携した研究開発・実用化の推進

1 福島新エネ社会構想等推進技術
開発事業

継続
商工労働部

次世代産業課

　福島新エネ社会構想の実現のため、産学官の連携により県内企業の技術高度化等
を支援するとともに、福島再生可能エネルギー研究所（ＦＲＥＡ）の研究開発機能につ
いて最先端分野に展開・高度化を図ることなどにより、再生可能エネルギー・水素関連
産業の育成・集積を推進する。

1,146,111 ○ ○

2 「ＣＯ2フリー水素の活用等に向け
た四者協定」締結

継続
商工労働部

次世代産業課

　平成28年5月17日に、県、東京都、産業技術総合研究所、東京都環境公社が締結し
た「ＣＯ２フリー水素の活用等に向けた四者協定」に基づき、再生可能エネルギーを活
用し製造段階でＣＯ２を排出しない「福島県産」ＣＯ２フリー水素の実用化に向けた研
究開発の強化、福島県内企業等との連携促進のほか、人材育成・交流などに取り組
む。

―

⑥ 4-2-(1)イ-⑥：産業技術総合研究所福島再生可能エネルギー研究所における研究開発機能の高度化を通じたイノベーション拠点の機能強化支援

1 福島新エネ社会構想等推進技術
開発事業

継続
商工労働部

次世代産業課

　福島新エネ社会構想の実現のため、産学官の連携により県内企業の技術高度化等
を支援するとともに、福島再生可能エネルギー研究所（ＦＲＥＡ）の研究開発機能につ
いて最先端分野に展開・高度化を図ることなどにより、再生可能エネルギー・水素関連
産業の育成・集積を推進する。

1,146,111 ○ ○

⑦ 4-2-(1)イ-⑦：再生可能エネルギー関連分野における取引拡大、情報発信、海外連携

1 再エネ関連産業産学官連携・販路
拡大促進事業

継続
商工労働部

次世代産業課

　再生可能エネルギー関連産業育成・集積支援機関「エネルギー・エージェンシーふく
しま」を核として、ネットワークの構築から、新規参入、人材育成、研究開発、事業化、
販路拡大、海外展開まで、一体的・総合的に支援し、再生可能エネルギー・水素関連
産業の育成・集積を図る。

298,407 ○ ○

ウ　持続可能なエネルギーシステムの構築

種別 担当課 事業概要 事業費
（単位：千円）

重点 再掲

① 4-2-(1)ウ-①：建物･設備の省エネルギー化の促進、エコオフィスの実践

1 県有施設等カーボンニュートラル
推進事業

一部
新規

生活環境部
環境共生課

　県が一事業者、一消費者として、温室効果ガスの排出量削減、省エネ、ゴミ減量化
等の環境負荷低減に率先して取り組み、地球温暖化対策を推進する。

77,210 ○

2 市町村脱炭素化推進事業 継続
生活環境部
環境共生課

　地球温暖化対策推進法に定める地方公共団体実行計画（区域施策編）等の策定
や、率先して脱炭素の取組を進める市町村を支援し、県、市町村及び地域住民等あら
ゆる主体が一体となった脱炭素化を推進する。

12,803 ○ ○

3 福島県省エネルギー住宅改修補
助事業

継続
土木部

建築指導課
　住宅の省エネルギー化や高齢者の健康維持等を図るため、戸建住宅の断熱改修及
び設備の高効率化工事等に対し、補助金を交付する。

46,891 ○

② 4-2-(1)ウ-②：再生可能エネルギーの地産地消

1 再生可能エネルギー地産地消支
援事業

継続
企画調整部

エネルギー課

　県内の住宅等に住宅用太陽光発電設備や蓄電池等を設置する個人に対する支援
や、県と環境省で締結した連携協定に基づき、「脱炭素社会」と「復興まちづくり」の実
現のため、脱炭素事業に取り組む民間事業者等に対する支援を実施する。

1,047,109 ○

③ 4-2-(1)ウ-③：家庭での省エネルギーの取組等、環境に配慮したライフスタイルの推進

1 カーボンニュートラル推進事業
一部
新規

生活環境部
環境共生課

　ふくしまカーボンニュートラル実現会議を中心に、新たに制定した条例のもとで、県
民、事業者などへの機運醸成と実践拡大に向けた取組をさらに推進する。

265,304 ○

2 わたしから始めるごみ減量事業
一部
新規

生活環境部
一般廃棄物課

　令和４年度のごみ排出量が全国ワースト１位、リサイクル率が全国ワースト２位であ
ることから、県、市町村、民間企業等が連携し、県民一人一人がごみの減量を自分事
として捉え、取り組むことを促す「わたしから始めるごみ減量プロジェクト」を実施し、ご
み排出量全国下位圏を脱却する。

88,541 ○

3 地球にやさしい消費推進事業 新規
生活環境部
消費生活課

　人や社会、環境に配慮した消費行動である「エシカル消費」の更なる意識醸成を図る
ため、ワークショップを中心とした実践ベースの事業や、SNS等を活用した分かりやす
い情報発信を展開し、持続可能な生産・消費の体制構築を目指す。

13,379 ○

4 バス・鉄道利用促進事業 継続
生活環境部
生活交通課

　毎月１日、１１日、２１日を「バス・鉄道利用促進デー」とするとともに、その日に活用
できる割引率の高い回数券を販売するなど、関係機関が連携して環境にやさしいバ
ス・鉄道の利用促進に努める。

―

エ　水素社会実現のためのモデル構築

種別 担当課 事業概要 事業費
（単位：千円）

重点 再掲

① 4-2-(1)エ-①：水素モビリティ・ネットワークのモデルの構築

1 脱炭素社会の実現に向けた水素
利用推進事業

一部
新規

企画調整部
エネルギー課

　県内における水素ステーションの整備拡大、水素モビリティの導入拡大に向けた支
援等を実施する。

819,097 ○ ○

② 4-2-(1)エ-②：水素社会実証地域モデルの形成

1 カーボンニュートラル・水素関連産
業推進事業

継続
商工労働部

次世代産業課

　2050年カーボンニュートラルと水素社会の実現を目指し、県内企業等による脱炭素
関連分野における技術開発に向けた取組や産学連携による水素関連研究等の取組
を推進するとともに、関連分野を担う人材の育成に取り組む。

33,560 ○ ○

事業名

事業名
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種別 担当課 事業概要
事業費

（単位：千円）
重点 再掲事業名

2
再エネ関連産業産学官連携・販路
拡大促進事業

継続
商工労働部

次世代産業課

　再生可能エネルギー関連産業育成・集積支援機関「エネルギー・エージェンシーふく
しま」を核として、ネットワークの構築から、新規参入、人材育成、研究開発、事業化、
販路拡大、海外展開まで、一体的・総合的に支援し、再生可能エネルギー・水素関連
産業の育成・集積を図る。

298,407 ○ ○

3
福島新エネ社会構想等推進技術
開発事業

継続
商工労働部

次世代産業課

　福島新エネ社会構想の実現のため、産学官の連携により県内企業の技術高度化等
を支援するとともに、福島再生可能エネルギー研究所（ＦＲＥＡ）の研究開発機能につ
いて最先端分野に展開・高度化を図ることなどにより、再生可能エネルギー・水素関連
産業の育成・集積を推進する。

1,146,111 ○ ○

4 脱炭素社会の実現に向けた水素
利用推進事業

一部
新規

企画調整部
エネルギー課

　県内における水素ステーションの整備拡大、水素モビリティの導入拡大に向けた支
援等を実施する。

819,097 ○ ○

（２）医療関連産業の集積・支援

種別 担当課 事業概要 事業費
（単位：千円）

重点 再掲

① 4-2-(2)-①：「ふくしま医療機器開発支援センター」による開発・事業化等への支援　　【1-3-(1)キ-①に再掲】

1 ふくしまとともに創る医療機器生産
促進事業

新規
商工労働部

医療関連産業集積
推進室

　県内企業に対して、大学発ベンチャー企業等とのマッチング支援、競争力強化支援
及び新規参入支援を実施することにより、多様な主体との連携を図り、医療機器生産
額等の増加及び医療機器製造業登録者数の増加へ向けた取組を行う。

163,496 ○ ○

2 ふくしま医療機器開発支援セン
ター運営強化事業

継続
商工労働部

医療関連産業集積
推進室

　本県産業振興施策の重点分野の一つである医療関連産業を推進する拠点として整
備された、ふくしま医療機器開発支援センターの運営体制の強化を進める。

797,633 ○

② 4-2-(2)-②：医療機器の開発・事業化の支援

1 福島県産医療機器ステップアップ
支援事業

継続
商工労働部

医療関連産業集積
推進室

　県内医療機器開発メーカーと医療現場のニーズをマッチングさせ、医療機器等の開
発件数の増加を図るほか、県内医療機器開発メーカー等が開発した製品のフォロー
アップ（磨き上げ）を実施し、「売れる製品」へのステップアップを図る。

64,122 ○

2 ふくしまとともに創る医療機器生産
促進事業

新規
商工労働部

医療関連産業集積
推進室

　県内企業に対して、大学発ベンチャー企業等とのマッチング支援、競争力強化支援
及び新規参入支援を実施することにより、多様な主体との連携を図り、医療機器生産
額等の増加及び医療機器製造業登録者数の増加へ向けた取組を行う。

163,496 ○

3 ふくしまで働く医療関連産業次世代
人材育成事業

新規
商工労働部

医療関連産業集積
推進室

　医療機器開発をテーマとした段階的な人材育成事業の実施により、医療機器開発・
生産に興味を持たせる段階から職業選択の段階まで繋げるとともに、医療機器関連
企業に必要な実践的な人材を育成する。

39,807 ○ ○

4 ふくしま医療機器開発支援セン
ター運営強化事業

継続
商工労働部

医療関連産業集積
推進室

　本県産業振興施策の重点分野の一つである医療関連産業を推進する拠点として整
備された、ふくしま医療機器開発支援センターの運営体制の強化を進める。

797,633 ○ ○

③ 4-2-(2)-③：医療ニーズ等を踏まえた救急災害対応医療福祉機器等の開発への支援

1 ふくしま医療機器開発支援セン
ター運営強化事業

継続
商工労働部

医療関連産業集積
推進室

　本県産業振興施策の重点分野の一つである医療関連産業を推進する拠点として整
備された、ふくしま医療機器開発支援センターの運営体制の強化を進める。

797,633 ○ ○

④ 4-2-(2)-④：健康指標の改善や病気予防を目的とする医療福祉関連製品の開発への支援

⑤ 4-2-(2)-⑤：医療関連分野への新規参入の促進及び医療機器関連企業の販路開拓・取引拡大への支援　　【1-3-(1)キ-②に再掲】

1 チャレンジふくしま成長分野産業グ
ローバル展開事業

継続
商工労働部

医療関連産業集積
推進室

　医療関連産業について、海外の医療機器展示会への出展など、県内企業等が有す
る技術・製品を海外に向けて広くPRし、ビジネスの機会を創出することで、海外への販
路開拓・拡大を支援する。

75,307 ○ ○

2 ふくしまとともに創る医療機器生産
促進事業

新規
商工労働部

医療関連産業集積
推進室

　県内企業に対して、大学発ベンチャー企業等とのマッチング支援、競争力強化支援
及び新規参入支援を実施することにより、多様な主体との連携を図り、医療機器生産
額等の増加及び医療機器製造業登録者数の増加へ向けた取組を行う。

163,496 ○ ○

3 ふくしま医療機器開発支援セン
ター運営強化事業

継続
商工労働部

医療関連産業集積
推進室

　本県産業振興施策の重点分野の一つである医療関連産業を推進する拠点として整
備された、ふくしま医療機器開発支援センターの運営体制の強化を進める。

797,633 ○ ○

⑥ 4-2-(2)-⑥：「医療‐産業トランスレーショナルリサーチセンター」の創薬に有効な技術開発を活かした企業等への支援　　【1-3-(1)キ-③に再掲】

1 福島医薬品関連産業支援拠点化
事業

継続
商工労働部

医療関連産業集積
推進室

　福島県立医科大学におけるがん医療分野を中心とした生体試料の解析等の研究開
発の蓄積を活かし、将来の県民の健康維持・増進や産業支援につながる感染症・アレ
ルギー及びがん医療分野を中心とした抗体医薬等の研究開発に係る経費等を福島県
立医科大学に対して補助する。

654,436 ○

（３）ロボット関連産業の集積

種別 担当課 事業概要 事業費
（単位：千円）

重点 再掲

① 4-2-(3)-①：県内の橋りょう、ダム、河川、山野等を利用した災害対応ロボット等の実証試験場所の拡充及び実証試験の誘致　　【1-3-(1)エ-①に再掲】

1 福島浜通りロボット実証区域 継続
商工労働部

次世代産業課
　企業、大学、研究機関などの希望に応じ、県内の橋梁、ダム、河川、山野などにおけ
る実証試験や操縦訓練の実施に向け調整・支援を行う。

― ○

事業名

事業名

 　　57



重点プロジェクトの取組に紐づく主要事業一覧  ４　産業推進・なりわい再生プロジェクト

種別 担当課 事業概要
事業費

（単位：千円）
重点 再掲事業名

② 4-2-(3)-②：福島ロボットテストフィールドの利活用促進等　　【1-3-(1)エ-②に再掲】

1 地域復興実用化開発等促進事業 継続
商工労働部
産業振興課

　福島イノベーション・コースト構想の重点分野について、地元企業等又は地元企業等
との連携による地域振興に資する実用化開発等の費用を補助する。
　また、実用化開発プロジェクト等における各種課題の抽出・解決を図り、事業化に向
けた伴走支援を行う。

4,683,582 ○ ○

2 チャレンジふくしま「ロボット産業革
命の地」創出事業

一部
新規

商工労働部
次世代産業課

　ロボットや要素技術の研究開発、メードインふくしまロボットの導入助成、ロボットフェ
スタの開催、協議会の運営の他、海外販路拡大、事業者間連携体制構築への支援、
ドローンの社会実装に向けた実証を行い、ロボット関連産業の育成・集積を図る。

484,334 ○ ○

3 福島ロボットテストフィールドの運
営

継続
商工労働部

次世代産業課

　原子力災害によって産業基盤を失った浜通り地域等の産業復興のため、ロボットの
研究・実証拠点を整備することで、世界に誇れる新技術や新産業を創出し、産業基盤
の再構築を図る。令和７年度よりF-REIに移管し、これまでの機能・成果の継承ととも
に、研究開発・産業化・人材育成の機能を付加することで、施設の更なる発展を目指
す。

― ○

③ 4-2-(3)-③：企業、研究機関、行政のネットワークを通じた情報の共有化と連携推進

1 福島イノベーション・コースト構想推
進事業

一部
新規

企画調整部
福島イノベーション・
コースト構想推進課

　福島イノベーション・コースト構想推進機構や、国・市町村・大学等多様な主体との連
携によりイノベ構想を推進するため、復興知を活用した人材育成基盤構築、イノベ地
域への交流・関係人口拡大推進、進出企業の定着及び地元企業の参画促進等を実
施する。

701,967 ○ ○

2 福島ロボットテストフィールドの運
営

継続
商工労働部

次世代産業課

　原子力災害によって産業基盤を失った浜通り地域等の産業復興のため、ロボットの
研究・実証拠点を整備することで、世界に誇れる新技術や新産業を創出し、産業基盤
の再構築を図る。令和７年度よりF-REIに移管し、これまでの機能・成果の継承ととも
に、研究開発・産業化・人材育成の機能を付加することで、施設の更なる発展を目指
す。

― ○

④ 4-2-(3)-④：企業等が行うロボットの開発・実証研究等への支援

1 地域復興実用化開発等促進事業 継続
商工労働部
産業振興課

　福島イノベーション・コースト構想の重点分野について、地元企業等又は地元企業等
との連携による地域振興に資する実用化開発等の費用を補助する。
　また、実用化開発プロジェクト等における各種課題の抽出・解決を図り、事業化に向
けた伴走支援を行う。

4,683,582 ○ ○

2 チャレンジふくしま「ロボット産業革
命の地」創出事業

一部
新規

商工労働部
次世代産業課

　ロボットや要素技術の研究開発、メードインふくしまロボットの導入助成、ロボットフェ
スタの開催、協議会の運営の他、海外販路拡大、事業者間連携体制構築への支援、
ドローンの社会実装に向けた実証を行い、ロボット関連産業の育成・集積を図る。

484,334 ○

⑤ 4-2-(3)-⑤：大学・研究機関等におけるロボット関連技術の研究・開発

1 チャレンジふくしま「ロボット産業革
命の地」創出事業

一部
新規

商工労働部
次世代産業課

　ロボットや要素技術の研究開発、メードインふくしまロボットの導入助成、ロボットフェ
スタの開催、協議会の運営の他、海外販路拡大、事業者間連携体制構築への支援、
ドローンの社会実装に向けた実証を行い、ロボット関連産業の育成・集積を図る。

484,334 ○ ○

⑥ 4-2-(3)-⑥：医療・福祉、農林水産業など、仕事や生活の場へのロボット導入の支援及び普及啓発活動の推進

1 ICT等を活用した介護現場生産性
向上支援事業

継続
保健福祉部
高齢福祉課

　少子高齢化の進行等により、介護施設での人材不足に拍車がかかっており、介護職
員の負担軽減や離職防止、定着促進を図るため、県内介護事業所に対して介護ロ
ボットやICTを普及促進し、介護現場の生産性向上を目指す。

418,604 ○

⑦ 4-2-(3)-⑦：ロボット関連技術に関するニーズ・シーズの把握

1 チャレンジふくしま「ロボット産業革
命の地」創出事業

一部
新規

商工労働部
次世代産業課

　ロボットや要素技術の研究開発、メードインふくしまロボットの導入助成、ロボットフェ
スタの開催、協議会の運営の他、海外販路拡大、事業者間連携体制構築への支援、
ドローンの社会実装に向けた実証を行い、ロボット関連産業の育成・集積を図る。

484,334 ○ ○

⑧ 4-2-(3)-⑧：ロボット活用の意識啓発や若手技術者・学生の関心の醸成に向けた情報発信

1 チャレンジふくしま「ロボット産業革
命の地」創出事業

一部
新規

商工労働部
次世代産業課

　ロボットや要素技術の研究開発、メードインふくしまロボットの導入助成、ロボットフェ
スタの開催、協議会の運営の他、海外販路拡大、事業者間連携体制構築への支援、
ドローンの社会実装に向けた実証を行い、ロボット関連産業の育成・集積を図る。

484,334 ○ ○

⑨ 4-2-(3)-⑨：県内企業のロボット関連産業への参入支援、県外ロボット関連企業の誘致

1 チャレンジふくしま「ロボット産業革
命の地」創出事業

一部
新規

商工労働部
次世代産業課

　ロボットや要素技術の研究開発、メードインふくしまロボットの導入助成、ロボットフェ
スタの開催、協議会の運営の他、海外販路拡大、事業者間連携体制構築への支援、
ドローンの社会実装に向けた実証を行い、ロボット関連産業の育成・集積を図る。

484,334 ○ ○

⑩ 4-2-(3)-⑩：地元企業の参画の促進及び幅広い業種への効果の波及

1 チャレンジふくしま「ロボット産業革
命の地」創出事業

一部
新規

商工労働部
次世代産業課

　ロボットや要素技術の研究開発、メードインふくしまロボットの導入助成、ロボットフェ
スタの開催、協議会の運営の他、海外販路拡大、事業者間連携体制構築への支援、
ドローンの社会実装に向けた実証を行い、ロボット関連産業の育成・集積を図る。

484,334 ○ ○

⑪ 4-2-(3)-⑪：県産ロボットの販路開拓支援

1 チャレンジふくしま「ロボット産業革
命の地」創出事業

一部
新規

商工労働部
次世代産業課

　ロボットや要素技術の研究開発、メードインふくしまロボットの導入助成、ロボットフェ
スタの開催、協議会の運営の他、海外販路拡大、事業者間連携体制構築への支援、
ドローンの社会実装に向けた実証を行い、ロボット関連産業の育成・集積を図る。

484,334 ○ ○
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種別 担当課 事業概要
事業費

（単位：千円）
重点 再掲事業名

⑫ 4-2-(3)-⑫：県産ロボットの量産に向けた工場・設備の新増設支援

（４）廃炉関連産業の育成・集積

種別 担当課 事業概要
事業費

（単位：千円）
重点 再掲

① 4-2-(4)-①：サポート事務局による企業参入支援

1 廃炉関連産業集積基盤構築事業 継続
商工労働部
産業振興課

　福島イノベーション・コースト構想の重点分野である廃炉関連産業の集積を図るた
め、地元企業の参入を促進する廃炉関連産業マッチングサポート事務局の運営や元
請企業とのマッチング等を行う。

100,801 ○

② 4-2-(4)-②：関係機関とのネットワーク形成　　【1-3-(1)ウ-②に再掲】

1 廃炉関連産業集積基盤構築事業 継続
商工労働部
産業振興課

　福島イノベーション・コースト構想の重点分野である廃炉関連産業の集積を図るた
め、地元企業の参入を促進する廃炉関連産業マッチングサポート事務局の運営や元
請企業とのマッチング等を行う。

100,801 ○ ○

（５）航空宇宙関連産業の集積

種別 担当課 事業概要 事業費
（単位：千円）

重点 再掲

① 4-2-(5)-①：認証取得支援等による他業種企業等の参入支援　　【1-3-(1)ク-①に再掲】

1 航空宇宙産業集積推進事業 継続
商工労働部

次世代産業課

　今後の成長が期待される航空宇宙産業の集積に向けて、コーディネーターの設置、
サプライチェーン構築支援、JAXA及び県内大学等と企業の連携、認証取得支援や各
種研修、設備導入補助、航空宇宙フェスタ開催、商談会出展支援、首都圏でのピッチ
イベントの開催等を実施する。

156,184 ○

② 4-2-(5)-②：技術支援や競争力強化等による取引拡大　　【1-3-(1)ク-②に再掲】

1 航空宇宙産業集積推進事業 継続
商工労働部

次世代産業課

　今後の成長が期待される航空宇宙産業の集積に向けて、コーディネーターの設置、
サプライチェーン構築支援、JAXA及び県内大学等と企業の連携、認証取得支援や各
種研修、設備導入補助、航空宇宙フェスタ開催、商談会出展支援、首都圏でのピッチ
イベントの開催等を実施する。

156,184 ○ ○

（６）ＩＣＴ（情報通信）関連産業の集積

種別 担当課 事業概要 事業費
（単位：千円）

重点 再掲

① 4-2-(6)-①：サテライトオフィス等の立地促進

② 4-2-(6)-②：大学等との連携によるビジネス機会創出

３ 農林水産業の振興

（１）多様な担い手の確保・育成

種別 担当課 事業概要 事業費
（単位：千円）

重点 再掲

① 4-3-(1)-①：地域農林漁業の核となる担い手の育成や次代を担う新規就農者・新規就業者の確保・育成

1 福島大学と連携した地域農業モデ
ル創出事業

継続
農林水産部
農林企画課

　持続可能な地域農業モデルを創出するため、本県の抱える課題について、福島大学
と連携し課題解決対策を講じる。

16,467 ○

2 企業農業参入サポート強化事業
（復興）

継続
農林水産部

農業担い手課

　浜通り地域等における高付加価値・高収益農業を目指す企業等の参入を促進し、安
定した農業生産と６次化まで含めた広域食料供給基地の構築及び新たな雇用創出等
に向けて、関係機関・団体、地域農業者と連携した活動を展開する。

24,341 ○

3 ふくしまの次代を担う新規就農者
支援事業

一部
新規

農林水産部
農業担い手課

　新規就農者の確保・定着に向けて、支援情報の発信や、就農希望者を対象とした現
地ツアー、農業体験、就農相談会の実施、地域におけるサポート体制の構築、研修農
場の整備等、総合的な支援を実施する。

174,818 ○

4 農業繁忙期労働力確保・供給モデ
ル事業

継続
農林水産部

農業担い手課

　営農再開の加速化と産地の維持・発展を図るため、農繁期等に必要な労働力を農
作業請負事業者を活用して確保・供給するモデルを浜通り地域等において構築し、取
組を当該地域等に広く周知する。

31,272 ○

5 新規就農者育成総合対策事業 継続
農林水産部

農業担い手課

　本県農業の次世代を担う農業者の育成・確保を図るため、就農に向けた研修資金、
就農時の経営開始資金の交付や機械・施設等の導入支援、伴走機関等による研修向
け農場の整備及び市町村等への就農相談員（コンシェルジュ）の設置等に取り組む。

1,001,825 ○

6 福島県農業経営・就農支援セン
ター運営事業

継続
農林水産部

農業担い手課

　農業経営基盤強化促進法第11条の11に基づき、就農等に関する相談対応、希望に
応じた市町村等関係機関への紹介・調整、農業経営の改善、法人化、経営継承等に
必要な助言・指導・支援などを行う相談体制を構築する。

55,649 ○

7 農業短期大学校施設統合整備事
業

継続
農林水産部

農業担い手課
　本県の農業教育機関である農業短期大学校の実践的農業教育・研修体制の強化を
図るため、基本構想に基づき老朽化した食堂施設の改修を行う。

382,883 ○

8 地域計画策定・実現加速化支援事
業

一部
新規

農林水産部
農業担い手課

　地域計画の策定（避難地域12市町村）や見直しに係る市町村の取組を支援するとと
もに、地域計画に位置付けられる担い手等の経営規模拡大や、第三者継承を支援す
ることで、農業経営体の確保・育成と農地の集積を進め、地域計画の実現を図る。

81,275 ○

事業名

事業名

事業名

事業名
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種別 担当課 事業概要
事業費

（単位：千円）
重点 再掲事業名

9 農業でふくしまぐらし支援事業 継続
農林水産部

農業担い手課
　新規就農者の更なる確保に向けて、多様な移住就農者への住居等の生活面の支援
や技術支援に加えて、雇用就農者の労働環境等の改善に取り組む。

70,475 ○

10
ふくしま有機農業ひとづくり強化支
援事業

継続
農林水産部

環境保全農業課
　本県の有機農業の中核を担う有機農業実践者の育成・確保を図るため、就農希望
者を対象とした有機農業に特化した就農支援体制を整備する。

7,918 ○

11 中山間地農業ルネッサンス推進事
業(農村振興)

継続
農林水産部
農村振興課

　中山間地域の特色を生かした地域の創意工夫にあふれる取組、地域をけん引する
リーダーの確保・育成や農業戦略・販売戦略の策定などの取組を支援する。

12,774

12 林業アカデミーふくしま運営事業 新規
農林水産部
森林計画課

　本県の森林再生や林業・木材産業の成長産業化の実現に必要な人材を育成するた
め、林業アカデミーふくしまにおける研修を実施する。

86,137

13 福島大学食農学類地域課題解決
実践講座設置支援事業

継続
農林水産部
農林企画課

　福島大学食農学類が本県農業・農村の課題解決のために設置する、鳥獣被害対策
や農業経営の高度化に関する講座を支援する。

20,000 ○

② 4-3-(1)-②：技術支援や資金支援、雇用人材の確保等を通じた経営の安定・強化

1 東日本大震災漁業経営対策特別
資金貸付事業

継続
農林水産部

水産課

　被災した漁業者、水産加工業者等の経営安定に向け、震災などで消失した漁具・設
備などの購入や経営維持に必要な資金等を円滑に融通するため、貸付原資を預託
し、融資制度を支援（利子補給）する。

51,365 ○ ○

2 共同利用漁船等復旧支援対策事
業

継続
農林水産部

水産課
　東日本大震災による地震、津波により被災した漁船等について、漁協等が共同利用
に供する漁船の建造費用に対し、補助する。

16,198 ○ ○

3 果樹園地継承促進事業 継続
農林水産部

園芸課

　本県の果樹については、高齢化や後継者不足により樹園地が減少しているため産
地維持を目的とした円滑な樹園地継承に向けて、生産性の高い樹園地を産地全体で
守り活用する仕組みづくり、技術習得のための研修園地の運営などを支援する。

5,089 ○ ○

4 農業近代化資金融通対策事業（復
興）

継続
農林水産部
農業経済課

　原子力災害により、経営に影響を受けている農業者等が経営改善に必要とする設備
資金等を円滑に融通するため、当該資金を融通した農協等融資機関に対し利子補給
を行うとともに、福島県農業信用基金協会の債務保証にかかる保証料を補助すること
により、農業者等の負担を軽減し、営農継続を支援する。

16,082 ○

5 農家経営安定資金融通対策事業
（復興）

継続
農林水産部
農業経済課

　原子力災害により、経営に影響を受けている農業者等が営農継続や再開のために
必要とする運転資金等を円滑に融通するため、当該資金を融通した農協等融資機関
に対し利子補給を行うことにより、農業者等の負担を軽減し、営農継続及び営農再開
を支援する。

2,180 ○

6 安全なきのこ原木等供給支援事業 継続
農林水産部
林業振興課

　放射性物質による森林汚染の影響により、きのこ原木等の価格が高騰していること
から、きのこ生産者の負担を軽減する取組を行う団体を支援する。

275,501 ○

7 水産業復興加速化総合対策事業 継続
農林水産部

水産課

　本県の海面・内水面水産業が、真の復興を成し遂げるため、水産業の継続的な生産
拡大や地域の活力を取り戻し、水産業の好循環サイクルが力強く機能するための総
合的な対策を実施する。

691,747 ○ ○

（２）生産基盤の確保・整備と試験研究の推進

種別 担当課 事業概要 事業費
（単位：千円）

重点 再掲

① 4-3-(2)-①：意欲ある担い手への農地の集積・集約化の推進

1 果樹園地継承促進事業 継続
農林水産部

園芸課

　本県の果樹については、高齢化や後継者不足により樹園地が減少しているため産
地維持を目的とした円滑な樹園地継承に向けて、生産性の高い樹園地を産地全体で
守り活用する仕組みづくり、技術習得のための研修園地の運営などを支援する。

5,089 ○

2 ふくしま復興農地利用集積対策事
業

継続
農林水産部

農業担い手課

　避難地域12市町村の営農再開を加速させるため、農用地利用集積等促進計画を策
定し、農地中間管理事業により、地域の担い手や参入企業等へ農地の集積・集約化
を促進する。

141,455 ○

3 農地利用集積対策事業 継続
農林水産部

農業担い手課

　農地中間管理機構が担い手への農地集積と集約化のために行う事業に必要な経費
を助成するとともに、農地中間管理機構を活用して農地集積を行った地域に対して協
力金を交付し、農地の利用集積を促進する。

1,114,069 ○

4 ふくしま集落営農活性化プロジェク
ト促進事業

継続
農林水産部

農業担い手課

　将来にわたって農地を持続的に活用し営農を継続できるよう、関係機関・団体と連携
したサポート体制を構築し、集落営農の活性化に向けたビジョンづくり、その実現に向
けた組織体制の強化、収益力向上に向けた取組、効率的な生産体制の確立等を総合
的に支援する。

30,997 ○

5 地域計画策定・実現加速化支援事
業

一部
新規

農林水産部
農業担い手課

　市町村等の地域計画策定に必要な取組を支援するとともに、地域計画に位置付けら
れる担い手等の経営規模の拡大等の取組を支援することで、地域計画の策定とその
実現を図り、農業経営体の育成と農地の集積を進めていく。

81,275 ○ ○

② 4-3-(2)-②：生産性向上のためのほ場の大区画化・汎用化、農業水利施設等の適切な保全管理と長寿命化

1 復興基盤総合整備事業 継続
農林水産部

農村基盤整備課
　避難地域12市町村の農地において、農業の速やかな復興・再生を実現するために、
大区画ほ場の整備をはじめとした農地・農業用施設整備を実施する。

16,958,348 ○

2 経営体育成基盤整備事業　他 継続
農林水産部

農村基盤整備課
　農業競争力の強化を進めるため、未整備の農地に対して担い手への農地集積・集
約化及び農業の高付加価値化、農地の大区画化・汎用化等の基盤整備を実施する。

3,610,716 ○

事業名
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種別 担当課 事業概要
事業費

（単位：千円）
重点 再掲事業名

3 かんがい排水事業　他 継続
農林水産部

農村基盤整備課
農地管理課

　基幹的な水利施設の整備及び補修・更新を行い、農業用水の安定的な供給を図る。 2,218,564 ○

4 農村環境整備事業実施計画費 継続
農林水産部
農村計画課

　農業農村整備を効果的に推進するために、事業調査地区に関する整備の基本方
針、整備の内容、費用の総額、効果算定等を定めた事業計画を策定する。

422,929 ○

5 復興基盤実施計画 継続
農林水産部
農村計画課

　避難地域12市町村において、農地・農業用施設の整備を総合的に進めるための実
施計画を策定する。

20,001 ○

③ 4-3-(2)-③：効率的な森林整備の推進に向けた林内路網整備

1 森林環境適正管理事業 継続
農林水産部
森林計画課

　森林情報を一元管理する森林クラウドの運用及び登録データの更新により市町村や
林業関係者との情報共有を図るとともに、一般県民向け森林情報地図サイトの運用に
より森林情報の提供を行う。

6,012 ○

④ 4-3-(2)-④：県産材の安定供給体制の整備

1 森林環境適正管理事業 継続
農林水産部
森林計画課

　森林情報を一元管理する森林クラウドの運用及び登録データの更新により市町村や
林業関係者との情報共有を図るとともに、一般県民向け森林情報地図サイトの運用に
より森林情報の提供を行う。

6,012 ○ ○

2 広葉樹林再生事業 継続
農林水産部
森林整備課

　放射性物質の影響によりきのこ等原木の生産が停止している地域において、きのこ
等原木林の再生と将来における原木の安定供給に向けて広葉樹林の再生を図る。

1,519,291 ○

3 ふくしまの未来を育む森と住まいの
ポイント事業

継続
土木部

建築指導課
　森林環境の保全や地域経済の循環を促進するため、県産木材及び地元工務店を活
用した住宅取得に対し、県産品等と交換可能なポイントを交付する。

42,400 ○

⑤ 4-3-(2)-⑤：漁場や漁港周辺施設等の整備

1 漁場復旧対策支援事業 継続
農林水産部

水産課
　漁場の機能を再生・回復させるため、震災により海底に堆積した大型ガレキの除去
工事を実施する。

251,232 ○ ○

⑥ 4-3-(2)-⑥：多様なニーズに対応した品種・技術の開発と普及

1 福島イノベ構想に基づく農業先端
技術展開事業

継続
農林水産部
農業振興課

　被災地域農林業の復興及びさらなる営農再開を加速させるため、深刻な担い手及び
労働力不足を解消し、大規模な農業経営が実現可能となる先端技術の実証研究を行
う。また、最先端の作業ロボットや管理システムを組み合わせた技術の確立を図る。

77,338 ○

2 県育成オリジナル品種活用産地づ
くり支援事業

継続
農林水産部

園芸課

　大果で糖度が高い等の特徴を有する県育成オリジナル品種（いちご「ゆうやけベ
リー」）について、スピード感を持った普及の展開、PRに一貫して取り組み、農業者の
所得向上や本県いちご産地のブランド化により競争力の高い産地を育成する。

111,622 ○ ○

3 福島イノベ構想に基づく水産先端
技術展開事業

継続
農林水産部

水産課
　本県水産業の復興を進め、ふくしま型漁業を実現するため、ＩＣＴ等の最先端技術を
用いた新たな水産業を展開していくための実証研究を行う。

80,008 ○ ○

4 福島県産農産物競争力強化事業
（研究）

継続
農林水産部
農業振興課

　震災・原発事故による風評等により低迷した県産農産物の取引価格を震災前と同水
準まで回復させるため、市場が求める魅力ある県オリジナル品種や高品質な農産物
を生産する画期的な技術を開発する。また、県産農産物の旨みや機能性を科学的に
見える化して視覚的なアピールしさらなる認知度向上を図る。

93,212 ○

5 県育成品種種苗安定供給事業 継続
農林水産部

園芸課

　農業所得確保や産地振興を目的に開発した県育成品種の種苗（野菜・花き）を生産
者への安定供給のため、民間事業者において、増殖供給が困難な品目・品種の生産
とともに許諾先等への原種苗等の販売体制を整備する。
　また、種苗の品質を確保するため、許諾を受けた種苗生産者に対する検査を行う。

5,192 　

6 試験研究費（行政） 継続
農林水産部
農業振興課

　先端技術を活用した生産技術の開発、気候変動に適応した技術や環境への影響が
少ない技術開発、市場ニーズに対応した福島ならではの品種開発、安全・安心な農産
物の安定供給と生産者の所得向上に向けた技術開発に取り組む。

93,818

7 温暖化・担い手減少対応の農業研
究強化事業

新規
農林水産部
農業振興課

　温暖化に伴う高温や異常気象の影響による農作物の収量・品質低下や、担い手不
足に対応するため、早急に安定生産技術の確立を図る。

57,341 ○

（３）需要を創出する流通・販売戦略の実践

種別 担当課 事業概要 事業費
（単位：千円）

重点 再掲

① 4-3-(3)-①：県産品の安全性や魅力に関する消費者理解の促進

1 チャレンジふくしま消費者風評対策
事業

継続
生活環境部
消費生活課

　食と放射能に関して、県内外の消費者が不正確な情報や思い込みに惑わされること
なく、自らの判断で食品の選択ができるよう、風評払拭に資する取組を実施する。

46,533 ○ ○

2 福島県産加工食品の安全・安心の
確保事業

継続
保健福祉部

食品生活衛生課
　食品事業者のふくしまHACCP導入を支援するため、ふくしまHACCPアプリを用いた
導入研修会を県内各地で開催する。

4,392 ○ ○

3 第三者認証ＧＡＰ等取得促進事業
一部
新規

農林水産部
環境保全農業課

　産地の信頼回復・向上を図るため、産地における安全性確保の取組を客観的に説
明できる第三者認証GAP等の導入を推進するとともに、GAPの意義や取組内容を消
費者等に発信する。

299,894 ○ ○

事業名
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種別 担当課 事業概要
事業費

（単位：千円）
重点 再掲事業名

4
米の全量全袋検査（避難指示等市
町村）推進事業

継続
農林水産部
水田畑作課

　米の全量全袋検査の円滑な実施に必要な資金繰りを支援するため、追加的費用に
相当する資金を「ふくしまの恵み安全対策協議会」に貸付ける。

357,000 ○ ○

5 農林水産業情報発信強化事業 継続
農林水産部
農林企画課

　県産農林水産物が品質・価値に見合う適切な評価を得られるよう、生産者の努力を
始めとした本県の農林水産業・農林水産物の魅力を職員自ら動画やSNS等により県
内外に発信する。情報発信のための知識・技術を習得するとともに、現場目線の動画
等をより多くの方に視聴してもらうための取組を実施する。

4,669 ○ ○

6 環境にやさしい農業拡大推進事業 継続
農林水産部

環境保全農業課

　安全・安心で付加価値の高い有機農産物等の生産・流通体制を構築するとともに、
有機農産物等の供給を通じて、県産有機農産物の安全性やその魅力を発信し、震災
からの復興と風評払拭を図る。

42,232 ○

7 肉用牛全頭安全対策推進事業 継続
農林水産部

畜産課

　県外と畜の肉用牛について、適宜、放射性物質検査を実施する他、安全性を確認す
るために予め牛生体の筋肉中の放射性物質を推定する体制を整備することにより、基
準値を超過するおそれのある肉用牛の出荷流通を防止する。

37,531 ○

8 森林とのきずな事業 継続
農林水産部
森林計画課

　県民に向けた的確な森林情報の発信、森林認証制度の普及推進及び取得支援、大
学生等の森林に関する自己学習活動を支援する。

15,834 ○

② 4-3-(3)-②：県産農林水産物のブランド力の強化

1 福島県産水産物競争力強化支援
事業

継続
農林水産部

水産課

　本県水産物への風評を払拭し、販路を拡大していくため、本県水産物の第三者認証
（水産エコラベル）の取得支援や高鮮度出荷体制の整備支援、量販店への販路確保
の取組等を支援し、他県産に負けない本県水産物の競争力の強化を図る。

565,000 ○ ○

2 次世代型ふくしまの畜産推進事業 継続
農林水産部

畜産課

　飼料価格高騰や畜産物取引価格の下落の影響で厳しい状況にある畜産農家の経
営安定化に向け、新技術の活用や研修会開催の支援によりブランド力と生産基盤を
強化する。

226,405 ○

3 ふくしまプライド農林水産物販売力
強化事業

継続
農林水産部

農産物流通課

　県産農林水産物が風評により失った販売棚は徐々に回復しつつあるものの、価格ポ
ジションが震災前の水準まで回復していない品目がある。この状況を打破するため、
「ふくしま」ならではの強みを活かしたブランド化の推進や販売棚の確保、情報発信等
により、農林水産業の復興を目指す。

1,408,343 ○ ○

4 ふくしまのももブランド強化安定生
産対策事業

継続
農林水産部

園芸課

　地域ぐるみでのモモせん孔細菌病防除対策の取組を活性化させるとともに、品種構
成を改善することにより長期安定出荷を実現し、風評に打ち勝つ本県もも産地の復興
を図る。

9,691 ○ ○

③ 4-3-(3)-③　国内外における戦略的な販売促進

1 福島ならでは農林水産物ブランド
力強化推進事業

継続
農林水産部
農林企画課

　生産から消費に至る取組の連携強化を図りながら、県産農林水産物の高付加価値
化・生産力強化を進めるとともに、情報発信を一体的に行うことでブランド力の強化を
図るため、県産農林水産物について各品目の市場調査、消費者動向調査、認知度調
査などの精緻な調査を実施するとともに、産地のブランド力強化に向けた取組を支援
する。

39,600 ○

2 園芸グローバル産地育成強化事
業

継続
農林水産部

園芸課

　果樹の輸出拡大による認知度向上・販路拡大を通じて、根強く残る風評の払拭を加
速させるため、輸出に必要な生産量と品質を確保するための防除技術や保鮮・流通
技術の確立に取り組む。

25,914 ○

3 ふくしまプライド農林水産物販売力
強化事業

継続
農林水産部

農産物流通課

　県産農林水産物が風評により失った販売棚は徐々に回復しつつあるものの、価格ポ
ジションが震災前の水準まで回復していない品目がある。この状況を打破するため、
「ふくしま」ならではの強みを活かしたブランド化の推進や販売棚の確保、情報発信等
により、農林水産業の復興を目指す。

1,408,343 ○ ○

4 福島ならでは農林水産物高付加価
値化推進事業

継続
農林水産部
農林企画課

　市場ニーズを捉えた県オリジナル品種の開発、売れる６次化商品づくりとブランドの
展開、国内外に向けた販路開拓支援等を通じて、県産農林水産物がもつ様々な魅力
を多方面に発信しその評価を高めるとともに、県産農林水産物の高付加価値化を図
る。

102,425 ○

5 花き輸出体制構築支援事業 継続
農林水産部

園芸課

　花き産地との輸出事業者のマッチングや連携強化により、戦略的な輸出体制を整備
するとともに、輸出に必要な生産量と品質を確保するための鮮度保持、梱包技術の確
立により花きの輸出拡大を図る。

13,932 ○

④ 4-3-(3)-④：地産地消の推進による県内消費の拡大

1 ふくしまプライド農林水産物販売力
強化事業

継続
農林水産部

農産物流通課

　県産農林水産物が風評により失った販売棚は徐々に回復しつつあるものの、価格ポ
ジションが震災前の水準まで回復していない品目がある。この状況を打破するため、
「ふくしま」ならではの強みを活かしたブランド化の推進や販売棚の確保、情報発信等
により、農林水産業の復興を目指す。

1,408,343 ○ ○

⑤ 4-3-(3)-⑤：展示会・商談会等への出展や事業者等への訪問・招へい等を通じた県産品の海外販路回復･開拓

1 ふくしまプライド農林水産物販売力
強化事業

継続
農林水産部

農産物流通課

　県産農林水産物が風評により失った販売棚は徐々に回復しつつあるものの、価格ポ
ジションが震災前の水準まで回復していない品目がある。この状況を打破するため、
「ふくしま」ならではの強みを活かしたブランド化の推進や販売棚の確保、情報発信等
により、農林水産業の復興を目指す。

1,408,343 ○ ○
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種別 担当課 事業概要
事業費

（単位：千円）
重点 再掲事業名

2
福島ならでは農林水産物高付加価
値化推進事業

継続
農林水産部
農林企画課

　市場ニーズを捉えた県オリジナル品種の開発、売れる６次化商品づくりとブランドの
展開、国内外に向けた販路開拓支援等を通じて、県産農林水産物がもつ様々な魅力
を多方面に発信しその評価を高めるとともに、県産農林水産物の高付加価値化を図
る。

102,425 ○

（４）戦略的な生産活動の展開

種別 担当課 事業概要 事業費
（単位：千円）

重点 再掲

① 4-3-(4)-①：産地間競争に勝ち抜くための生産基盤の強化、生産性の向上

1 ふくしまの畜産復興対策事業 継続
農林水産部

畜産課

　本県生乳生産基盤回復のため、意欲ある酪農家の増頭と高能力牛への転換を支援
するとともに、風評により下落した和牛枝肉価格回復のため、地域資源を活用した肥
育技術によるブランド力強化を図る。

100,587 ○

2 ふくしまならではの畑作物産地づく
り推進事業

継続
農林水産部
水田畑作課

　輸入依存度の高い麦、大豆等の畑作物の安定供給により食料安全保障に寄与する
ため、持続的な畑作物生産・供給に係るモデルの取組を構築し、成果を全県に波及さ
せるとともに、作付拡大を支援することにより、農業経営の安定化と本県農業の発展
につなげる。

96,587 ○

3 オリジナルふくしま水田農業推進
事業

継続
農林水産部
水田畑作課

　稲作農家の経営安定化を図るため、「福､笑い」を始めとする県産米の食味・品質向
上の取組など、県オリジナル水稲品種を中心とした産地における取組への支援を行
う。

20,000 ○

4 園芸グローバル産地育成強化事
業

継続
農林水産部

園芸課

　果樹の輸出拡大による認知度向上・販路拡大を通じて、根強く残る風評の払拭を加
速させるため、輸出に必要な生産量と品質を確保するための防除技術や保鮮・流通
技術の確立に取り組む。

25,914 ○ ○

5 水産業復興加速化総合対策事業 継続
農林水産部

水産課

　本県の海面・内水面水産業が、真の復興を成し遂げるため、水産業の継続的な生産
拡大や地域の活力を取り戻し、水産業の好循環サイクルが力強く機能するための総
合的な対策を実施する。

691,747 ○ ○

6 風評に打ち勝つ園芸産地競争力
強化事業

継続
農林水産部

園芸課
　園芸産地自らが地域の特性を生かして行う、市場等からの産地信頼回復や風評払
拭に向けた作付実証、施設・設備資材導入、機械等のリース導入等を支援する。

43,773 ○

7 県育成オリジナル品種活用産地づ
くり支援事業

継続
農林水産部

園芸課

　大果で糖度が高い等の特徴を有する県育成オリジナル品種（いちご「ゆうやけベ
リー」）の普及、ＰＲに一貫して取り組み、農業者の所得向上や、本県産いちごのブラン
ド化により競争力の高い産地を育成する。

111,622 ○

8 地域特産活用産地づくり支援事業 継続
農林水産部

園芸課

　地域特産物（おたねにんじん、エゴマ、山菜（栽培））について、種苗の安定供給と食
用需要に対応し2年で収穫する栽培技術の普及、省力機械による大規模生産体系の
普及等と併せ、安定した販路を確保するための取組を行い、風評に負けない揺るぎな
い産地を育成する。

25,038 ○

9 ふくしまのももブランド強化安定生
産対策事業

継続
農林水産部

園芸課

　地域ぐるみでのモモせん孔細菌病防除対策の取組を活性化させるとともに、品種構
成を改善することにより長期安定出荷を実現し、風評に打ち勝つ本県もも産地の復興
を図る。

9,691 ○

10 みんなでチャレンジ！環境保全型
農業拡大事業

一部
新規

農林水産部
環境保全農業課

　地球温暖化対策、ＳＤＧｓ達成に寄与する環境保全型農業の取組拡大を目的として
新規取組者の確保、啓発、技術指導や優良技術の表彰、地域ぐるみの取組を支援す
る。また、市場調査、技術開発等により県産特別栽培米の販路拡大、生産拡大を図
る。

43,331 ○

11 「ふくしまならではの花き」産地育成
支援事業

継続
農林水産部

園芸課

　令和４年度に整備した、県推進会議及び地方フラワーネットワークの活動を促進し
「ふくしまならではの花き」展示等によるPR活動を強化するとともに、自発的に花を利
用する気風を醸成させるため「ふくしまの花を愛でるライフスタイル」を提案し、文化と
して定着させ、県産花きの需要拡大を図る。

17,367 ○

12 次世代園芸産地づくり支援事業 新規
農林水産部

園芸課

　労働力不足や気候変動などの課題に対応した持続可能な次世代の園芸産地の育
成を図るため、省力化や精緻化に資するスマート農業機器や気候変動に伴う高温対
策技術の整備や遊休施設等の再整備を支援する。

254,280 ○

13 オールふくしまの酒づくり支援事業 新規
農林水産部
水田畑作課

　「福乃香」等の県オリジナル酒造好適米による「オールふくしまの酒づくり」に必要な
機械・機器の整備等を支援するとともに、「オールふくしまの酒づくり」を加速するため、
関係部局が一体となって、県外産の酒米に替わる県オリジナル酒造好適米の品種開
発に取り組む。

52,955 ○

14 ふくしまプライド。優良和牛育成支
援事業

新規
農林水産部

畜産課

　　東日本大震災及び原子力災害による生産基盤の減少及び価格差が生じている本
県肉用牛の市場価値向上を図るため、全国和牛能力共進会において上位入賞を目
指し優良な和牛を出品する畜産農家の取組を支援する。

5,160 ○

② 4-3-(4)-②：先端技術を活用した産地の生産力強化

1 福島イノベ構想に基づく農業先端
技術展開事業

継続
農林水産部
農業振興課

　被災地域農林業の復興及びさらなる営農再開を加速させるため、深刻な担い手及び
労働力不足を解消し、大規模な農業経営が実現可能となる先端技術の実証研究を行
う。また、最先端の作業ロボットや管理システムを組み合わせた技術の確立を図る。

77,338 ○ ○

2 福島イノベ構想に基づく水産先端
技術展開事業

継続
農林水産部

水産課
　本県水産業の復興を進め、ふくしま型漁業を実現するため、ＩＣＴ等の最先端技術を
用いた新たな水産業を展開していくための実証研究を行う。

80,008 ○ ○

3 ふくしま型農業DX推進事業 新規
農林水産部
農業振興課

　人口減少が進行する中、少ない担い手による営農の展開には、スマート農業技術の
更なる推進が不可欠であることから、担い手における導入の一層の加速化に向けて、
技術の実証から普及、情報発信、人材育成に至る総合的な取組を実施する。

219,935 ○

③ 4-3-(4)-③：“ふくしまならでは”の高付加価値化の取組推進や環境と共生する農林水産業の推進等による産地の競争力強化

1 ふくしまならではの畑作物産地づく
り推進事業

継続
農林水産部
水田畑作課

　輸入依存度の高い麦、大豆等の畑作物の安定供給により食料安全保障に寄与する
ため、持続的な畑作物生産・供給に係るモデルの取組を構築し、成果を全県に波及さ
せるとともに、作付拡大を支援することにより、農業経営の安定化と本県農業の発展
につなげる。

96,587 ○ ○

事業名
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重点プロジェクトの取組に紐づく主要事業一覧  ４　産業推進・なりわい再生プロジェクト

種別 担当課 事業概要
事業費

（単位：千円）
重点 再掲事業名

2
オリジナルふくしま水田農業推進
事業

継続
農林水産部
水田畑作課

　稲作農家の経営安定化を図るため、「福､笑い」を始めとする県産米の食味・品質向
上の取組など、県オリジナル水稲品種を中心とした産地における取組への支援を行
う。

20,000 ○ ○

3
風評に打ち勝つ園芸産地競争力
強化事業

継続
農林水産部

園芸課
　園芸産地自らが地域の特性を生かして行う、市場等からの産地信頼回復や風評払
拭に向けた作付実証、施設・設備資材導入、機械等のリース導入等を支援する。

43,773 ○ ○

4 地域特産活用産地づくり支援事業 継続
農林水産部

園芸課

　地域特産物（おたねにんじん、エゴマ、山菜（栽培））について、種苗の安定供給と食
用需要に対応し2年で収穫する栽培技術の普及、省力機械による大規模生産体系の
普及等と併せ、安定した販路を確保するための取組を行い、風評に負けない揺るぎな
い産地を育成する。

25,038 ○ ○

5 福島県産農産物競争力強化事業
（研究）

継続
農林水産部
農業振興課

　震災・原発事故による風評等により低迷した県産農産物の取引価格を震災前と同水
準まで回復させるため、市場が求める魅力ある県オリジナル品種や高品質な農産物
を生産する画期的な技術を開発する。また、県産農産物の旨みや機能性を科学的に
見える化して視覚的なアピールしさらなる認知度向上を図る。

93,212 ○ ○

6 みどりの食料システム戦略推進交
付金事業

一部
新規

農林水産部
農業振興課

環境保全農業課

　環境と調和・共生する県づくり、もうかる農林水産業の実現に向け、資材・エネル
ギーの調達から農林水産業の生産・流通・消費に至るまでの環境負荷軽減と持続的
発展に向けた地域ぐるみのモデル的先進地区の創出を支援する。併せて、持続可能
な食料システムの構築を図り、国が策定した「みどりの食料システム戦略」の実現に寄
与する。

55,030

7 福島ならでは農林水産物高付加価
値化推進事業

継続
農林水産部
農林企画課

　市場ニーズを捉えた県オリジナル品種の開発、売れる６次化商品づくりとブランドの
展開、国内外に向けた販路開拓支援等を通じて、県産農林水産物がもつ様々な魅力
を多方面に発信しその評価を高めるとともに、県産農林水産物の高付加価値化を図
る。

102,425 ○

④ 4-3-(4)-④：「ふくしま型漁業」の実現に向けた取組の推進

1 栽培漁業振興対策事業 継続
農林水産部

水産課
　本県沿岸で放流するためのアワビ、ヒラメ種苗を委託により生産する。 233,816 ○ ○

2 さけ資源増殖事業 継続
農林水産部

水産課
　さけ資源の維持・増殖に向け、回帰率の高い大型種苗を適期に放流する取組を支援
する。

24,337 ○ ○

3 水産物流通対策事業 継続
農林水産部

水産課

　震災と原子力災害により大きな被害を受けた本県水産流通加工業の復興のため、
遠隔地からの加工用原料の調達や県内消費地市場における奨励金制度等の導入に
よる県産水産物の計画的な流通拡大対策を支援する。

130,033 ○ ○

（５）活力と魅力ある農山漁村の創生

種別 担当課 事業概要 事業費
（単位：千円）

重点 再掲

① 4-3-(5)-①：農林水産業・農山漁村が有する多面的機能の維持・発揮

1 ふくしま集落営農活性化プロジェク
ト促進事業

継続
農林水産部

農業担い手課

　将来にわたって農地を持続的に活用し営農を継続できるよう、関係機関・団体と連携
したサポート体制を構築し、集落営農の活性化に向けたビジョンづくり、その実現に向
けた組織体制の強化、収益力向上に向けた取組、効率的な生産体制の確立等を総合
的に支援する。

30,997 ○ ○

2 中山間地域等直接支払事業　他 継続
農林水産部
農村振興課

　農業・農村の有する多面的機能を維持・発揮するために、農業者による農業生産活
動や、地域の共同活動による資源保全等の取組を支援する。

4,097,913 ○

3 遊休農地活用促進総合対策事業 継続
農林水産部
農村振興課

　農業者が遊休農地を再生利用するための必要経費を補助する。 26,616 ○

4 農村RMO形成推進事業 継続
農林水産部
農村振興課

　中山間地域の集落コミュニティを維持するために、農村型地域運営組織（農村RMO）
の形成を推進する。

46,988 ○

5 「いなかといいなか」農村関係人口
創出事業

新規
農林水産部
農業振興課
農村振興課

　農村関係人口の創出・拡大による農地や地域資源の保全を図るため、農業や農地・
水路の保全活動に興味を持つ地域外住民の受入体制整備やマッチング支援、関係人
口を活用した地域農業のモデル構築等に取り組む。

11,739 ○

② 4-3-(5)-②：農山漁村の定住環境の整備

1 農業集落排水事業 継続
農林水産部

農村基盤整備課
　農業集落におけるし尿、生活雑排水等の汚水を処理する施設の整備や改築を実施
する。

29,470

③ 4-3-(5)-③：鳥獣被害対策の推進　　【1-2-(2)-⑪に再掲】

1 鳥獣被害対策強化事業（生活環境
部）

一部
新規

生活環境部
自然保護課

　ツキノワグマやイノシシ等の野生動物による人的被害や農林業被害が深刻化してい
るため、地域における適正な対策を支援すること等により被害を減少させ、安心して暮
らせる環境を守るとともに野生動物との共生を図る。

670,453 ○ ○

2 地域の力で進める！鳥獣被害対策
事業

継続
農林水産部

環境保全農業課

　農作物等の鳥獣被害防止のため、地域の被害防止の取組に対する助言・指導や活
動の中心となる人材の育成と地域づくりを行うとともに、鳥獣被害防止特措法に基づく
被害防止計画を作成した市町村協議会等が実施する鳥獣被害防止活動を支援する。

329,426 ○

3 鳥獣被害対策強化事業（農林水産
部）

一部
新規

農林水産部
環境保全農業課

　市町村等における効果的な鳥獣被害対策への取組及び有害捕獲により実施するイ
ノシシ等捕獲の取組に対して支援・指導を行い、農作物等の被害防止を図る。また、
地域ぐるみで取り組む総合的な対策の推進や鳥獣被害対策の専門的な知識を有した
市町村専門職員の広域的な活動、広域的な視点に立った長期的かつ効率的な鳥獣
被害対策の展開を支援する。

98,205 ○

事業名
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種別 担当課 事業概要
事業費

（単位：千円）
重点 再掲事業名

④ 4-3-(5)-④：総合的な防災減災対策の実施による災害に強い農山漁村づくりの推進

1 治山事業(一般治山事業) 継続
農林水産部
森林保全課

　山地災害から県民の生命・財産を保全するため、荒廃林地の復旧や地すべり防止
等の治山事業を行う。

453,495 ○ ○

2 ふくしま森林吸収クレジット推進事
業

新規
農林水産部
森林保全課

　海岸防災林の適切な管理により二酸化炭素吸収量をクレジットとして創出し、得られ
た売却益を活用して海岸防災林の管理を行う取組を推進するため、関係市町村との
調整及びJ-クレジット制度登録のプロジェクト計画書の作成等を行う。

143

⑤ 4-3-(5)-⑤：地域産業６次化や多様な地域資源を活用した取組の促進

1 ふくしまの元気を創る地域産業６次
化推進事業

継続
農林水産部
農林企画課

　農林漁業者等の所得向上と地域産業振興を図るため、「第４期ふくしま地域産業６
次化戦略」に基づき、地域産業６次化実践者の育成や売れる商品づくり等を支援し、
地域産業６次化のビジネスモデルを創出・育成する取組を推進する。

70,047 ○

2 福島ならでは農林水産物高付加価
値化推進事業

継続
農林水産部
農林企画課

　市場ニーズを捉えた県オリジナル品種の開発、売れる６次化商品づくりとブランドの
展開、国内外に向けた販路開拓支援等を通じて、県産農林水産物がもつ様々な魅力
を多方面に発信しその評価を高めるとともに、県産農林水産物の高付加価値化を図
る。

102,425 ○

3 ふくしま地域産業６次化新ビジネス
推進事業

新規
農林水産部
農林企画課

多様な関係者の連携による地域資源を活用した新たな商品の開発や、６次産業化等
に取り組む場合に必要となる農林水産物加工・販売施設等の整備など、地域産業６次
化を起点とした新たなビジネスの創出等を支援する。

30,000

４ 観光業の振興

種別 担当課 事業概要 事業費
（単位：千円）

重点 再掲

① 4-4-①：多様な主体間での連携等を通した観光資源の磨き上げによる“ふくしまならでは”の観光復興キャンペーンの展開

1 ひとつ、ひとつ、つなげる、只見線
利活用事業

新規
生活環境部
生活交通課

　只見線の全線運転再開以降、高校生サミット等、若者世代から寄せられた只見線活
性化のアイデアを活用した事業を、会津地域が一丸となって展開し、県内外はもとより
国内外も含めた多くの方と、一本に繋がった只見線を通じたつながりを創出し、沿線
地域の活性化と只見線の継続的な運行を図る。

99,468 ○ ○

2 観光地域づくり総合推進事業 継続
観光交流局
観光交流課

子どもや若者、ファミリーを中心とした観光客の誘客促進を図るため、ラッキーとコラボ
した県内観光地等を巡るスタンプラリーを開催し、県内周遊を促進させる。

8,100 ○

3 エクストリームツーリズムブランド強
化等事業

継続
観光交流局
観光交流課

　アクティビティや自然体験などのエクストリーム（＝非日常な体験）コンテンツを活用
し、広域的な情報発信等を通じて国内外からの誘客を図ることで、本県を訪れるきっ
かけを創出し、アフターコロナを見据えた実誘客につなげる。

15,174

② 4-4-②：首都圏や近隣県の学校等の訪問活動の強化やホープツーリズム等の“ふくしまならでは”の特色ある旅行プログラムの充実などを通じた教育旅行、合宿誘致の推進

1 教育旅行復興事業 継続
観光交流局
観光交流課

　原子力災害による風評の影響等により、回復が遅れている教育旅行誘致に向け、県
外学校へのバス経費補助を行う。また、本県ならではの「ホープツーリズム」を核とした
探究学習プログラムに関するモニターツアーや、旅行会社等への継続的な営業活動
を実施する。

288,942 ○

③ 4-4-③：海外のマスコミ･旅行関係者等の招へい、海外でのプロモーション活動の実施、外国人観光客の受入体制の整備

1 福島インバウンド復興対策事業
一部
新規

観光交流局
観光交流課

　東日本大震災による根強い風評、新型コロナウイルスの影響によるインバウンド入
込の激減、ALPS処理水の海洋放出による風評発生など、本県が直面する複合的な
課題に対し、第一期復興創生期間の事業によるレガシーをさらに深化させ、誘客の
フェーズを意識した戦略的なインバウンド誘致を展開することで、本県の観光復興を加
速化する。

356,577 ○

④ 4-4-④：東日本大震災・原子力災害伝承館等を中心としたホープツーリズムの推進　　【1-3-(3)-⑤に再掲】

1 ホープツーリズム運営・基盤整備
事業

一部
新規

観光交流局
観光交流課

　ホープツーリズムの関連コンテンツ、モデルコース等の最新情報を整理・集積した総
合窓口の運営を行うとともに、ホープツーリズムの更なる深化・拡大に向け、一般観光
客向けの情報発信を行う。また、コロナが収束したことにより、県内へのインバウンド
の入込も増加していることから、多言語ガイドの育成等インバウンド誘客を図り、海外
における風評対策につなげる。

216,659 ○

2
ホープツーリズム拡充等浜通り観
光支援事業

一部
新規

観光交流局
観光交流課

　教育旅行や企業研修といった従来の団体向けホープツーリズムとは異なり、一般観
光をフックとした新たな個人向けホープツーリズムによる誘客を目指すことにより、浜
通りにおける関係人口の拡大と観光需要の創出を図る。

164,443 ○

⑤ 4-4-⑤：ふくしまグリーン復興構想の推進など県内自然公園の環境保全と適正な利用の促進

1 ふくしまグリーン復興推進事業 継続
生活環境部
自然保護課

　「ふくしまグリーン復興構想」及び本構想等を推進するために環境省と締結した連携
協力協定に基づき、自然公園の魅力向上や周遊促進等により、利用者数の回復と交
流人口の拡大を図りながら、自然保護意識の醸成と適正利用を促進する。

26,473 ○

2 ふくしまグリーン・ツーリズム推進
事業

継続
観光交流局
観光交流課

　原子力発電所事故の影響により、本県のグリーン・ツーリズム交流人口が大幅に減
少しているため、受入体制の強化や情報発信等を行う。

2,724 ○

⑥ 4-4-⑥：福島空港の国際線の新規路線開設と定期路線再開、国内定期路線の維持・拡充、国内外チャーター便誘致、空港の特色づくりに向けた取組の推進

1 福島空港国内線利用・運航促進事
業

継続
観光交流局
空港交流課

　国内定期路線の維持・拡充、さらには国内各所からのチャーター便の誘致を図り、
福島空港の交流ネットワーク基盤の維持・強化を目指す。

196,274 ○

2 国際定期路線等開設・再開事業
一部
新規

観光交流局
空港交流課

　東日本大震災及び原子力災害に伴う国際定期路線の運休が続くなか、台湾便をは
じめとした国際チャーター便の運行促進を図り、国際定期路線の開設・再開支援に取
り組む。

732,405 ○

事業名
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重点プロジェクトの取組に紐づく主要事業一覧  ４　産業推進・なりわい再生プロジェクト

種別 担当課 事業概要
事業費

（単位：千円）
重点 再掲事業名

3 福島空港利活用促進対策事業 継続
観光交流局
空港交流課

　福島空港の路線を維持するため、県内、隣県におけるフライト情報等の広報、各就
航先への旅行商品造成及びPR促進支援、修学旅行支援、利用実態調査等、「福島空
港利用促進協議会」と連携し、各事業を実施する。

60,725 ○

⑦ 4-4-⑦：浜通り独自の観光資源づくり　　【1-3-(3)-②に再掲】

1 福島県観光誘客促進事業 継続
観光交流局
観光交流課

　震災後、県内に誕生し続けている新しい観光コンテンツや復興の進捗に伴って変化
を続けている浜通りなど、福島の観光の「今」を発信するため、継続した誘客活動と県
内周遊を促す取組を実施する。

53,169 ○

2 浜通り地域等交流人口・消費拡大
支援事業

継続
観光交流局
観光交流課

　浜通り地域等15市町村の交流人口・消費拡大に向けて、誘客コンテンツの開発等を
支援するとともに、域外からの来訪者による消費喚起を促し、地域経済の活性化を図
る。

932,000
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第２期福島県復興計画 別冊

発行者：福島県企画調整部復興・総合計画課

〒９６０－８６７０ 福島市杉妻町２番１６号

ＴＥＬ ０２４（５２１）７１０９

ＦＡＸ ０２４（５２１）７９１１

Ｅ-ｍａｉｌ fukkoukeikaku@pref.fukushima.lg.jp

福島県には、四季折々の風景や地域の特産品、歴史など、たくさんの魅力があります。
そして、震災からの復興に向けて歩んできたひとりひとりの今があります。

たくさんの人が力を合わせ、実現してきた、実現していくその姿をデザインした「アイ
ランド」を旗印に、福島県の未来を紡いでいきます。塩屋埼灯台、只見線、赤ベコ、太陽...
広大な県の形もデザインのモチーフになっています。

デザインフラッグ「アイランド」

mailto:fukkoukeikaku@pref.fukushima.lg.jp
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